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諮 問 第 2 5 号  

平成 30 年８月 23 日  

 

情報通信審議会 

会長 内山田 竹志 殿 

 

 

 

総務大臣 野田 聖子 

 

 

 

 

諮 問 書 

 

下記について、別紙により諮問する。 

 

 

記 

 

電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 
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別紙 

 

諮問第 25 号 

 

電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 

 

１ 諮問理由 

電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 26 号。以下「平成

27 年改正法」という。）附則第９条において、同法の施行後３年を経過した場合

において、改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認める

ときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとされており、電気通信事

業分野における規律等に関連して検証を行う。 

また、情報通信は、我が国の経済・社会活動の基盤として重要な役割を果たし

ており、近年の動きとして、ＩｏＴ（Internet of Things：モノのインターネッ

ト）、ビッグデータ、ＡＩ（Artificial Intelligence：人工知能）の普及等の技

術革新により、様々なサービスの実現や社会的課題の解決を通じて生活・経済の

多様な分野における役割が著しく増大している。 

移動通信については、第５世代移動通信システム（５Ｇ）の 2020 年のサービ

ス実現を目指して研究開発、実証試験等の取組が進められており、大容量化、高

速化に加えて多様なニーズに応えるサービスの実現が期待されている。また、固

定通信については、ブロードバンド基盤整備の推進や卸売サービスを含むＦＴ

ＴＨサービスの進展等アクセス網の光化・ブロードバンド化が進められるとと

もに、ＮＴＴ東西が 2025 年までにメタル回線をＮＧＮ（Next Generation 

Network：次世代ネットワーク）に収容する計画を発表する等中継網のフルＩＰ

化が進められているところである。 

さらに、ＳＤＮ（Software-Defined Network）やＮＦＶ（Network Function 

Virtualization）等、ネットワークの柔軟性・効率性を高め、多様な主体による

ネットワークの制御を実現し、ＩｏＴ時代に対応したネットワーク運用を可能

とする仮想化技術の実装が進められていくことが見込まれている。 

こうしたことに加え、映像コンテンツの流通拡大に伴うトラヒックの急増や、

プラットフォーム事業者の成長・拡大等、データ流通環境も大きく変化しつつあ

り、更なるブロードバンド化への対応が求められている。 

このように、情報通信を取り巻く環境が抜本的に変化していく中で、これまで

のネットワーク構造やサービスを前提とした電気通信事業分野における競争ル

ールや基盤整備、消費者保護等の在り方についての見直しが急務となっている。 

以上のような大きな変化に迅速かつ柔軟に対応するため、平成 27 年改正法の
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施行状況を含め、これまでの政策について包括的に検証した上で、2030 年頃を

見据えた新たな電気通信事業分野における競争ルール等について検討を行うこ

とが必要である。 

 

２ 答申を希望する事項 

（１）通信ネットワーク全体に関するビジョン 

技術革新や市場環境の変化等の観点から、2030 年頃に実現が見込まれる通

信ネットワークの未来像について検討することにより、電気通信事業政策の在

り方を包括的に検証する。その際、通信ネットワークのＩＰ化の進展やソフト

ウェア制御等の仮想化の実装により、電気通信設備と役務・機能の関係性の変

化、電気通信事業者以外の主体の役割拡大等が見込まれることも見据え、新た

に求められる施策の方向性を検討する。 

 

（２）通信基盤の整備等の在り方 

５Ｇの普及等のモバイル化の進展、ＩＰ網への完全移行や光化の一層の進展

を視野に入れ、通信基盤の整備の在り方やユニバーサルサービスの対象・確保

手段等について検討を行う。 

 

（３）ネットワーク中立性の在り方 

近年のトラヒックの急増やプラットフォーム事業者の拡大、ゼロレーティン

グ等の新たなビジネスモデルの登場等を踏まえ、ネットワークに係る関係者間

の費用負担や利用の公平性についてのルールの在り方、利用者に対する透明性

の確保の在り方等について検討を行う。 

 

（４）プラットフォームサービスに関する課題への対応の在り方 

プラットフォーム事業者の市場支配力が拡大し、レイヤを超えたサービス提

供が進展している中、通信の秘密の保護等の観点から、利用者情報の適切な取

扱いを確保するための方策等について検討を行う。 

 

（５）モバイル市場の競争環境の確保の在り方 

ＩｏＴサービスをはじめとする多様なニーズに対応するＭＶＮＯの役割の

増大が見込まれていること等を踏まえ、ＭＮＯによるＭＶＮＯへのネットワー

ク提供条件の同等性・透明性の確保に係る方策、その他モバイル市場の競争促

進に向けた政策の在り方について検討を行う。 
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（６）消費者保護ルールの在り方 

光回線の卸売（サービス卸）等により複数事業者によるコラボレーションが

進展する等、電気通信サービスの提供条件や料金体系等が複雑化する中、不適

切な勧誘や広告表示等の課題が指摘されていることを踏まえ、消費者保護ルー

ルの見直し等必要な方策についての検討を行う。 

 

（７）その他必要と考えられる事項 

 

３ 答申を希望する時期 

平成 31 年 12 月目途 

 

４ 答申が得られたときの行政上の措置 

 今後の情報通信行政の推進に資する。 
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開催状況 

 

会議 回数 日付 主な検討事項 

情報通信 

審議会 
第 40 回 

2018 年 

8 月 23 日 

 電気通信事業分野における競争ルール等の包括

的検証について（諮問） 

【平成 30 年 8 月 23 日付け諮問第 25 号】 

電気通信事業 

政策部会 
第 44 回 9 月 19 日 

 電気通信事業分野における競争ルール等の包括

的検証について 

 特別委員会の設置について 

特別委員会 第 1 回 10 月 4 日 
 電気通信事業分野における競争ルール等の包括

的検証について 

特別委員会 

主査ヒアリング 

第 1 回 10 月 12 日 

 関係事業者・団体等ヒアリング① 

（日本電信電話（株）、KDDI（株）、ソフトバンク（株）、楽天モバ

イルネットワーク（株）） 

第 2 回 10 月 16 日 

 関係事業者・団体等ヒアリング② 

（ケイ・オプティコム（株）、インターネットイニシアティブ（株）、

（一社）日本インターネットプロバイダー協会、黒坂慶應義塾

大学大学院特任准教授） 

第 3 回 10 月 26 日 

 関係事業者・団体等ヒアリング③ 

（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）、アカマイ・テクノロ

ジーズ（同）、（株）東芝、日本電気（株）） 

特別委員会 第 2 回 11 月 7 日 

 主査ヒアリングにおけるこれまでの検討状況及び提

案募集の結果概要 

 委員等からの発表 

（内田委員、中尾委員、中村委員、（株）野村総合研究所） 
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会議 回数 日付 主な検討事項 

特別委員会 

主査ヒアリング 

第 4 回 11 月 12 日 

 関係事業者・団体等ヒアリング④ 

（曽我部京都大学大学院教授、トヨタ自動車（株）、東日本旅

客鉄道（株）、東京電力パワーグリッド（株）） 

第 5 回 11 月 22 日 
 関係事業者・団体等ヒアリング⑤ 

（（株）AbemaTV、日本マイクロソフト（株）） 

第 6 回 11 月 27 日 

 関係事業者・団体等ヒアリング⑥ 

（LINE（株）、（一社）インターネットユーザー協会、（株）日本レ

ジストリサービス） 

第 7 回 11 月 29 日 
 関係事業者・団体等ヒアリング⑦ 

（Apple Inc、ヤフー（株）、日本テレビ放送網（株）） 

特別委員会 第 3 回 12 月 4 日 

 研究会等の検討状況等の報告 

 特別委員会における検討の進め方等について 

 基盤整備の在り方に関する個別論点について 

電気通信事業 

政策部会 
第 46 回 

2019 年 

1 月 23 日 

 電気通信事業分野における競争ルール等の包括

的検証に関する検討状況の報告 
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会議 回数 日付 主な検討事項 

特別委員会 

第 4 回 1 月 30 日 

 諸外国のユニバーサルサービス制度の動向等につ

いて 

 基盤整備の在り方に関するヒアリング 
（日本電信電話（株）、KDDI（株）、ソフトバンク（株）） 

 ネットワークビジョンを巡る政策課題に関する個別論

点について 

第 5 回 2 月 28 日 

 競争ルール等の在り方に関するヒアリング 

（日本電信電話（株）、KDDI（株）、ソフトバンク（株）、（一社）日

本インターネットプロバイダー協会、（一社）テレコムサービス

協会、（一社）日本ケーブルテレビ連盟） 

第 6 回 3 月 18 日 

 ネットワークビジョンを巡る政策課題に関する中間論

点整理骨子（案）について 

 基盤整備等に関する中間論点整理骨子（案）につい

て 

 包括的検証に関する主要論点（案）について 

第 7 回 4 月 9 日 
 特別委員会中間報告書骨子（案）について 

 包括的検証に関する他研究会・ＷＧからの中間報告 

第 8 回 5 月 17 日 

 特別委員会中間報告書（案）について 

 特別委員会における今後の検討の進め方（案）につ

いて 
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 主査ヒアリング及び提案募集の実施結果  
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Nick McKeown,
"How SDN will shape networking", 
Open Networking Summit 2011. 
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2030年の情報通信基盤に向けて

東京大学大学院情報学環 教授
中尾彰宏

1
All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017

2018/11/7

総務省特別委員会資料

1

All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017
2

フィンランドアカデミー(Academy of Finland)が6Gの研究開発プロジェクト
「6Genesis」をFlagship Programme Projects 2つのうちの1つに決定。

Flagship Programme 全体予算は50M Euro.

http://www.oulu.fi/university/6gflagship 2
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All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017

“6Genesis” vision for 2030

• The 66Genesis flagship is focused on the development of wireless 
technology and on exploring the implementation of the fifth 
generation of mobile communication technology (5G) and the 
development of the 6G standard. The flagship will support industry 
in bringing the 5G standard to the commercialisation stage by 
carrying out large pilots with a test network. It will also develop 
essential technology components needed for 6G, targeting areas 
such as wireless connectivity and distributed intelligent computing 
as well as novel applications of these. In addition to communication 
between people, the research will focus on communication between 
devices, processes and objects. This will contribute to enabling a 
highly automated, smart society, which will penetrate all areas of 
life in the future.

3
https://www.youtube.com/watch?v=T6ubRoZCeVw

プロジェクト詳細はまだ公開されていないが、上記を反映したPVが視聴可能

3

All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017
4https://www.itu.int/en/ITU-T/focusgroups/net2030/Pages/default.aspx

ITU FG NET-2030 始動

4
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All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017

Holoportation

5

2016年にマイクロソフトが、遠隔にいる相手を360度キャプチャした
映像を通信により話者の環境に融合し、Mixed Realityとして生活空間に
投影するICTを駆使したテレポーテーションを実現

2018年 1.5Gbps程度必要とされていた通信 域を97%削減し、30-50Mbps
で運用可能としている。4Gでは実現不能で、5Gでの活用が期待される。 
Mobile Holoportationが可能となる。

ただし、現在は粗いポイントクラウドでの映像であり、きめの細かいMixed 
Realityを実現するには、URLLC + eMBBの両方が必須 

https://www.digitaltrends.com/virtual-reality/holoportation-portable-microsoft/
=>通信遅延に着目した品質保証・評価ガイドラインの必要性 5

All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017

2030年までに重要となる通信基盤技術と施策

6

55G+/6G/URLLC + Edge (超大容量かつ超高信頼・超低遅延通信)
デバイスや物体間の通信
HoloportationなどURLLC & eMBB を活用するサービス
協調運転など1msec遅延を活用するサービス
=>通信遅延に着目した品質保証・評価のガイドラインの必要性

ソフトウェア化
ソフトウェアモバイルネットワークの運用
通信基盤における複雑データ処理機能の実装
=>ソフトウェア化されたネットワーク機器ガイドラインの必要性

エンド・ツー・エンド・ネットワークスライシング
有線（トランスポート・アクセス）＋無線(RAN) スライシング
=>緊急時・災害時におけるマルチキャリア冗長データ通信の可能性

本発表で掘り下げる部分

（1／2）

6
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All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017

2030年までに重要となる通信基盤技術と施策

7

アンライセンス通信
プライベートLTE, sXGP, MulteFire)の拡大
=> アンライセンス周波数帯域の拡大施策の必要性

地域まるごとテストベッド（商用インフラ＋地域連携）
米国で進む「都市まるごとテストベッド」PAWRプロジェクト
FCCで進むイノベーション促進のための実験局免許取得の敷居
の引き下げ施策
=>我が国における更なるイノベーション誘発施策の必要性

ネットワーク中立性
=> ネットワークの中立性の議論・再考の必要性

AI・機械学習を利活用したネットワーク自動制御
「考えるネットワーク」通信と機械学習の融合
=> 自動制御のための新しい規制施策の必要性

（2／2）

本発表で掘り下げる部分 7

All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017

ネットワークソフトウェア化

OAI(OpenAirInterface)やTIP(Telecom Infra Project)などに見られるように、有線で進ん
だネットワーク機器を汎用サーバ上にソフトウェア実装をする「ソフトウェア化」の動向が
既に有無線統合インフラにて進展
基地局もオープンソース・ソフトウェアで実装・運用可能となってきている
CAPEXの削減だけではなく柔軟な機能実装やエッジコンピューティングとの融合が進む

ソフトウェア化は有線から無線へ移行しつつある

東京大学と富士通はLTE/5G基地局のソフトウェア化の共同研究を推進中

=>ソフトウェア化されたネットワーク機器の技術適合やガイドラインの必要性 8
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URLLC
(超信頼超低遅延）

mMTC
(超多数デバイス）

eMBB
(大容量）

(

RAN Core Transport

UE

Cloud

Network Slicing/Softwarizationのある通信インフラ(近未来）

スライス（独立なプログラム可能な資源）に
異なる要件のアプリ・サービスのトラフィックが分離

通信インフラはソフトウェアにより実装
柔軟に改変可能

ネットワーク機能の実装も可能

データ処理機能

スライス

=>ネットワークスライスの商用利活用は低遅延サービスや緊急通信から始まる
=>通信遅延に着目した品質保証・評価のガイドラインの必要性 9
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キャリアA
S-GW

P-GW

キャリアA
基地局

キャリアB
基地局

キャリアB
S-GW

PDN

サービス事業者
サーバ

自動車事故

APN-A

APN-B

消防警察

PDN
(Internet)キャリアA

P-GW

緊急通報
スライス

緊急通報
スライス

通常スライス

PDN
(Internet)

キャリアB
P-GW

通常スライス

緊急・被災時のネットワークスライシングの利活用

=>緊急時・災害時のネットワークスライス・マルチキャリア冗長通信利活用
のための基盤整備とガイドラインの必要性

マルチキャリア冗長通信の可能性

10
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11

Internet制御サーバー(EPC)

基地局(eNB)

制御サーバー(EPC)

イントラネット

内部システム

インターネット接続 インターネット
接続

アンライセンス・プライベート LTEパブリック（公衆網）LTE

スマートデバイス スマートデバイス IoTデバイス

アンライセンスLTE (sXGP/Multefireなど)利用拡大

一般にはWiFiに替わる高度なセキュリティの自営網技術として高い関心を集める
（LPWAと共に）IoT自営網での利用に期待が集まる
5GNRでの利用も議論が始まる
パブリック・プライベートLTE連携による利用者コストの削減

https://itpro.nikkeibp.co.jp/atclact/activesp/16b/101100294/index.html

=> アンライセンス周波数帯域の拡大施策議論の必要性

eNB eNB

All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017
12=>我が国における更なるイノベーション誘発施策の必要性
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13=>我が国における更なるイノベーション誘発施策の必要性

All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017

FCCにおける柔軟な実験局免許の利活用の仕組み

14

https://www.fcc.gov/document/oet-announces-acceptance-applications-program-licenses

=>我が国における更なるイノベーション誘発施策の必要性

ウェブサイトにおける事前通知に対して反対がなければ、提案する実験を遂行可能
という新しい実験免許システムを開始(2017/4)
大学・研究所・ヘルスケア施設・機器ベンダーのR&Dを加速するより柔軟な仕組み
PAWRなどのNSFのR&Dに非常に効果的に利活用されている
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ネットワーク中立性について

15

第１定義【トラヒックを差別化しない】
ISPがデータの送信元・送信先・所有者によって扱いを差別化しないこと

第２定義【Termination feeの禁止】
ISPはインターネットのアクセスに関し一度だけ課金すべき（One-sided Pricing)

第３定義【CP tiering/Managed Network Controlの禁止】
ISPがCPに対する課金・トラヒックの扱いを差別化することを禁止

エンド
ユーザ

アクセス
ISP

中継
ISP CPアクセス

ISP
コンテンツ

アクセス料金アクセス料金

Termination fee

コンテンツプロバイダ（CP）
はコンテンツ配信で収益享受
 Free riding

エンド
ユーザ アクセス

ISP

CP

CP

自社・関連会社の
コンテンツを扱うCP

CP 追加料金を支払ったCP

その他のCP

高帯域(FAST LANE)

低帯域

CP Tiering : ISPがCPに対する課金・トラヒックの扱いを差別化

*J. Kramer, et al., Net neutrality: A progress report, Telecommunications Policy, 37, 2013

Two-sided pricing

Managed network control： P2Pの規制，IPTVの帯域保証，Zero Ratingなど，ISPがトラヒックを差別化

One-sided Pricing

現状：One-sided Pricing + Managed Network Controlとなっている
=>将来：課金規制やFast Lane/Zero Ratingなどに対し慎重な再考が必要 15

All Rights Reserved by Akihiro Nakao, 2017
16

*比較サイトSIM-FAN, https://sim-fan.mobile-runner.com/の掲載情報
および各社ウェブサイトを参考に作成。ただしこれらが全てとは限らない。

国内主要MNO/MVNOのZero Rating 実施状況
主に動画・音楽などのメディア配信に対するZero Ratingが顕著に見られる

ただしこれらのZeroRatingは技術的にはDPI (Deep Packet Inspection)
や送信先アドレスのフィルタリングにより実施されていると考えられる
結果として不正確なZero Ratingによりユーザーに広告と違う課金が行われる可能性

=>将来：動画・SNSのZero Ratingの正確な実施・適正な広告表示などの規制が必要
16
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17Ming Yang, Ping Du, Akihiro Nakao, “High-Precision Zero-Rating for Next Generation Mobile Networks,” to appear 

in IEICE Network Systems Technical Committee, Jan. 2018 

ある国内ISPはYouTube・ に対してCount Free(課金しない)と広告
Zero Ratingが正しく実施されているかを検証

=>将来：動画・SNSのZero Ratingの正確な実施・適正な広告表示などの規制が必要

（注意:本調査は特定のISPを誹謗中傷する目的ではない）

17

g
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2030年までに重要となる通信基盤技術と施策
技術的視点からの提言まとめ

55G+/6G/URLLC + Edge (超大容量かつ超高信頼・超低遅延通信)
=>通信遅延に着目した品質保証・評価のガイドラインの必要性

ソフトウェア化
=>ソフトウェア化されたネットワーク機器ガイドラインの必要性

エンド・ツー・エンド・ネットワークスライシング
=>緊急時・災害時におけるマルチキャリア冗長データ通信の可能性

アンライセンス通信
=> アンライセンス周波数帯域の拡大施策の必要性

地域まるごとテストベッド（商用インフラ＋地域連携）
=>我が国における更なるイノベーション誘発施策の必要性

ネットワーク中立性
=> ネットワークの中立性の議論・再考の必要性

AI・機械学習を利活用したネットワーク自動制御
=> 自動制御のための新しい規制施策の必要性

1818
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第1部 2030年を見据えたネットワークビジョンについて

1

ネットワークビジョンに関する論点の考え方

オープンなネットワークインターフェース機能の提供

アプリケーション特性やユーザに最適化されたサービス

仮想化
レイヤ

物理
レイヤ

サービス
レイヤ

• オープンなネットワークインターフェースを通じ、
サービスレイヤとネットワークレイヤが相互連携
することでサービスと通信の融合が進展する。

• レイヤ内・レイヤ間の自由なデータ流通を通じ
て、多様なプレーヤによる新たなサービス・
イノベーション創出が活性化され、社会的課
題の解決に貢献する。

ネットワーク上の
リソースが統合的に管理され

多様なニーズに対応

• IP化や仮想化の進展に伴い、設備とサービス
や機能の対応関係が多様化し、既存の電気
通信事業者やネットワークの単位を越えた、新
たなネットワーク管理形態が出現する。

• モバイルサービスの普及・高度化が一層進
展する一方で、バックボーンとしての固定網
の重要性が増大する。

• ユーザやサービスの多様なニーズ等に対応す
る、よりオープンで公平なネットワーク環境が
求められる。

• ネットワークやその上で提供されるサービスは
ユーザにとって日常生活に不可欠なライ
フラインとなる一方で、サービスの内容や提
供主体、契約形態は高度化・多様化する。

２０３０年のネットワークビジョンの実現に向け、関係主体を取り巻く制度等の方向性について、
上記のようなネットワーク・市場構造等の変化に着目し、個別具体的に検討していくことが必要ではないか。

ネットワークビジョンのイメージ

市場構造・ネットワーク構造の変化

（第３回特別委員会資料より抜粋）

③ 通信ネットワークとサービスの融合

 サービス提供主体の多様化
 プラットフォーム事業者の影響力の拡大

② モバイル等の通信ネットワークの高度化

 光回線等の重要性の高まり
 固定網と移動網の融合・相互補完

① 通信ネットワークの仮想化

 「設備」と「機能」の実質的な分離
 新たなネットワーク管理形態の出現

2
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（１） 市場構造の変化例： ① サービス提供主体の多様化

【出典】 シード・プランニング調査（2018年２月）

法⼈向けモバイル端末市場の契約数予測（2025年）（単位：万契約）

IoT・M2Mモジュールの主な⽤途（2025年）

 ＩｏＴ時代の到来を見据え、ICT利活用主体と電気通信事業者との関係が強化され、異業種連携による新たなサービスやビジ

ネスモデルの創出が進展する。また、情報通信を組み込んだ多様なサービス・機器の拡大に伴い、移動通信分野・固定通信

分野を問わず、卸役務提供が一層拡大すると考えられる。

 とりわけ、今後、法人向けＩｏＴ・Ｍ２Ｍ市場が急速に拡大し、IoT・Ｍ２Ｍ用の通信モジュールの契約数は2025年に6,550万契約

に達すると予測されており、これら通信モジュールの用途としては、自動車、スマートグリッド、セキュリティ、デジタルサイネージ、

物流といった多様な分野が想定されている。

IoT・M2M市場の拡大予測ＩｏＴ社会における産業構造の変化

ﾎｰﾑ
ｾｷｭﾘﾃｨ
分野

ｽﾏｰﾄ
ﾒｰﾀ分野 その他

IoT分野

⾃動⾞
分野 産業

機器
分野

4Gの主な
対象領域 IoT・5G等の普及により

新たに加わる対象領域

接続数⼩

収益性⾼

接続数⼤

スマート
フォン/
タブレット
端末

収益性低

これまではこの
領域でビジネス

展開 今後はこの領域でビジネスパートナーとともに
「ビジネス戦略」をたてることが必要

【出典】日経コミュニケーション2015/4月号を参考に総務省作成

3

 2018年９月末で、NTT東西の光回線の卸売サービスの契約数は1,199万（前期比＋38万、前年同期比＋185万）。

 NTT東西のFTTH契約数（2,085万）における光回線の卸売サービスの契約数の割合は57.5％ （前期比＋1.5ポイント、前年同期比＋7.8ポイ

ント） であり、一貫して増加傾向。

 MNO（NTTドコモ、ソフトバンク）への卸契約数（859万）は71.7％（前期比＋0.3ポイント、前年同期比＋1.8ポイント）、ISP（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ、

ビッグローブ、ソニーネットワークコミュニケーションズ等）への卸契約数（253万）は21.1％（前期比＋0.2ポイント、前年同期比▲1.7ポイント）。

【NTT東西のFTTH契約数・光回線の卸売サービス契約数割合】

【事業者形態別契約数比率】

（参考） ＮＴＴ東西による光回線の卸売サービス

【光回線の卸売サービスの提供事例】

（2018年９月末現在）

（参考）MNO・ISPのシェアの推移

2017.9 2017.12 2018.3 2018.6 2018.9

MNO 69.8% 70.2% 70.7% 71.3% 71.7%

ISP 22.8% 22.6% 21.9% 20.9% 21.1%

1,871 1,925
2,005 2,029 2,038 2,045 2,053 2,072 2,085

27 

469 

874 
957 1,015 1,066 1,112 1,162 1,199 

1.4%

24.4%

43.6%
47.2%

49.8%
52.1%

54.2%
56.1% 57.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

15.3 16.3 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9

NTT東西ＦＴＴＨ サービス卸 サービス卸契約数比率（単位：万契約）

（第４四半期） （第２四半期）（第３四半期）（第２四半期） （第１四半期）

MNO
71.7%

ISP
21.1%

その他
7.3%

注：「その他」に分類される事業者においても「ISP」に該当する事業者は存在する。

4
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コンテンツ・
アプリケーション

レイヤ

プラットフォーム
レイヤ

ネットワーク
レイヤ

端末
レイヤ

国内メーカー

電気通信事業者

固定通信、移動通信、ＩＳＰ、メール等

シ
Ḙ
ḕ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル

映
像
配
信
Ｐ
Ｆ

ア
プ
リ
ス
ト
ア プラットフォーマ

ウェブメール、クローズドチャット、クラウド、CDN等

グローバル・メーカー

地図、動画（自主制作）等動画、音楽、ゲーム等

コンテンツプロバイダ

ＯＳ、検索、認証、ショッピングモール、
ＳＮＳ、アプリストア、映像配信ＰＦ、掲示板等

競
合

影響力
行使

一
体
的
提
供
・
利
用
者
情
報
共
有

連携しつつ

進出

影響力
行使スマートフォン、ＰＣ、タブレット、IoT機器等

ＯＳ・共通ＩＤ等
による連携

（１） 市場構造の変化例： ② プラットフォーム事業者の影響力の拡大

 プラットフォーム事業者は、コンテンツ・アプリケーションレイヤやネットワークレイヤ、端末レイヤに進出。レイヤを超えた
一体的な役務提供を行うなど、各レイヤへの影響力も拡大している。

 ネットワークの仮想化等の進展により、ネットワーク機器の汎用化・ソフトウェアによる制御が進むと、プラットフォームレイ
ヤのネットワークレイヤに対する影響力がさらに拡大する可能性があるほか、今後、ＩｏＴ機器等の増加に伴い、ＩｏＴ
機器のデータ等を集約・分析するプラットフォームサービスの経済的影響及び社会的役割が拡大すると考えられる。

5

（２） ネットワーク構造の変化例： ① ５Ｇ

2G 3G 4G

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
⾼速・⼤容量化

超⾼速
現在の移動通信システムよ
り100倍速いブロードバンド
サービスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、⾝の
回りのあらゆる機器がネッ
トに接続

超低遅延
利⽤者が遅延（タイムラ
グ）を意識することなく、
リアルタイムに遠隔地のロ
ボット等を操作・制御

5G

⇒２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）

⇒ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）をリアルタイムに実現

⇒部屋内の約100個の端末・センサーが接続（LTEではスマホ、PC等数個）

ロボットを遠隔制御

 ５Ｇ（第５世代移動通信システム）は、「超高速」（最高伝送速度10GBps以上）、「超低遅延」（１ミリ秒以内）、「多数同時
接続」（1km2当たり１００万台以上）といった性質を満たす必要があるため、固定通信並のモバイル・ブロードバンド
サービスやIoT時代の多様なニーズに対応したサービスの実現が期待されている。

6
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（２） ネットワーク構造の変化例： ① ５Ｇ （光回線の重要性の高まり）

 ５Ｇにおいて期待されている超高速・大容量のサービスの安定的な提供を実現するためには、基地局近傍まで
バックボーンとしての光回線を敷設する必要がある。

 さらに、５Ｇにおいて活用される高周波数帯の性質を踏まえれば、エリア確保に当たり稠密な基地局整備が必要
となり、基地局と光回線が一体的に整備される傾向が強まると想定され、移動通信事業者等にとって光回線
の重要性が一層高まる。

特定基地局
（⼦局）

５Ｇ⾼度特定基地局
（親局）

特定基地局
（⼦局）

特定基地局
（⼦局）

⼤容量光ファイバ網

光ファイバ

光
フ
␼
イ
バ

⼯事現場
診療所

スタジアム

役場

特定基地局
（⼦局）

５Ｇ基地局のエリア展開のイメージ

局舎

他事業者
局舎

局舎

局舎

局舎

競争事業者等からの主な意見

 ５Ｇの通信ネットワーク構築には大量の光回線が必要となる
ため、固定回線の役割がこれまで以上に重要になる。自前の
固定回線設備の敷設による５Ｇエリア整備も進めるが、自前設
備には限界があるため、ＮＴＴ東西が保有するリソースを活用
することが５Ｇのネットワーク構築に不可欠。【ＫＤＤＩ株式会社】

 ５Ｇの基地局整備においては、ＩｏＴ進展に伴う面的カバー、ト
ラヒック増に対応するための小セル化の必要性等により、これ
まで以上に基地局向けの光アクセス回線の重要性が高まる。
光アクセス回線のシェアはＮＴＴ東西が圧倒的（８０％弱）であり、
携帯電話事業者のサービス展開上、ＮＴＴ東西の光アクセス
回線を活用することが不可欠。 【ソフトバンク株式会社】

 超高速・超大容量の５Ｇが本格的に普及・整備が進んでいると
想定され、ラストワンマイルにおいては固定通信（ＦＴＴＨ等）か
ら移動通信（５Ｇ）へと置き換えが進むと考えられる。ネットワー
クは物理/論理の分離が進み、物理面では光ファイバが不可
欠な存在になる。 【株式会社ケイ・オプティコム】

 きめ細やかな基地局整備によりモバイル事業者の負担が増え
ることも想定されるため、固定通信の活用継続の検討が必要。

【中部テレコミュニケーション株式会社】（「第5世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開設に関する指針」概要を基に作成）

7

（２） ネットワーク構造の変化例： ② ＩＰ化

 ＮＴＴは、２０２５年に固定電話網（ＰＳＴＮ）をＩＰ化する計画を発表。メタル回線を用いた音声通話をＩＰ網に収容する等、円滑な移行
に向けた対応が進展している。今後、メタル収容装置の維持限界を見据え、アクセス回線の光化等の進展も予想される。

（※）メタルＩＰ電話については、ユニバーサルサービスとして提供されるオプションとして位置付けることが適切とされている。
（「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申（平成29年9月））。

 中継網のフルＩＰ化により、電話の役務の中継機能を担っている交換機が汎用ルータに置き換わる等、サービスが特定のネットワー
ク設備に依存しなくなることから、異なる伝送経路・技術を組み合わせた役務提供が広がることが予想される。

※ 概念図であり、全ての通信がこの通信経路となるわけではない。

NTT東西の
メタル電話

NTT東西の
光IP電話

加入者交換機

中継交換機

相互接続交換機

変換装置
中継ルータ

収容ルータ

メタル電話 IP電話

PSTN接続、IGS接続

ア
ク
セ
ス
回
線

NTT東西の
メタルIP電話

NTT東西の
光IP電話

メタル収容装置
変換装置

中継ルータ

収容ルータ

メタル電話 IP電話

IP接続

相互接続ルータ
中継交換機等

をIP化

他事業者との接続を全てIP化

メタルアクセス網メタルアクセス網 光アクセス網
光アクセス網

現在の通信経路（概念図） IP化後の通信経路（概念図）

SIPサーバ

優先制御

GWルータ

NTT東西のデータ
通信サービス

データ通信

NTT東西のデータ
通信サービス

GWルータ

優先制御

SIPサーバ

データ通信

各事業者網 各事業者網

中
継
網

中
継
系

交
換
機
能
等

端
末
系

交
換
機
能
等

IP網（NGN）
IP網（NGN）PSTN

電話等 電話等

IP網（競争
事業者）

（ＩＳＰ）
IP網（競争
事業者）

（ＩＳＰ）
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（参考） ＩＰ化に対する競争事業者等からの主な意見

競争事業者等からの主な意見

 NTTグループが固定電話網（PSTN）をIP化し、移動網と統合したコア網（NGN）を構築す

ると、規模の経済が働き、独占的なネットワークに収れんするおそれ。競争事業者は、

光回線やコロケーション、置局場所の確保等の問題から、不可欠なリソースと一体と

なったNTTのネットワークの利用を強いられるおそれ。 【KDDI株式会社】

 NTTグループによるネットワークのフルIP化・仮想化等により、実質的なアクセス網・コア

網の一体化や固定・移動のコア網の統合が進めばNTTの影響力はますます強大になる

おそれ。優越的地位濫用・排他行為を実施させないための仕組み作りが必要。

また、ネットワークのフルIP化・仮想化等の進展に伴い、概ね「機能」が特定の「設備」に

紐づく現在とは異なり、「設備」に対して「機能」が紐づかない又は複数の「機

能」が提供され且つ変化するということが想定される。そのため、第一種指定電

気通信設備を物理的に指定後、当該設備で提供される機能をアンバンドルするという

現行の法制度のままでは、競争事業者によるボトルネック設備の適正な利用を図ると

いった趣旨が満たされなくなるおそれ。第一種指定電気通信設備においては、競争事

業者が必要とする機能が適切にアンバンドルされて提供されるようにすべき。

【ソフトバンク株式会社】

 ネットワークのフルIP化・仮想化等の進展に伴い、仮想ネットワーク上において固定・移

動の融合が進展することが想定される。その結果、モバイルバックボーンとしての利用

も想定されるNGNの社会的重要性が一層増す反面、その仮想ネットワーク上で

NTTグループが事実上一体化することによって、NTTの独占回帰のおそれ。

【株式会社ケイ・オプティコム】

 ネットワークのIP化・仮想化等の進展に伴い、NGNの重要度・依存度が増し、NTTグルー

プの独占回帰の可能性があると想定される。

【中部テレコミュニケーション株式会社】

（KDDI株式会社提出資料）

（ソフトバンク株式会社提出資料）

（株式会社ケイ・オプティコム提出資料）

9

ＡＰＩ

 ＳＤＮ（Software Defined Networking）とは、ネットワークをソフトウェアで設計・構築・検証・制御可能とする技術の総称。

 ＮＦＶ（Network Functions Virtualization）とは、従来、個別の機能を有する専用機器を組み合わせて実現していたネットワーク運

用について、汎用機器をソフトウェアを通じて機能毎に仮想化して専用機器と同様に運用可能とした上で、プラットフォーム

上で統一的に制御可能とする技術。

 これらソフトウェアを用いるＳＤＮ/ＮＦＶにより、ネットワークの統合的な運用や目的に応じた柔軟な利用が実現する。

(出典）NFV White Paperを基に作成

■ 従来のアプローチ

メッセージルーター ＷＡＮ高速装置

ファイアウォール 無線ＮＷ
コントローラー

仮想化された機能
（メッセージルーター）

汎用機器
（サーバー、ストレージ、スイッチ等）

共通の物理リソース

■ ＳＤＮ/ＮＦＶによるアプローチ

様々な機能に応じて

個別の専用機器を設置

仮想化された機能
（ファイアウォール）

仮想化された機能
（ＷＡＮ高速装置）

仮想化された機能
（無線ＮＷコントローラー）

メッセージルーター ＷＡＮ高速装置 ファイアウォール 無線ＮＷ
コントローラー

必要な機能に応じて、汎用機器を様々な機能で使用可能（イメージ）

ＡＰＩ ＡＰＩ
ＡＰＩを通じて、各種

アプリケーションに
必要な機能を呼び出し

各種機能を

汎用機器上で実現

ＳＤＮ等を活用した集中制御

物理ＮＷ上で個別に制御

（２） ネットワーク構造の変化例： ③ ネットワーク仮想化 （SDN/NFV） 10
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 「電気通信回線設備」を設置する者が、当該設備が有する「機能」を用いて
電気通信役務を生成し、当該役務を利用者に提供する事業形態。

 「設備」と「機能」を一体として見る現行の規律体系は基本的になお有効
と考えられる。

 ソフトによるハードの運用は実現
（C/U分離等）しているものの、専
用ハードを専用ソフトで運用する
「垂直統合モデル」

 ソフトについても、特定ベンダの寡
占、ネットワーク運用ソフトと機器
運用ソフトの分離等の制約があり、
ソフトによる統合的運用は困難

伝送設備

EPC

伝送設備

U-Plane

コ
ア
網

C-Plane

基地局

C-RAN（基地局）

C-RAN（収容局）

ア
ク
セ
ス
回
線

仮想化の初期段階

VNF

NFVI

HW

HV

VA

VM

「
設
備
」

「
機
能
」

VA： 仮想アプリ。機能毎に用意。
VM： 仮想マシン。ゲストOSを通じて作動。
HV:   ハイパーバイザ。仮想化（ホスト）OS。
HW： 物理ハードウェア。CPU、メモリ等。
S-GW： U-Planeでデータ中継機能を担う。
P-GW： U-Planeでアドレス割当て機能を担う。

VNF

NFVI

HW

HV

VA

VM

S-GW機能

垂直統合垂直統合

P-GW機能

仮想化の成熟段階

VNF

NFVI

HW

HV

VA

VM

水平分業

VNF

VA

VM

V
IM

V
N
F
M

 仮想レイヤの出現により、「機能」
と「設備」が概念上分離する等、
ネットワーク構成が変わるが、機
能毎の垂直統合モデルは維持

 一方、ソフトウェアによる仮想マシ
ンの実行環境が整備されることに
より、コスト削減やネットワーク運
用の効率化等が実現

NFVO：NFVオーケストレータ。NFV
の統合的管理を実施。

VNFM： 仮想化機能マネージャ。
VIM： 仮想化基盤マネージャ。

NFVO

仮
想
化
管
理

 一定容量のハードがプールされ、
アプリの実行に都度利用される等、
「水平分業モデル」により「機能」
と「設備」が実質的に分離

 「仮想化管理」により、障害発生
時のネットワーク（機能）切替えや
通信ひっ迫時の容量追加等の柔
軟なネットワーク管理が実現

仮想化×５G（スライシング）

IMS

vRAN

自営網

アクセス

コア伝送

U-Plane

C-Plane

IMS

クラウド

仮想化
管理

vRAN： 仮想RAN。
IMS： IPマルチメディア提供基盤。

 各レイヤでニーズに応じたリソース
配分が可能となり、「スライス」に
よりネットワークを多種多様な
サービス毎に分割することが可
能に

（一部事業者において導入済み）

LTEのネットワーク構成

C-Plane（制御信号）⇔U-Plane（ユーザ信号）
C-RAN：集中無線ネットワーク。
IMS：IPマルチメディアサブシステム。IP制御。

ネットワーク仮想化の進展イメージ（ネットワークオーケストレーションとスライシング）

 「機能」と「設備」の実質的な分離が進展し、規律上も「設備」と「機能」を一体
として取り扱えなくなる可能性がある。

 特に、現行ルールでは想定されていない、『「設備」を設置する主体』と『「機
能」を活用する主体』（仮想化管理の担い手等）が分離した場合の対応が課
題となる。

分
離

11

電気通信事業法の目的・概要

電気通信の健全な発達 国民の利便の確保

 自然独占性： 規模の経済性（事業規模が大きいほど競争上有利）やネットワーク外部性（加入者が多いほど競争上有利）により、独占に向かいやすい構造

 公 共 性： 国民生活や社会経済活動に必要不可欠であり、国民必需のサービスを提供する公益事業としての高い公共性

利用者のニーズにきめ細かく対応した
より良質な電気通信サービスの実現

電気通信を通じた豊かで快適な国民生活の実現、
我が国経済の活性化

電気通信事業法の目的及び規律の概要

確実かつ安定したネットワークの実現 誰もが安心して利用できる環境の実現低廉で多種多様なサービスの実現

① 公正な競争を促進 ③ 利用者の利益を保護② 電気通信役務の円滑な提供を確保

 一般の事業者に対しては、自由で多様な
事業展開を可能とするため、参入規制や
利用者料金規制を緩和。

 特定の事業者（主要なネットワークを保有する

ＮＴＴ東西や携帯電話事業者）に対しては、ネッ
トワークを利用する事業者が公平な条件等
でサービスを提供できるよう、公正競争
ルールを整備・運用し、低廉で多様なサー
ビス提供を促進。

 電気通信サービスに対する苦情・相談への
対応や、消費者トラブル防止のため、消費
者保護ルールを整備・強化。

 また、憲法第21条第２項の規定を受けて、
通信の秘密を保護することにより、思想表
現の自由やプライバシーを保護。

 電気通信サービスの中断等が生じないよう、
安全・信頼性確保のための規律を課すとと
もに、電気通信事故や自然災害への対応
を強化。

 また、電気通信番号等の資源を適切に管
理し、着信先の適切な識別やサービスの円
滑な提供を確保。

この法律は、電気通信事業の公共性にかんがみ、その運営を適正かつ合理的なものとするとともに、その公正な競争を促進（①）することにより、
電気通信役務の円滑な提供を確保（②）するとともにその利用者の利益を保護（③）し、もつて電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保
を図り、公共の福祉を増進することを目的とする。

電気通信事業の特性

（法※第１条） ※ 本資料において「法」は、「電気通信事業法」を指す。
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環境変化を踏まえた電気通信事業法の変遷について

制定当初（1985年）の規律 現在の規律

 1985年の制定以降、電気通信事業法は、事業の公共性や産業特性を踏まえて当初の考え方を一部維持してきた一方、市場
環境や技術の変化を踏まえ、事前規制から事後規制への転換を図ってきた（料金認可制の原則撤廃、消費者保護の拡充等）。

公
正
な
競

争
の
促
進

利
用
者
利
益
の
保
護

引き続き、設備設置者が設備を運用し役
務提供を行う形態が主流総

論

（
参
入
規
律
等
）

 電気通信はネットワーク外部性が強く、設備産
業としての事業特性（設備拘束性）を有する。

 電気通信事業者が国民生活・経済活動に与
える影響や電気通信サービスの代替可能性
は、設備設置の有無・程度で判断できること
から、設備に基づく事業区分を採用し、区分
毎に一律の規律を適用。

主な連続要素：「設備拘束性」

技術革新による参入障壁の低下により、
設備非設置者の果たす役割が増大

主な変化要素：「サービス代替性」

 電気通信回線設備設置の規模が大きい事
業者は、国民生活・経済活動への影響が大
きいとして事前の参入審査（登録制）を維持。

 事業区分による一律の規律を廃止し、規制
毎に規制対象を個別に規定。

 参入規制を緩和（事業継続性の審査を廃止）。

 事業者間の交渉力に差異があることを踏まえ、
接続協定の認可制、接続命令制度等を規定。 強い交渉力等を有する事業者と競争事業

者の間の公正競争上の課題が顕在化

主な変化要素：「多様な事業者の参入」  公正競争促進のため、一定のシェアを有す
る事業者に対する接続ルール、禁止行為規
制等の非対称規制の導入・強化。

 電気通信サービスの公共性の大きさに鑑み、
通信の秘密の保護、利用の公平等を規定。

（消費者への役務提供条件等の適切性につい
ては、約款の認可・届出制等により担保。）

通信を通じた思想・表現活動が活発化

主な連続要素：「思想表現の自由」

サービスが多様化・複雑化し、事業者と消
費者の間の非対称性が拡大

主な変化要素：「サービスの多様化」

 通信の秘密、利用の公平に関する規律を基
本的に維持。

 消費者による適切なサービス選択を可能と
するため、事業者による説明義務や不実告
知の禁止等の消費者保護ルールを導入。

電
気
通
信
役
務
の

円
滑
な
提
供
の
確
保

大規模設備を設置する通信インフラは引
き続き重要な役割を維持

主な連続要素：「重要通信の役割」

ネットワークの複雑化による事故対応が困
難化、回線非設置者の影響度が拡大

主な変化要素：「事故の複雑化」

 重要通信の確保、設備設置者に対する運用
ルールを基本的に維持。

 管理規程の実効性の強化、統括管理者の
導入等の管理体制の充実を図るとともに、影
響度が高いサービスには技術基準を適用。

 非常事態時における重要通信の確保を規定。

 設備の「運用」に係る規律の対象を原則電気
通信回線設備設置者に限定。

 電気通信事故が国民生活等に与える影響の
大きさを踏まえ、主に電気通信回線設備設置
者を対象とする技術基準等を規定。

 競争を通じた利用者利益実現のため、公共
性・非代替性が高いサービスを除き、約款等
による事前規制を廃止・緩和。

競争によるサービス多様化、料金低廉化
が進展、利用者が選択できる環境が整備

主な変化要素：「競争の進展」 サービスの公共性、市場競争の不十分性に
鑑み、利用者保護の観点から、料金・契約約
款の認可・届出制を規定。
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参入規制
（9条,16条）

競
争
ル
ー
ル

競
争
ル
ー
ル

設
備

規
律

参
入
・
退
出

参
入
・
退
出

料
金
・
約
款
等
に
係
る
規
律

料
金
・
約
款
等
に
係
る
規
律

退出規制
（18条）

料金規制
（19条,20条,21条）

約款規制
（19条,20条,23条）

役務提供義務
（25条,121条）

接続ルール
（32条,33条,
34条,35条）

禁止行為規制
（30条,31条）

卸役務規律
（38条の2,39条）

事業用設備規律
（41条-49条）

S60 S62 H7 H9 H10 H13 H15 H22 H23 H26 H27 H30

電気通信事業法の制定及び主な改正年

会計整理義務
（24条）

（括弧内は現行の
電気通信事業法で
主に関連する条番号）

許可制（第一種電気通信事業者）

許可制（第一種電気通信事業者）
登録制（一定規模以上の回線設備設置者）

登録制（特別第二種電気通信事業者）

届出制（第二種電気通信事業者） 届出制（登録電気通信事業者以外の者）

事後届出制 ※ただし、一部業務については事前届出が必要（平成30年改正以降）

登録の更新制
（指定設備設置事業者）

認可制（第一種電気通信事業者が提供する役務）

届出制（携帯電話等）

届出制（上記以外の役務）

プライス・キャップ制（特定電気通信役務に限る）

事前規制撤廃
（基礎的・指定電気通信役務については約款規制が存在）

届出制（特別第二種電気通信事業）

認可制（第一種電気通信事業）

届出制 事前規制撤廃

届出制（基礎的・指定電気通信役務に限る）

事業会計の整理義務（第一種電気通信事業者） 事業会計の整理義務（基礎的・指定電気通信役務提供者、
第一種指定電気通信設備設置者、禁止行為規制指定事業者）

特定ドメイン名電気
通信役務提供者を追加

第一種電気通信事業 基礎的・指定電気通信役務、認定電気通信事業

消
費
者
保
護

説明・書面交付義務
（26条,26条の2）

苦情等処理義務
（27条）

不実告知、勧誘継続
行為の禁止（27条の2）

電気通信事業者又は
媒介等業務受託者

電気通信事業者を対象・総務大臣が指定する役務

説明義務のみ（総務大臣が指定する役務に限り、
電気通信事業者等（媒介・代理等を行う者を含む）を対象） 書面交付義務の追加

接続協定の認可制（第一種電気通信事業） 事前規制撤廃

接続約款認可制（第一種指定設備）

届出制

接続応諾義務（第一種電気通信事業者に限る） 接続応諾義務（電気通信回線設備を設置する電気通信事業者）

第一種指定電気通信設備設置者及び総務大臣が
指定した第二種指定電気通信設備設置者 子会社による競争阻害行為に関する監督義務を追加

認可制（約款外役務の提供） 届出制
（一種、特二のみ）

事後届出制
（指定設備設置者のみ）

※ この他、検閲の禁止（3条）、通信の秘密の保護（4条）、利用の公平（6条）、基礎的電気通信役務の提供（7条）、重要通信の確保（8条）、初期契約解除（26条の3）、休廃止周知義務（26条の4,26条の5）、媒介等業務受託者に対
する指導等措置義務（２７条の3）、業務改善命令（29条）、第一種指定電気通信設備の機能の変更又は追加（36条）、電気通信設備の共用に係る規定（37条,38条）、外国政府等との協定等の認可（40条）、電気通信番号（50条-
51条）、端末設備（52条-73条）、指定試験機関等（74条-105条）、基礎的電気通信役務支援機関（106条-116条）、認定送信型対電気通信設備サイバー攻撃対処協会（116条の2-116条の8）、電気通信事業の認定及び土地
の使用（117条-143条）、電気通信紛争処理委員会（144条-159条）、委員会への諮問（160条-162条）、登録条件・適用除外等の規律（163条-176条の2）、罰則（177条-193条）等が存在。

技術基準適合維持義務、管理規程届出義務、電気通信主任技術者選任義務
（第一種電気通信事業者及び特別第二種電気通信事業者を対象）

技術基準適合維持義務、自己確認届出義務、
管理規程届出義務、電気通信主任技術者選任義務
（電気通信回線設備設置者、基礎的電気通信役務提供者を対象）

電気通信設備統括管理者選任義務を追加し、
対象に利用者影響が大きい役務提供者を追加

対象にドメイン名役務を追加

（参考） 各規律の主な変遷

認可制（一種設備
使用役務に限る）

接続約款認可制（第一種指定電気通信設備）、接続約款事前届出制（第二種指定電気通信設備）

接続会計整理義務（第一種指定電気通信設備設置者） 対象に第二種指定電気通信設備設置者を追加
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ネットワーク・ビジョンを見据えたルールの見直し 〈全体像〉

不可欠設備を有する
市場支配的事業者

強い交渉力を有する
電気通信事業者

利用部門等
競争

事業者
グループ内
事業者

ＭＶＮＯ等

サービス
競争

接続 接続

サービス
競争

競争
事業者

設備
競争

ＭＮＯ

設備
競争

固
定
通
信
市
場

IoT向け共通基盤
（エッジコンピュー

ティング等）
ローミング

インフラ
シェアリング

• ５Ｇのインフラ整備における光回線の重要性の高まり、移動通信事業者間の設備共用の進展等、固定通信市
場と移動通信市場の融合、事業者間連携が進展し、設備競争を維持していくことが困難となるおそれ。

• 一方、ＩｏＴ向け共通基盤の提供等を通じて、指定電気通信設備制度が前提とする市場区分を越えて、新たな
影響力を行使する主体が現れる可能性。

☞既存事業者に対する現行規律の趣旨を確保し、新たな市場支配力の行使による弊害を防ぐ必要。

５Ｇ時代における新たな競争パラダイム（例）

移
動
通
信
市
場

管理・運用

プラットフォーム事業者がもたらす新たな競争パラダイム（例）

• ソフトウェア制御や通信類似サービスの提供等により、ネットワークの外部（国外を含む）にありながら、国内ネッ
トワークと不可分一体的な事業を行う主体が登場し、市場や利用者への影響力が拡大。

• 事業者間競争においても、ネットワーク事業者間の競争を前提とする「接続」に代わり、元来はネットワークの外
部への提供を前提としていた「卸役務」の提供が拡大し、市場構造が変化。

☞ ネットワーク事業者に対する現行規律の趣旨を確保し、利用者を適切に保護する必要。

競合・連携卸役務の提供

ＩｏＴ企業等仮想化管理主体
（ソフトウェアによるネットワーク制御）

グローバルＯＴＴ
（通信類似サービス・トラストサービスの提供）

分離

「設備」・「機能」・「役務」の
担い手が「分離」し、ネット
ワークの「外部」に新たな事
業領域が出現

融合

ネットワークの
構造変化

「設備」と「機能」の分離 「設備」と「役務」の分離

融合 融合
「固定」と「移動」、「市場支
配的事業者」と「競争事業
者」のネットワークが融合

内部取引 グループ内取引

15

中継設備 回線設備基地局

Ａ社自前ネットワーク

Ｂ社自前ネットワーク

仮想化導入前

＜自社構築・管理モデル＞

仮想化導入後

＜他社構築・管理モデル＞

Ａ社仮想通信ネットワーク

Ｘ
社
汎
用
サ
ー
バ

遠隔利用

Ｘ社仮想通信ネットワーク

各社が専用設備・ソフトを用いて自前ネット
ワークを構築・管理しており、コスト高。

管理

管理

遠隔管理

Ｂ社仮想通信ネットワーク
遠隔利用

遠隔管理

必
要
と
さ
れ
る
機
能
に
応
じ
、
容
量
等
を
割
当
て

機能

汎用設備

機能

設備

中継設備 回線設備基地局
設備

機能

汎用設備

機能

責任の主体が明確（各社が設備を設
置・運用・管理）。

 「設備」と「機能」の担い手が分離することにより、責任
の所在が分散することから、「機能」の担い手について
も必要なルール（参入ルール、安全・信頼性ルール等）
を検討する必要があるのではないか。

仮想化の課題

通信ネットワークにおける仮想化の進展とルールの見直しの方向性

各社は汎用設備を持ち、管理機能を外部委託することで、コスト安
故障時のバックアップ等の柔軟な管理が可能。

16
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他者設備の利用とルールの見直しの方向性

接続約款に基づき提供される「接続」と、相対契約により提供
条件が定まる「卸役務」が併存。

卸役務については、光回線等に係るものについて事後届出
制度が導入されたが、提供条件の適正性・透明性が十分に
確保されていない等の課題が指摘されている。

 ５Ｇ、ＩｏＴ化に伴い、多様なサービス需要に応えるため、
卸役務の提供が拡大することも想定される。

 2030年頃の事業者間連携やネットワークの在り方を
見据え、接続ルールを通じて実現してきた公正競争環
境を確保していくため、他者設備の利用について、制
度整備も視野に、検討を深めていくべきではないか。

エンドユーザ（ユーザ企業） エンドユーザ

競争事業者

指定電気通信設備
（アクセス回線・コア網）

市場支配的事業者

サービス
競争

サービス
競争

利用部門等

現在のサービス提供モデル 2030年のサービス提供モデルの例 （想定）

自社・グループ
内部取引

ISP
競争事業者

卸役務 接続

設備
競争

IoT企業・オーケストレータ等

競争
事業者

指定電気通信設備
（アクセス回線・コア網）

設備
競争

インターネット接続・
利用部門等

End-to-Endの
卸役務提供

市場支配的事業者

ISP等

サービス
競争

サービス
競争

17

電気通信設備製造事業者
コンテンツ事業者 等

市場の融合とルールの見直しの方向性

不可欠設備を有する
市場支配的事業者

強い交渉力を有する
電気通信事業者

利用部門等
競争

事業者
グループ内
事業者

ＭＶＮＯ等

競争
事業者

ＭＮＯ

電気通信に密接に関連する事業を営む者
（エッジコンピューティング等の「設備」の提供等）

電気通信に密接に関連する事業を営む者
（ネットワーク制御、トラストサービス等の「機能」の提供等）

固
定
通
信
市
場

移
動
通
信
市
場

現行の競争ルールの対象
（第一種指定電気通信設備制度）

現行の競争ルールの対象
（第二種指定電気通信設備制度）

部⾨間の機能分離 等

 これまでは、固定・移動通信市場内の各々において、強い交渉力を有する電気通信事業者
をあらかじめ指定し、これら電気通信事業者から他事業者に対する競争阻害的な行為を未
然に防止するための非対称規制を課してきた。

 今後、各市場における事業者間連携等の進展を通じ、共同的な市場支配力の行使等が顕
在化する可能性が考えられる。

 また、将来的には、電気通信回線設備を設置せず、これらの市場の外部にありながらも電気
通信に密接に関連する事業を営む者が登場し、固定・移動通信市場の区別なくネットワーク
市場全体に対して市場支配力を有した場合、現行ルールでは対応できないおそれがある。

現行の非対称規制の範囲に関する
考え方を弾力化する等、新たな競争
ルールの在り方について検討するこ
とが適当ではないか。

不当に優先的・不利な
取扱いの禁⽌ 等

不当な規律・
⼲渉の禁⽌

接続約款規制 等 接続約款規制 等

グループ内事業者への
不当に優先的・不利な

取扱いの禁⽌ 等
接続約款規制 等

市場
融合

18
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電気通信事業者

（国内に電気通信回線設備を設置し、他人の通信を媒介）

設備管理主体が国内 設備管理主体が国外

登録・届出を要しない電気通信事業を営む者

（電気通信回線設備を設置せず、他人の通信を媒介しない）

〈例〉
• ウェブ掲⽰板サービス
• 検索サービス

電気通信に密接に関連する事業を営む者

（電気通信役務を提供しない）

〈例〉
• トラストサービス
（課⾦・認証基盤等）

電気通信との関連性が高いとはいえない者
〈例〉
• オンライン銀⾏
• ⾳楽配信基盤

「プラットフォーム事業者」
（非電気通信事業者）

海外プラットフォーム
事業者の

主なサービス領域

電気通信事業法の規律の対象
（ただし、通信の秘密の保護は、届出等を要しない者にも適用）

〈例〉
• 電⼦メール
• ⾳声通話

グローバル化の進展とルールの見直しの方向性

 海外プラットフォーム事
業者が提供するサービ
スの利用が拡大し、我が
国の利用者利益に与え
る影響が増大。

 一方、これらのサービス
には電気通信事業法が
適用されず、利用者利
益の確保は提供主体の
自主的取組に依る。

適用の是非等について検討すべきルール（例）

 利用者の保護に関するルール （通信の秘密の保護、消費者保護ルール（業務の休廃止周知義務等） など）

 安全・信頼性の確保に関するルール （重大事故の報告 など）

 これらのルールの適用対象の捉え方

必要に応じ、海外事業
者に対する電気通信
事業法の一部規定の
適用について、法整備
も視野に、検討するこ
とが適当ではないか。
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情報通信市場の変化（１）
 情報通信市場は、従来の通信事業者間の競争に加え、業界・分野の垣根を越えた

サービス競争が展開される、多⾯的・多層的な市場構造に⼤きく変容
 ユーザは、コンテンツやアプリ、NWサービス、端末等を⾃由に利⽤しており、ユーザの選好

の中⼼は、グローバルなOTTプレイヤーが提供するサービスや端末等に既に移⾏

有線
（ADSL・光 等）

モバイル
(4G) CDN

スマホ・タブレット ウェアラブル

IoT

検索

現在

電話

有線
（メタル）

⾳声 FAX

電話時代
（〜1990年代）

サービス

ネットワーク

端末

ネット黎明期
（1990〜2010年前後）

モバイル
(2G・3G)

有線
（ADSL・光 等）

PC 携帯

検索

コンテンツ
決済

⾳声

プラットフォーム
（iモード 等）

20

⾳声

メール
メール

SNS
プラットフォーム

（Google Play、App Store 等）

コンテンツ

電話

EC

ネットワークは
構成要素の⼀部に

決済

PC

ユーザの選好の中⼼は、
サービスや端末等に移⾏

20

【特別委員会第５回 資料５－２ 日本電信電話株式会社提出資料より抜粋】
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情報通信市場の変化（２）

21

 さらに、2030年頃を展望すると、仮想化技術の進展等により、ユーザは、多様なデジタル
サービス、デバイス、アプリ、NWサービスの中から、必要なものを、必要なときに、
必要なだけ、迅速かつ最適に組み合わせて利⽤できるようになると想定

 グローバルなOTTプレイヤーは、プライベートネットワーク（海底ケーブル等）を⾃ら構築する
とともに、必要なものを組み合わせてサービスを提供するようになっていくと想定

運輸 製造農業漁業 観光 ｴﾝﾀﾒ

・・・・・・

多様なデバイス・アプリ
・・・・・・

集積されたデータを分野横断的に利活⽤

必要なもの・サービスを、必要な時に、必要なだけ利⽤
多様なデジタルサービス

DXが進展
医療 防災

お客様

21

【特別委員会第５回 資料５－２ 日本電信電話株式会社提出資料より抜粋】

将来のネットワークの⽅向性

22

 2030年頃には、将来のネットワークが、次の3層で構成されるようになるという想定を、
「将来のネットワークの⽅向性」として提⽰（2018年10⽉12⽇ 第1回ヒアリング）
① オーバーレイソリューション：サービサーの要望に応じて、クラウドやデバイス、NWサービスといった

ICTリソースを迅速かつ最適に組み合わせて、エンド-エンドで利⽤できるようにしたもの
② NWサービス：トランスポートと⾃社機能を組み合わせ、サービサーに使い易いサービスとして提供
③ トランスポート：サービサーがNWサービスを提供するための基盤となる、使い易い伝送サービス

お客様

社会システムを運営するサービス事業者

オーバーレイソリューションM
ultiO

rchestrator

Cloud エッジクラウド

NWサービス

トランスポート

事業者A事業者A 事業者B事業者B

コグニティブ・
ファウンデーション

事業者C事業者C

ICTリソースを組み合わせてエンド-エンドに連携
Ctrl

Ctrl

Ctrl

構
成
の
最
適
化
を
実
現

卸
提
供

社
会
シ
ス
テ
ム
提
供

サ
ー
ビ
ス
提
供

迅
速
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
リ
ソ
ー
ス
の
配
備
と

Ctrl

Ctrl

Ctrl

API
API

API

API

API

Device
Agent

公衆網 プライベート
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将来のネットワークにおける規律の在り⽅（１）

23

 将来のネットワークにおける規律の在り⽅について、当社の考えは以下のとおり

『オーバーレイソリューション』・『NWサービス』 の領域
 グローバルなOTTプレイヤーと熾烈に競争することになると想定される中、多様なプレイヤーが⾃らの
創意⼯夫によって新たな価値を創造できるよう、通信事業者を含む、全ての事業者の活動を原則
⾃由にしていただきたい

 今後ともNTTグループとして責任をもって提供する考えであり、通信事業者だけでなく、多様な
プレイヤーにご利⽤いただきたい

 その際、素材としての光回線や局舎コロケーション等を組み合わせて提供されるトランスポートには、
電話時代に形づくられた画⼀的で硬直的な接続ルールを適⽤するのではなく、卸サービスとして
柔軟にサービス提供できるようにすることが適当

 その理由について、次ページ以降で説明
① 将来のネットワークが予⾒困難な中、規制議論を先回りして⾏うべきではない
② 新たな市場創造をサポートしていくためには、柔軟にサービス提供できる仕組みが必要
③ 設備構築事業者のインセンティブを増進させ、ネットワーク全体のイノベーションを引き出すべき

『トランスポート』 の領域

23
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将来のネットワークにおける規律の在り⽅（２）

24

素材としての光回線や局舎コロケーションに係る接続ルールの扱い

 NTTグループは、引き続き、通信事業者がトランスポートを⾃前構築する際に
⽤いる素材としての光回線や局舎コロケーションに係る接続ルールは維持して
いく考え

 それにより、通信事業者は、NTTグループや電⼒系事業者等が提供する
トランスポートを利⽤することに加え、トランスポートを⾃前構築することも引き続き
可能であることから、現⾏の接続ルールの拡⼤・強化は不要

24
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情報
通信

医療家電⾦融製造公共
インフラ

将来のネットワーク・市場のイメージ

プラットフォーマ プラットフォーマ競争 競争

キャリア競争 競争仮想化

Bluetooth®
Wi-Fi

Unlicensed
LPWA LoRaWAN

TM
LTE Cat.M1 NB-IoT 5G

物流
運送

建設
不動産

モビリティ ⼩売 農業

ネットワーク

様々なプラットフォーム・ネットワークを多様なプレイヤーが利⽤できる環境に
(市場の活性化が期待される)

⾃由選択

各産業
IoTを活⽤する
新たな顧客層

端末

プラットフォーム

キャリア

光アクセスがより重要に

アクセス網(NTT東⻄殿の光アクセス等)

※IoTの普及・進展による広範なエリアカバーの必要性

31
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5G普及における光アクセスの重要性
IoTサービスはエリアが居住地にとどまらず⾼密度・広範囲になるため

光アクセスの重要性はより⾼まる
特に、圧倒的設備シェア(80%弱)を誇る

NTT東⻄殿の光アクセス設備に係る制度整備・運⽤整理が必要

＜ 現在 ＞ ＜ 5G ＞

コア網 コア網

2.既存エリアにおける
制度・運⽤改善

1.ルーラルエリア整備
①カバーエリア拡⼤
②フレキシブルファイバ利⽤

32
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仮想化等の技術⾰新に即した公正競争の在り⽅

ALL-IP化・仮想化等により、実質的にコア網(固定・携帯)は統合
加えて、コア・アクセスの⼀体化が進めばNTT殿の影響⼒はますます強⼤に

優越的地位濫⽤・排他⾏為を実施させないための仕組み作りが必要

NTT殿コア網
(固定・携帯)

NTT殿アクセス

固定携帯

Ｎ
Ｆ
Ｖ

Ｓ
Ｄ
Ｎ

仮想化NW

他事業者コア網

固定携帯

②指定設備化をまぬがれる
おそれ

③ベンダーへの⽀配⼒拡⼤
のおそれ

①情報の⾮対称性や
NTT殿独⾃仕様の
採⽤により同等性が
確保されないおそれ

33

【特別委員会第５回 資料５－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】

コロケーションの重要性

NTT殿局舎

MEC
サーバ

NTT
サーバ

他事業者
サーバ⾃動運転

商業施設や⼯場等での
リアルタイム動線追跡

NTT殿局舎における利⽤形態の例

5G時代の多様な新サービスに伴い、NTT殿ビルコロケーションの重要性は⾼まる
⼀⽅で、現⾏ルールでは①サーバ類はコロケーション設置不可※、
②電⼒設備リソース枯渇(機器の使⽤電⼒量増⼤による)の懸念あり

新型
機器

NTT
サーバ

サーバ類といった電気通信設備については、第⼀種指定電気通信設備との接続のためにＮＴＴ東⻄の局舎にコロケーションすることが不可⽋とは⾔えないと
整理されてきたことから、接続約款上のコロケーションルール（いわゆる 「義務的コロケーション」）が適⽤されず・・・

2007年3⽉ 「コロケーションルールの⾒直し等に係る接続ルールの整備について」

義務コロケーション対象拡⼤やラック当たり想定電⼒容量の⾒直しが必要

② 電⼒消費の⼤きな
機器設置による
電⼒リソース枯渇

※サーバ類のコロケーション不可根拠

① サーバ等設置不可

34
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卸・設備共⽤に関する基本的な考え⽅
通信基盤整備は、競争による促進が第⼀であり、

競争が働いている部分の卸・設備共⽤の条件等は、原則ビジネスベースに任せるべき

ただし、選択の余地がないボトルネック(光アクセス等)に関する
卸・設備共⽤の条件等は、⼀定のルールが必要

事業者間の競争による整備

ボトルネック部分

35
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光アクセス卸における現状の課題(卸料⾦)
現⾏のサービス卸/FFには、①料⾦の適正性を事業者で確認不可、
②料⾦⽔準が⾮公開でオープンな議論ができないといった課題あり

料⾦については、より透明性や適正性を確保するためのルール⾒直しが必要

相互接続
（⼀種指定設備） サービス卸・FF

事業法上の
規制

あり
 接続約款の作成・公表
 接続会計の整理

なし
「サービス卸ガイドライン」により
「料⾦その他の提供条件の適正性
・公平性の確保」とされているが、
算定の基礎データの公表はなし
(FFはガイドラインもなし)

• 総務省、事業者が算定の
基礎データをチェック可

• オープンな議論が可能
評価

• 事業者が算定の基礎データを
チェック不可

• オープンな議論も不可

36
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プラットフォーマ
(OS事業者)

市場の融合

通信キャリア

コンテンツ
プラットフォーム

ISP

ネットワーク

ISP

国内
OTT・

プラットフォーマ

端末

ユーザ

海外
OTT・

プラットフォーマ

国内・海外プラットフォーマ間の⾮対称性の解消(国内・海外の拠点差異によるもの)と共に
影響⼒の増すOTT・プラットフォーマへの⼀定の規律適⽤の⽅向性は妥当

⾮対称性の存在

影響⼒の増⼤

37
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次世代ネットワーク関連 –網機能提供計画制度の課題

新規ネットワーク技術のインフラへの導⼊
 IPv6、MEC、暗号・認証技術等のネットワークやネットワークの広域管理に関わる新規技術の
標準化と導⼊は市場の拡⼤と並⾏して急速に進められている
網機能提供計画制度の運⽤で経験してきたペースより早いペースで進展しており、従来インフラ技術
の研究から計画の策定にかけてきた時間感覚と全く合わなくなっている。例えば、IPv6のNGNへの導
⼊は未だに混乱を⽣じており、IPv6普及の⾜かせとなっている。

MECの導⼊にあたっては、NGNとMECでは想定しているバックボーンアーキテクチュアが異なるこ
とと標準化が完了していないために、対応することになるであろう次世代NGNの網機能提供計画が未
だに提⽰されていない状況である。

研究段階から計画段階に⾄る部分の透明性の確保と新規技術導⼊動向を業界全体がNTTの計画
に反映する仕組みが必要

研究開発
計画策定

計画公開

設備投資準備 設備投資
NTT

他事業者 設備投資準備 設備投資

新技術 新技術

研究開発

反映
反映

反映

38
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他者設備の利⽤関連 –相互接続と卸

競争環境の維持のための透明性の必要性
NGNにおいては相互接続による接続形態と卸による接続形態が混在している
相互接続と卸の間の競争環境の公平性を維持するために第三者による検証が必要

 相互接続における接続上の課題（網終端装置の増設基準）を解決するために、特定の事業者と卸契約を結ぶこと
により、NGNの課題を解決せずに特定事業者のみを優遇した
 実際、NTT⻄⽇本殿においては、⼀部の事業者にのみ特別なNTEの契約を⾏っており、総務省より2018年3⽉に⾏政指導が⾏
われたところである。

 卸形態ではエンドユーザ料⾦を⾃由に設定でき、接続条件や卸料⾦が相対で決まるので、⼀般的な相互接続形態
（別々料⾦）との間の競争環境が担保できない

卸形態と接続形態を競争させるには接続形態でも卸と同様な料⾦設定権を接続先に付与して、
同⼀条件で競争状況を検証する必要がある

卸契約同⼠の競争環境の維持
卸を受けている⼩売事業者のサービス提供条件が卸条件によって異なったり、⼩売事業者毎に
異なったりすることにより、サービスやその品質の透明性の⽋如を招いており、同時に⼩売事
業者間のユーザの⾃由な移動を損なっている
 IPoEではVNE事業者毎にIPv4の仕様や場合によってはユーザ設置ルータの仕様が異なり、ISPがVNE間を跨いだり、
移⾏することができない

サービス提供条件の透明化とポータビリティの確保が必要

39
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市場の融合関連 – IoT/5G時代の競争環境

MEC⽤NTTデータセンター

Docomo POIKDDI POISoftbank POI MVNO POI

MEC提供における通信事業者とクラウド事業者間の競争
MECは全国に1,000POI規模になると想定される
モバイルキャリアがMECのPOIにおいて、⾃社利⽤と他社利⽤及び他社利⽤間の接続の透明性と
公平性を維持する必要がある

MECのためのデータセンターとしてのNTT局舎利⽤時のグループ内利⽤とグループ
外利⽤間の競争条件の確保
NTTグループ内外で競争環境が維持されているかどうか第三者による検証が必要

全国型クラウドと地域クラウドの間の競争条件の確保
地域利⽤者のサポートを⾏う地域特定クラウドと全国型のクラウドの間の競争条件の確保が必要

全国型クラウド

地域型クラウド

40
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MVNOから見た5Gのパラダイムシフト

• 物理的に構築された単一のコアネットワークで実現される機能は、本質的には全てが
「バンドル」されている

• MVNOは、再販型（レディメイド）としてそれを一体的に卸してもらうか、必要な機能を
自らの設備で実現するため一部機能を適宜アンバンドルにより切り出す必要がある

4G（レディメイド型）

• 通信事業者が必要とする機能群は「スライス」として仮想的に構築される

• スライスは、他のスライスとは分離されている

• スライスをMVNOに対し提供することは、4G以前の一部機能のアンバンドルに比べ容
易であり、それによりMVNOは自ら必要な機能をMNOの設備上でカスタムメイドするこ
とが可能に

5G（カスタムメイド型）

41
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MVNOによる5Gの利活用を促進するために

1. これまでの「事業者間接続」に基づく規制の在り方の抜本的な見直し
が必要ではないか

 規制における物理的ネットワークレイヤとサービスレイヤの分離

 サービスレイヤにおける開放へのインセンティブ付与の在り方等に向け
た議論の開始

2. スライスの活用を巡るMNOとMVNO間の円滑な協業をどう実現するか

 MNOによるグループ内MVNO優遇など、MNOとMVNO間の円滑な協議
を阻害するビジネスの規制

 eSIMの活用等による複数のホストMNOのスライス利用など、MNO間に
競争を導入する必要性

3. スライスを制御するためのAPIを含む、MVNOが5Gを利用するための
標準的な技術的実装方式を定義するべきではないか

課題

42
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（参考） Virtual MNO (VMNO) コンセプト

 欧州の政策シンクタンクであるCERREが公表している報告書(※)で言及されている、
5G時代の新しい仮想移動通信事業者の形態

 既存のMVNOとVMNOの違い

 VMNOモデルにより、高い付加価値を実現することは、5Gの利活用を促進するもの
であり、我が国においても検討することが望まれる

既存のMVNO Virtual MNO

基盤となるコア
ネットワーク

•MNOのコアネットワーク
（再販型）

•一部機能（データ通信）のア
ンバンドル

•仮想化5Gコアネットワーク
（スライス）

•WiFi、LPWAなど様々な無線
通信ネットワーク

サービスの自由
度

低い ホストMNOと同等

事業モデルの例 •ディスカウント型（格安スマ
ホ）

•各種業界に特化した
ソリューションプロバイダ

•国際IoTサービスなどを実現
するサービスプロバイダ

(※) “Towards the successful deployment of 5G in Europe” 
https://www.cerre.eu/sites/cerre/files/170330_CERRE_5GReport_Final.pdf
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【特別委員会第５回 資料５－６ 一般社団法人テレコムサービス協会提出資料より抜粋】

• ネットワークの仮想化は、今後移動通信(5G)だけでなく固定通信でも進展する

• 革新的なサービスの実現には、物理的な「設備」のみならず、仮想的な「機能」を併せ
て活用する必要がある

• 例えばエッジコンピューティング機能の活用など

次世代ネットワークの利活用促進のために

仮想通信機能
(ネットワークサービス)

設備

役務
(サービス)

物理的な「設備」と仮想的な「機能」の活用

• 物理的な「接続」だけではなく、「機能」の開放により新サービスの創出が活性化

• 移動通信(5G)以外でも、指定設備設置事業者が提供するサービスを構成する「機能」
を、他事業者が同条件で使えるように検討する必要があるのではないか

「機能」の開放によるネットワークの利活用促進と新サービスの活性化

44

【特別委員会第５回 資料５－６ 一般社団法人テレコムサービス協会提出資料より抜粋】
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現在のMVNOにおけるMNO設備利用

• MVNOが利用可能なものは事実
上データ通信（レイヤ2、レイヤ3）
のみ

• 第2種指定事業者は、第2種接続

料規則及び施行規則で規定され
た方法を用いて、データ接続料を
第2種接続料規則に基づき作成

された接続会計により算出し、接
続約款として届け出る義務あり

• 接続料算定根拠の提出義務あり

• 第2種指定事業者は、接続約款

以外の条件での事業者間接続
は禁止（事業法34条）

事業者間接続

• MVNOが利用するデータ通信以

外の機能（音声通話、ショートメッ
セージ等）は卸電気通信役務とし
て調達

• データ通信（レイヤ2、レイヤ3）に

ついても卸電気通信役務として
調達することが可能であり、第2
種指定事業者4社ではいずれも

接続料と同額の卸標準プランを
規定

• 電気通信事業法施行規則により、
第2種指定事業者に一定規模以
上のMVNOとの卸契約書の届出
義務あり

卸電気通信役務

45

【特別委員会第５回 資料５－６ 一般社団法人テレコムサービス協会提出資料より抜粋】

MNO設備利用に関する課題③

 仮想化と利用料（卸料金）の考え方について
• 5Gの仮想化により、物理的なPOIを介したMVNOとMNOの「接続」か

ら、スライスのようにMNOによって提供される機能の「利用」に変化し
ていくことが想定される

• これを事業者間協議に基づく「卸電気通信役務」として整理するのか、
接続ではないものの法令で接続会計に基づく義務的な「利用料」を規
定すべきかについて、メリットデメリットを含めた議論が必要

• また、仮に卸電気通信役務として事業者間協議に委ねた場合、既存
のデータ通信における接続料のようなメルクマールに欠け、適正な利
用料であるかをどのように判断するか、またMNOによるグループ内
MVNOの優遇が起こりえないかが課題となる

• その際には、市場が適正な利用料を決めるメカニズムの導入や、グ
ループ内MVNOの不当な優遇の禁止が求められるのではないか。

• 例えばeSIMの利活用などMNOのスイッチングの容易化に向けた検
討が進められると共に、MNOへのサービス開放インセンティブの導
入が進められることが重要である

46
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Japan Cable and Telecommunications Association Confidential and Proprietary

地⽅創⽣とSociety 5.0における地域事業者の役割

・ 地方創生とSociety5.0を実現するには、地域の通信基盤の
整備が不可欠であり、地域存続が自らの事業存続となる地域
事業者の取り組みが極めて重要

・ 地域事業者のICT利用した活躍は、 「地域雇用創出」、
「均衡ある国土の発展」、「地域発の情報・文化」に寄与

地方創生の更なる推進

47
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第２部 2030年を見据えたネットワークビジョンを巡る個別の政策課題
第１章 基盤整備等の在り方

48

 電気通信事業法における基礎的電気通信役務（国民生活に不可欠であるため、あまねく日本全国における提供が確保されるべ
き電気通信サービス）として、固定電話、公衆電話、緊急通報を指定。これらのサービスを提供する事業者に対し、適切、公平かつ
安定的な提供に努めることを義務づけるとともに、提供条件について契約約款の届出を義務づけ。

 また、電気通信事業法上、競争の進展によりＮＴＴ東西だけでは日本全国の電話網の維持が困難となっていることを踏まえ、接続事
業者から応分の負担を求める制度（「ユニバーサルサービス交付金制度」）を設けている。

該当するサービス

電気通信事業法における基礎的電気通信役務の制度の概要

指定の基本的要件

① 国民生活に不可欠なサービスであること （essentiality）
② 誰もが利用可能な料金で利用できること （affordability）
③ 地域間格差なく利用可能であること （availability）

固定電話（※１） 公衆電話（※２） 緊急通報（※３）

→ 携帯電話、ブロードバンド、電子メール等は対象外。

※１ ＮＴＴ東西の加入電話、競争事業者の直収電話、加入電話事業者が
提供する加入電話相当の光ＩＰ電話（ひかり電話を含む0AB～JIP電
話）、離島特例通話等。

※２ 第１種公衆電話（戸外における最低限の通話手段として設置されている
もの（市街地においては５００メートル四方に１台以上））の市内通話等。

※３ 固定電話又は公衆電話からの緊急通報（110番、118番、119番）。

ユニバーサルサービス交付金制度

負担対象事業者

携帯電話
事業者

固定電話
事業者

負担金

（電気通信番号数に応じる）

２円/月・番号

（平成３０年）

ユニバーサルサービス設備との接続等により受益している電気通信
事業者に応分の負担を求め、適格電気通信事業者（ＮＴＴ東西）に
交付することにより、高コスト地域の赤字の一部を補填。

ユニバーサルサービス

提供事業者

交付金

（赤字の一部を補填）

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

６５億円
（平成３０年）

補

填
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電気通信役務の利用者料金規制の基本的枠組み

国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における適切、公平かつ安定的な提供が
確保されるべき電気通信役務。

電話（加入者回線アクセス、離島特例通話、緊急通報）
公衆電話（第一種公衆電話の市内通話、離島特例通話、緊急通報）
光IP電話（０ＡＢ～Ｊ番号を使用する音声伝送役務のうち基本料金額が一定の条件のもの）

ボトルネック設備を設置する電気通信事業者（NTT東西）が自らの設備を用いて提供するサー
ビスのうち、他事業者の代替的なサービスが十分に提供されない電気通信役務。

NTT東日本・西日本の加入電話・ＩＳＤＮ・公衆電話・専用線
・フレッツ光・フレッツＩＳＤＮ・ひかり電話 等

指定電気通信役務であって、利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信役務。

NTT東日本・西日本の加入電話・ＩＳＤＮ・公衆電話

契約約款を作成し、
総務大臣に届出

保障契約約款を作成し、
総務大臣に届出

プライスキャップ（上限価格）

規制の対象

基礎的電気通信役務

指定電気通信役務

特定電気通信役務

 利用者料金その他の提供条件については、累次の規制緩和を経て、原則として事前規制が課されていない。

 ただし、基礎的電気通信役務を含めて、きわめて公共性の高い分野等については、約款届出等など一定の規制が存在。

 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利
用者の利益を阻害しているときは、料金の適正性を担保するため、契約約款変更命令や業務改善命令を課すことができる。

50

電気通信役務の約款・料金規制の変遷

平成16年4月 契約約款・料金の事前規制を原則撤廃

【特定の役務については事前規制】
■基礎的電気通信役務：契約約款を作成し総務大臣に届出
■指定電気通信役務 ：保障契約約款を作成し総務大臣に届出
■特定電気通信役務 ：プライスキャップ規制の対象

平成16年4月 契約約款・料金の事前規制を原則撤廃

【特定の役務については事前規制】
■基礎的電気通信役務：契約約款を作成し総務大臣に届出
■指定電気通信役務 ：保障契約約款を作成し総務大臣に届出
■特定電気通信役務 ：プライスキャップ規制の対象

昭和60年4月 通信自由化・新規競争事業者参入（電気通信事業法施行）

■電気通信サービスの契約約款・料金は事前認可制

昭和60年4月 通信自由化・新規競争事業者参入（電気通信事業法施行）

■電気通信サービスの契約約款・料金は事前認可制

平成7年10月 契約約款と料金の認可の分離

■利用者利益に及ぼす影響が比較的少ない料金は事前届出制に移行
■標準契約約款に合致する契約約款は「みなし認可」

※平成8年12月 移動体通信料金を届出制に移行

平成7年10月 契約約款と料金の認可の分離

■利用者利益に及ぼす影響が比較的少ない料金は事前届出制に移行
■標準契約約款に合致する契約約款は「みなし認可」

※平成8年12月 移動体通信料金を届出制に移行

平成10年11月 第一種電気通信事業者の料金を原則届出化

■特定電気通信役務（NTT東西の加入電話、ISDN、専用サービス等）に係る料金に
プライスキャップ制を導入（実施は平成12年10月から）

平成10年11月 第一種電気通信事業者の料金を原則届出化

■特定電気通信役務（NTT東西の加入電話、ISDN、専用サービス等）に係る料金に
プライスキャップ制を導入（実施は平成12年10月から）

平成13年11月 第一種電気通信事業者の契約約款を原則届出化

■第一種指定電気通信設備を用いる電気通信役務の契約約款は認可
■卸電気通信役務制度の整備（契約約款・料金は事前届出）

平成13年11月 第一種電気通信事業者の契約約款を原則届出化

■第一種指定電気通信設備を用いる電気通信役務の契約約款は認可
■卸電気通信役務制度の整備（契約約款・料金は事前届出）

届出制届出制

原則、事前規制撤廃原則、事前規制撤廃

契約約款契約約款 料金料金

認可制認可制認可制認可制

届出制届出制

一部届出制一部届出制
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総務大臣

適格電気通信事業者（※）

（NTT東・ NTT西）

基礎的電気通信
役務支援機関

（（一社）電気通信事業者協会）

①資料届出
（109条）

⑥交付金交付
（107条）

④負担金通知
（110条）

⑤負担金納付
（110条）

③認可
（審議会諮問事項）

補てん対象額算定のための
基礎データの算出

②認可申請
（109条・110条）

負担対象事業者

適格電気通信事業者と
接続等している事業者

(前年度事業収益が10億円超)

基礎的電気通信役務の制度に基づく補てんの流れ

（※）適格電気通信事業者の要件
アナログ電話又は光ＩＰ電話の提供可能
世帯数割合が１００％であること、公衆
電話の設置台数が都道府県ごとの設置
基準に適合していること。（108条等）

（106条により指定）

 適格電気通信事業者（ユニバーサルサービス提供事業者。ＮＴＴ東西）が設置する設備と接続等を行うことに
よって受益している他の電気通信事業者が応分のコスト負担を行うことにより、電気通信事業者間でユニバー
サルサービスに伴う費用を負担する制度。

（注）条文はすべて電気通信事業法。

ユニバーサル
サービスの提供 徴収・交付

金額算定等

電気通信番号数
に応じて負担

52

交付金制度における補填額の算定方法及び補填額について

加入電話（基本料金）

 加入者回線のうち高コスト地域（上位4.9％）に属する回
線について、長期増分費用（LRIC）モデルで算出した回線
原価と一定基準の原価（ベンチマーク）の差額を補填。

 高コスト地域とは、制度開始時点（平成17年度）において
1回線あたりのコストが「全国平均単価＋標準偏差の2倍」
以上となる地域（上位4.9％）をいう。

緊急通報

 加入者回線のうち高コスト地域（上位4.9％）に対応した緊
急通報のつなぎ込み回線について、長期増分費用
（LRIC）モデルで算出した回線原価を補填。

第一種公衆電話

 長期増分費用（LRIC）モデルで算出した原価と収入の差
額を補填。

←低コスト
地域

高コスト→
地域

一
回
線
当
た
り
コ
ス
ト

全国平均単価

全国平均単価＋２σ

高コスト
上位4.9％
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ＮＴＴ法における電話の提供の責務の概要

 ＮＴＴ法（日本電信電話株式会社等に関する法律）は、ＮＴＴ持株及び東西会社の責務として、「国民生活に不可欠な電話の役務のあまねく日本全
国における適切、公平かつ安定的な提供の確保に寄与する」ことを規定（第３条）。

（※） 認定電気通信事業者の役務提供義務については、「正当な理由」（不採算地域等）があれば役務提供を拒否することができると規定されており（電気通信事業法第１２１
条）、ＮＴＴ法第３条は、規定ぶりから、不採算地域に対しても役務提供を課したものと解される。

 また、同法は、ＮＴＴ東西の本来業務（目的を達成するための業務）として、「地域電気通信業務」（同一の都道府県の区域内における通信を他の電気
通信事業者の設備を介することなく媒介することのできる電気通信設備を設置して行う電気通信業務）を行うことを規定（第２条）。

［他の特殊法人規制におけるユニバーサルサービスの例］

• 日本郵便株式会社法は、日本郵便株式会社の責務として、「その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の
役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できる

ようにする」ことを規定（第５条）。 （※） 日本郵政株式会社法第５条にも同様の規定あり。

• 放送法は、日本放送協会の責務として、「中波放送と超短波放送とのいずれか及びテレビジョン放送がそれぞれあまねく全国において受信で
きるように措置をしなければならない。」と規定。（第２０条第２項第５号）

ＮＴＴ東西の業務（イメージ）

54

 固定電話の契約数については、ピーク時の４割まで減少しており、特に加入電話の減少幅が大きい。固定電話の世帯保有率、
音声トラヒックについても、同様に減少傾向。一方で、携帯電話、ブロードバンドサービスの契約数は着実に増加し、普及が進展。

 固定電話の世帯保有状況も低いとは言えず、社会経済活動に不可欠な基盤として機能。一方で、今後Society5.0の到来等を見
据えると、モバイルサービスやブロードバンドサービスの重要性が高まることも想定。

固定電話・移動電話・固定系ブロードバンドの保有状況

電気通信サービスの契約数の推移

インターネット利用機器の状況（個人）

音声トラヒックの推移

平成29年
(n=38,630)

(％)

（出典）総務省「平成29年通信利用動向調査」（2018）

電気通信サービスを巡る環境変化 55
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 超高速ブロードバンドは全国の99.2％の世帯をカバーしているが、人口が少ない地域等では十分な設備競争が進展していない。

 平成19年以降、固定ブロードバンド全体、FTTHサービスの契約数は一貫して増加している一方で、FTTHサービスの料金は近年変動
がない。

固定系ブロードバンド市場の契約数の推移超高速ブロードバンドサービス※の世帯カバー率
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固定系超高速ブロードバンドにおける設備競争の状況

平成30年3月末時点で
99.2%をカバー

出典：平成29年電気通信事業分野における市場検証年次レポート

（利用可能世帯・人口数を、総世帯・総人口数で除して算出（小数点以下第二位を四捨五入））

※（ＦＴＴＨ、下り30Mbps以上
（ベストエフォート）のＣＡＴＶ
インターネット及びＦＷＡ）

※１ ある事業者の設備整備エリアに含まれる、固定系
超高速ブロードバンドサービスが利用可能な世帯
が、市区町村全世帯のうち50%以上である場合、
当該事業者はその市町村において設備整備済み。

※２ 設備を整備している事業者はいるが、50%以上の
世帯をカバーする範囲で整備している事業者がい
ない場合、「提供率50%未満」としている。

※３ １事業者がFTTH及び通信速度30Mbps以上の
CATVインターネットの両サービスを提供している場
合は、１事業者とカウント。

3,934万契約

万契約

出典：電気通信事業報告規則に基づき総務省作成

3,031万契約

※ FTTH、DSL、CATVインターネット及びFWAの合計

FTTHサービスの月額料金の推移

※ 戸建向け、各種割引適用後の初年度料金

出典：平成29年電気通信事業分野における市場検証年次レポート

※ 算出方法変更のため、平成28年度の
数値は存在せず。

固定ブロードバンド市場の状況 56

光ファイバ等の整備率

全国整備率

98.3%
住民基本台帳等に基づき、事業
者情報等から推計したエリア内の
利用可能世帯数を総世帯数で除
したもの。2018年3月末時点。

光ファイバの未整備世帯

※未整備世帯の整備には数千億円以上が必要（維持管理費は別途）との試算あり。

地域特性ごとの未整備世帯数（推計値、重複あり）

 光ファイバについては、民間による整備を基本としつつ、不採算地域においては、国・自治体の負担により整備を推進。

 未整備エリアの世帯数は約９８万世帯であり、地形・人口密度等から特に採算が厳しい一方、観光等の地域活性化の観点からの
整備要望が寄せられている。

光ファイバ等の整備について
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情報通信基盤の整備事業に関する状況

 光ファイバや携帯電話基地局等については、民間事業者による整備を基本としつつ、条件不利地域においては国・自治体の負担
により整備を行い、自治体や電気通信事業者が運営を行う場合がある。

 新規整備時以外には国庫補助による財政支援が存在しないため、設備の維持・更新費用の負担が自治体にとって課題となって
いる。

新規整備時 維持・更新時

国
・自
治
体
に
よ
る
整
備
方
式

支
援
ス
キ
ー
ム

自治体が光ファイバを整備し、自治体が住民にブロード
バンドサービスを提供。
（国庫補助、地方財政措置が活用可能なケースあり）

公設公営

自治体が光ファイバを整備し、事業者に貸与。事業者が
住民にサービス提供。
（国庫補助、地方財政措置が活用可能なケースあり）

公設民営
（ＩＲＵ※方式）

事業者が光ファイバを整備し、事業者が住民にサービス
を提供。自治体が整備費・維持管理費の一部を負担等
する場合あり。

（H31年度以降は国庫補助事業新設。地方財政措置が
活用可能なケースあり。）

民設民営
（一部負担方式）

設備の維持・更新費用は自治体が負担。公設公営

設備の維持・更新費用は自治体が負担。維持費用の一
部は、ＩＲＵ契約による設備賃貸料によって、通信事業者
の保守委託費と相殺。

公設民営
（ＩＲＵ方式）

設備の維持・更新費用は民間事業者が負担。自治体が
当該費用の一部を負担する場合がある。

民設民営
（一部負担方式）

※ ＩＲＵ：当事者の合意がない限り破棄又は終了させることができない長期安定的な使用権を契約により設定。

財政支援スキームなし（地方財政措置は活用可能なケースあり）

公設による情報通信基盤整備を推進してきたところ
であるが、整備後における設備の更新費用が課
題。

自治体Ａ

設備更新費用補助等に関する地方自治体等からの要望

公設で整備した超高速ブロードバンドの設備更新に
対する新たな支援制度を創設することを要望。

自治体Ｂ

超高速ブロードバンドの整備に対する支援を強化す
るとともに、これらの維持・管理・更新に対する支援
措置創設を要望。

自治体Ｃ

情報通信基盤整備推進事業

高度無線環境整備推進事業

事業主体：自治体
対象地域：条件不利地域

（離島、過疎地域等）
補助対象：超高速ブロードバンド基盤

（光ファイバ等）

＜イメージ図＞

インター
ネット

電気通信事業者

一般世帯
医療機関等

市役所等

光ファイバ等を整備する場合に補助

事業主体：自治体・民間事業者等
対象地域：条件不利地域

（離島、過疎地域等）
補助対象：無線局の前提となる

光ファイバ

地域活性化等に利用
＜イメージ図＞

無線局
エントランス

通信ビル等

無線局の前提となる光ファイバの整備に補助

※ 主な事例であり、自治体によって状況等が異なる場合がある。
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 携帯電話のサービスエリアにおける居住人口の割合（人口カバー率）は９９.９９％。

 携帯電話のサービスエリア外における居住人口（エリア外人口［※］）は全国で約１.６万人。うち、エリア化を要望しない居住者を除
くと、約1.３万人。

 エリア外集落は１,２９３箇所。うち、居住人口１０人以下の集落が全体の６４.４％。エリア化を要望しない集落を除くと１,００３箇所。

※ エリア外人口は、平成27年国勢調査人口を基礎とし、平成29年度末時点で自治体に対して実施したサービスエリア外地域の現状調査の結果に基づく。

エリア外人口等の推移 エリア外集落数の推移

携帯電話の整備について 59
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公衆電話サービスを巡る状況

【事業計画】
○ＮＴＴ東日本

施設数：約６９,０００個（▲約１,０００個）
○ＮＴＴ西日本
施設数：約８５,０００個（▲約２,０００個）

【収益】（委員限り）

 IP網移行後の公衆電話は、メタルIP電話と同様の設備構成で提供。
(公衆電話機・メタルケーブルはそのまま利用し、メタル収容装置に収容)

 公衆電話通話料は、現在検討中。（県内通話・県間通話については、全
国一律料金とする方向で検討中）

 携帯電話への通話の課金に用いている事業者毎料金設定機能は廃止
する方向で検討中。（今後、発側[NTT東西]料金設定とする方向で関係
事業者と協議していく）

 災害時の早期通信手段確保のために災害時用公衆電話（特設公衆電
話）の事前配備を進めており、IP網移行後はメタルIP電話により提供。

 第一種公衆電話については、携帯電話の普及や生活スタイルの変化等に伴って、その利用は長期的に低減傾向にある。

 一方、公衆電話は、震災時における優先通信機能を具備する等、非常時のライフラインとしての社会的役割が期待されている。

万台

※ 各年度末時点の設置台数（H30は計画値）

公衆電話（常設分）設置台数の推移（NTT東西合計） 公衆電話の提供条件

ＮＴＴ東西の平成３０年度事業計画（公衆電話関連） （参考）電話網のIP化の影響について

60

緊急通報を巡る状況

 現在のメタル電話からの通報については、ＮＴＴ東西のＰＳＴＮにより「回線保留」及び「逆信」が可能であるが、電話網のＩＰ化によ
り、同様の機能をIP網で実現することが困難となると指摘されている。

 光ＩＰ電話からの通報については、ＩＰ網内に具備される「呼接続保持装置」により「ＩＰ網からの自動呼び返し」が可能であり、呼び
返しをつながりやすくするための機能として、①1XY通知機能、②転送解除機能、③着信拒否解除機能、④第三者発着信制限機
能が付加されている。

 緊急通報については、110番・119番ともに携帯電話からの発信が増加傾向にある(119番については固定電話からの発信が依然半数以上)。

 現在のメタル電話は、NTT東西による電話網のＩＰ化に伴い、「指令台からのコールバック」に通報者との通話がつながりやすくなる機能
（①1XY通知機能、②転送解除機能、③着信拒否解除機能、④第三者発着信制限機能、⑤災害時優先接続機能）を具備する予定。
(そのための技術基準の整備(省令改正)を本年11月13日に実施済)

 携帯電話からの通報は、「指令台からのコールバック」のみが可能であるが、電話網がIP化される時期を見据え、現在、通報者との通話が
つながりやすくなる機能（上記①、②、③及び⑤の機能等）の実現に向けた検討を進めている。

発信別１１０番通報件数（警察機関） 発信別１１９番通報件数（消防機関）

（参考）電話網のIP化の影響について
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⼭間エリア

無線による提供

モバイル事業者
基地局

×
⽼朽化・故障

⇒ 張替

メタルケーブルによる提供

×

離島エリア

無線による提供メタル海底ケーブル等
による提供

×
×

⽼朽化・故障
⇒ 張替

モバイル事業者
基地局

（平成31年1月30日開催 電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証に関する特別委員会（第4回） 日本電信電話株式会社提出資料より）

 山間僻地、離島等の地域においては、固定電話の提供に用いるメタル回線が老朽化した場合にはメタル回線による再敷設が
行われることとなるが、再敷設が極めて不経済となる場合が想定される。

 将来にわたり、現在の提供地域において「電話の役務」を低廉に利用できる状況を持続的に確保するため、ＮＴＴからは無線
技術の活用等、提供手段の効率化が提案されている。

モバイル網

（商⽤時の端末構成は別途検討）

ＮＴＴ東⻄ NGN

SIM内蔵
ルータ転送装置電話 FAX

電話
（着信転送⽅式の場合）

ＮＴＴが検討中の提供方式のイメージ

無線技術等を活用した電話サービスの提供 62

２０３０年代以降における社会構造の変化

日本の人口の推移

 出生数が死亡数を下回る「自然減」の傾向が強まり、2040年頃には毎年100万人近くが減少。

2050年の人口増減状況

 現在の居住地域（1km2単位）の6割以上で人口が半分以下となり、２割は人が住まなくなる。
 人口が増加する地点は全体の約2％（主に大都市圏に分布）。

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン２０５０」パンフレット

① 質の高いサービスを効率的に提供
・ 人口減少下において、各種サービスを効率的に提供するためにはコンパ

クト化が不可欠
・ しかし、コンパクト化だけでは、圏域・マーケットが縮小
・ このため、ネットワーク化により都市機能に応じた圏域人口を確保

② 新たな価値創造
・ 人・モノ・情報の高密度な交流が実現し、イノベーションを創出
→コンパクト＋ネットワークにより、国全体の「生産性」を高める国土構造

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン２０５０」パンフレット

（参考）いわゆる「コンパクトシティ（小さな拠点）」のイメージ

小学校や旧役場庁舎の周辺に日
常生活を支える買い物、医療等
の「機能」をコンパクトに集積

交通と情報通信によるネットワーク
で周辺を支える

道の駅、特産品等農業の６次産
業化、バイオマスエネルギーの
地産・地消により、新たな雇用を
創出

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン２０５０」パンフレット

コンパクト＋ネットワークの意義・必要性

 ２０３０年代以降は、人口減少、労働力減少、過疎化などにより、社会構造が大きく変化することが見込まれている。

 このような社会においては、生活インフラの在り方も変化することが予想される。
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諸外国におけるユニバーサルサービスについて

日本 米国 英国 韓国

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
範
囲
等

固定電話 ・電話サービス ・公衆交換網への音声級アクセス等
・市内通話 ・電話サービス ・有線電話サービス

携帯による代替 × ○ ○ ×
（ただし島しょ部に限り無線利用可）

VoIPによる代替 × ○ ○ ○

公衆電話 ○ × ○ ○

緊急通報 ○ ○ ○ ○

携帯電話 × × × ×

ブロードバンド × ○
（BBの提供を基金受領の要件としている。）

○
（2018年より対象）

○
（2020年より対象予定）

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
基
金

基金の稼働 ○ ○ × ○

規模 ６５億円（2018年）
46.7億ドル(2017年)

※高コスト支援プログラムの規模。
※BB支援を含む。

－ 441億ウォン（2015年）

支援額の算定方法 ベンチマーク方式 ベンチマーク方式
※高コスト支援プログラムの方法。

－ ベンチマーク方式

財源
（負担者）

事業者負担
（接続等により受益している

電気通信事業者）

事業者負担
（州際電気通信サービスを

提供する事業者）
－

事業者負担
（年間売上高が一定額以下の事業

者等を除く電気通信事業者）

負担割合 電気通信番号数比 州際・国際収入比 － 売上額（付加除く）比

 欧米等の諸外国においてもユニバーサルサービス制度を設けており、国により差異はあるものの、電話をあまねく低廉に利用
可能とすること等を目的として、特定の事業者に対する役務提供等の義務付け、基金を通じた損失補填等の仕組みを構築。

 米・EU・英・韓ではブロードバンドがユニバーサルサービスの対象に追加される等、市場環境の変化への対応も見られる。
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米国におけるユニバーサルサービスの動向について

 州の委員会（又はFCC（連邦通信委員会））によりユニバーサルサービス提供事業者として指定された者に対し、電話サービス（公衆交換網への音声

級アクセス、市内通話等）及び緊急通報等の提供義務が課されている。また、このうち地域電話事業者に対しては、一部州においてラストリゾート義
務等が課されている。

 ブロードバンドサービスはユニバーサルサービスの対象となっており、一定のブロードバンドサービス（上り1Mbps、下り10Mbps等）について基金の支援

を受ける適格電気通信事業者が提供義務を負う。

 携帯電話サービスは現時点で対象ではない。なお、制度上、ユニバーサルサービス提供事業者が、携帯電話を代替手段として音声電話サービス
を提供することは可能。（ただし、州委員会の認可を得る必要があり、実際に認められた事例はない（2019年1月現在）。）

 1997年にユニバーサルサービス基金が創設され、同基金の下、日本のユニバーサルサービス基金に相当する「高コスト支援」を含め、主要４区

分のプログラムが設置（他に「低所得者支援」、「学校及び図書館等支援」及び「ルーラル医療機関支援」のプログラムが存在。）。

 2011年、FCCによるユニバーサルサービス基金制度等の改革命令（USF/ICC改革命令（FCC11-161））により、「高コスト支援」については「コネク

トアメリカ基金（Connect America Fund）」へと移行。既存電話網に関する事業者支援を効率化し、「モビリティ基金（Mobility Fund）」の新設や適格事
業者に対するブロードバンド提供の義務付け等を通じた、携帯電話網及びブロードバンド網の整備に対する直接的な支援を実施。

 基金への拠出は、原則、全ての州際電気通信事業者に対して義務付け（ただし、ISP等は除外）、州際・国際通信の収入額の一定割合を拠出。

 事業者の指定地域におけるユニバーサルサービス収支が黒字であっても、基金からの支援を受けることができる点で日本とは異なる。また、基金

の支援対象地域は、競争が存在しない地域のみ。（他に競争事業者（携帯電話事業者を除く）が存在する地域は対象外。）

 支援内容及び要件は、①プライスキャップ規制が適用される既存地域電話事業者の営業地域、②その他既存地域電話事業者の営業地域によっ
て異なる。

①プライスキャップ規制が適用される既存地域電話事業者の営業地域

 ブロードバンドのコストモデルに基づいた高コスト地域を対象として、年間最大18億ドルの枠内で適格事業者からの申請に基づき配分。
 さらに、基金支援が拒否された地域、極端な高コスト地域等を対象として、2018年７月以降、逆オークションにより適格事業者を決定。

 適格事業者に対し、緊急時のサービス提供、適正な料金設定、ブロードバンドのカバレッジ目標の達成等について義務付け。

②その他既存地域電話事業者の営業地域

 A-CAMコストモデル等に基づき、年間最大20億ドルの枠内で適格事業者からの申請に基づき配分。
 適格事業者に対し、緊急時のサービス提供、適正な料金設定、ブロードバンド提供に関する合理的な措置等について義務付け。

 この他、「モビリティ基金」において、モバイルサービス（音声及びブロードバンド）の提供等が困難な地域を対象に、逆オークションにより適格事業

者を決定し支援。（適格事業者に対し、カバレッジ目標の達成、合理的なコロケーション要請の受諾、ローミング等について義務付け。）

提供義務があるサービスの対象等

不採算地域の支援方法（基金等）

基金の概要（負担者、対象、要件等）
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英国におけるユニバーサルサービスの動向について

ユニバーサルサービスの対象は、当初、電話サービス、公衆電話、緊急通報等とされていたが、2018年ユニバーサルサー
ビス命令改定により、ブロードバンドサービス（一般世帯及び事業所を対象に上り1Mbps、下り10Mbps以上）を対象に追加。

英国情報通信庁（Ofcom）がユニバーサルサービス提供事業者を指定（通信法上、入札も規定されているが実施されていない。）。現時点
では全国的な提供事業者としてBTのみが指定されており、役務提供義務、適切かつ原則として全国一律の料金設定等が
課せられている。

ブロードバンドサービスについては、提供事業者の指定及び要件等に関する制度整備が2019年夏までに予定されており、
2020年末までに導入予定。並行して、ブロードバンドサービスへの財源手当の要否等に関する検討も実施（2019年２月13日まで意見

公募）。

携帯電話サービスは現時点で対象ではない。なお、携帯電話により電話サービスを提供することは可能だが、BTにおいては実
施していない。

 2003年通信法では、一定の要件の下でOfcomが必要と認めた場合に基金の稼働が認められるが、制度発足以来、一度も基
金の稼働はない。

通信法上、純費用方式（便益及び収益を考慮）又は入札方式のいずれかとされているが、現時点では入札方式ではなく純費
用方式を採用（基金が稼働されればこれが対象コストと擬制）。

提供義務があるサービスの対象等

不採算地域の支援方法（基金等）

基金の概要（負担者、対象、要件等）
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EUにおけるユニバーサルサービスの動向について

 欧州理事会は、欧州電子通信コード（EECC: European Electronic Communications Code）を承認し（2018年12月）、ユニバーサルサービス指令を含む
既存の4指令を置き換え。

 ブロードバンドはユニバーサルサービスの対象として義務化され（84条、86条）、加盟国は2020年12月までに国内法化しなければならない。

▪ 義務的対象は個人（consumer）であるが、加盟国の判断で中小企業やNPOを対象に加えることができる（84条5項）。

▪ 低所得や特別な事情がある消費者については、別途適切な対策を講じなければならない（85条2項）。

 ブロードバンドは、以下を利用できる水準であることが求められる（84条3項、Annex V）。
詳細な基準は、 2020年6月までに開始されるBEREC（欧州電子通信規制者団体）の調査を踏まえつつ、加盟国が自国の状況に応じて個別に定める。
▪ e-mail

▪ あらゆる種類の情報を対象とした検索エンジン (search engines enabling search and finding of all type of information)

▪ オンライン上の基礎的なトレーニング及び教育 (basic training and education online tools)

▪ オンラインの新聞又はニュース (online newspapers or news)

▪ 物品及びサービスの購入 (buying or ordering goods or services online)

▪ 求職活動及び求職ツール (job searching and job searching tools)

▪ プロフェッショナル・ネットワーキング (professional networking)

▪ インターネット・バンキング (internet banking)

▪ 電子政府サービスの利用 (eGovernment service use)

▪ ソーシャル・メディア及びインスタント・メッセージ (social media and instant messaging)

▪ 音声及び動画の通信（標準的な品質） (calls and video calls (standard quality))

 ユニバーサルサービスの費用は、補助金・基金によって補填することが予定される。

▪ 加盟国は、ユニバーサルサービスの提供義務によって生じるネットコストを算定する（89条）。

▪ 公的資金による補助金と、事業者が拠出する基金を分配する方式のいずれか、または両方を採用できる（90条1項）。

▪ 基金による場合、対象はネットコストに限定され、透明性があり、最も市場原理に影響しない方法で運営しなければならない（同2項）。

 2018年12月に発効した新欧州電子通信コード（EECC）において、ブロードバンドをユニバーサルサービスの対象とすることを加

盟国に義務付け。
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韓国におけるユニバーサルサービスの動向について

ユニバーサルサービスの対象は、有線電話サービス（島しょ部においては無線での提供が可能。）、公衆電話、緊急通報等。

未来創造科学部長官が有線電話サービス及び緊急通報サービス等の提供事業者としてKTを指定し、役務提供義務が課さ
れている。

 ブロードバンドサービスを対象に追加するための制度整備を検討しており、2020年に施行予定。（現在、電気通信事業法施行令改

正案について意見募集中（2018年12月28日～2019年２月８日）。）

携帯電話サービスは現時点で対象ではない。

サービス提供に係る不採算地域については、法令で「市内電話サービスのうち、サービス提供に伴う所要費用が収入を超える
地域での市内電話サービス」等を規定。

不採算地域で提供する市内電話サービスや船舶無線電話サービス等について、基金により費用の一部を補填する制度が存
在。

全ての電気通信事業者に対し、ユニバーサルサービスの提供に当たって生じる損失の補填を義務付け、売上高の一定割
合を拠出。（ただし、年間売上高が一定額以下の事業者等については損失補填義務が免除。）

費用の補填を受けるに当たって必要な要件は法律上は存在しない（ユニバーサルサービスの提供義務が課されているKTが提
供する市内電話サービスについては、ドミナント規制の観点から、料金が認可制となっている）。

提供義務があるサービスの対象等

不採算地域の支援方法（基金等）

基金の概要（負担者、対象、要件等）
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国内における電気通信以外の分野の
「ユニバーサルサービス」の位置付けについて

 電気通信分野において、「ユニバーサルサービス」の法律上の定義はなく、
電気通信事業法における基礎的電気通信役務に関する規定、NTT法における
NTT等の電話の役務の提供に係る責務に関する規定が存在するに留まる。

 したがって、他分野における制度の概要を記載するにあたっても、いわゆる「業
法」における不可欠性の高いサービスに関するルール、特殊法人法における
サービス提供に係る責務に関するルール等のうち、関連性が高いと考えられる
ものをまとめており、網羅的に正確な比較を期したものではない。

整理にあたっての注記
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電気通信以外の分野の「ユニバーサルサービス」について

サービス提供
義務

不採算地域・
役務に係る
制度的措置

サービス提供
条件

（低廉な料金の
確保）

過疎化等への
政策的対応

（参考）

電気通信
郵便 電力

• 電気通信以外の公共的なサービスについても、国民生活への不可欠性等を踏まえ、サービス提供上の適正性・公平性の確
保や地域間格差の是正に関する一定の規律が存在。

• 料金を含む提供条件については、ユニバーサルサービス制度の位置付けや不採算地域への対応の差異に関わらず、利用者
保護等の観点から、約款規制等の規律が定められている。

• 不採算地域・役務への対応については、すべての分野において基金等による補塡が行われているわけではないが、電気通
信については、他分野と比べ、全国レベルでの競争の進展により地域間格差が生じたという歴史的経緯に留意が必要。

○

日本郵便による
内国郵便等の提供

○

一般送配電事業者
による最終保障供

給等

○

NTT東西による
電話役務等の提供

○

料金は原則届出制。
一種郵便物等につ
き全国均一料金、
上限価格等の規制

あり

○

最終保障供給等の
料金は届出制であ
り、約款外提供を禁

止

○

基礎的電気通信役
務は届出制であり、
電話等は上限規制

—

法令による不採算
地域の特定はなし。
三種・四種郵便物
は低料金提供義務

—

法令による不採算
地域の特定はなし

○

加入電話、公衆電
話等の赤字の一部
を交付金により補填

○

配達頻度、送達速
度等の見直しにつ

いて検討中

○

電力ネットワーク・
料金の在り方につ

き、検討中

○

情報通信審議会に
おいて検討中

ガス

○

一般導管事業者に
よる最終保障供給

等

○

最終保障供給等の
料金は届出制であ
り、約款外提供を禁

止

—

法令による不採算
地域の特定はなし

○

小売全面自由化後
のガス事業制度の
在り方につき、検討

中

○

NHKによるテレビジョ
ン放送等の提供

○
NHK受信料は予算
の国会承認により
規定、有料基幹放
送の料金は届出

制。約款外提供を
禁止

○

ローカル局の経営
基盤強化について

検討中

放送

—

法令による不採算
地域の特定はなし

鉄道

△

鉄道運送事業者
による路線の維持

○

普通旅客運賃等は
上限認可制であり、
距離に応じた料金

○

JRについては（特
定）地方交通線を指
定し、値上げ、廃線

等を許容

○

鉄道事業再構築
事業の拡充等に
ついて検討中

水道

○

給水事業者による
給水区域内の給水

○

料金を含む供給規
程は認可制であり、
給水区域内の均一
料金等を義務付け

—

法令による不採算
地域の特定はなし

○

広域連携や官民連
携を強化する内容
の改正水道法が成

立
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１ 放送分野

サービス提供義務の内容

不採算地域・役務について

サービス提供条件について

環境変化への対応

• 基幹放送事業者に対しては、放送対象地域において基幹放送があまねく受信できるようにする努力義務が課されている（放
送法第92条）。これに加えて、日本放送協会（以下「協会」という。）に対してはラジオ放送（中波放送と超短波放送のいずれ
か）及びテレビジョン放送について、「あまねく全国において」受信できるように措置する義務が課されている（同法第20条）。

• 技術発展やブロードバンドの普及等の視聴者を取りまく環境変化や地方における人口減少等の課題を踏まえ、地域情報の主要
な担い手であるローカル局の経営基盤強化について検討が行われている。

• 協会については営利目的の放送を禁止。協会の放送を受信できる設備を設置した者に協会との受信契約締結義務を課して
おり、契約条項を認可制としたうえで、受信料月額は、国会が協会の予算を承認することで定めるとしている（同法第64条等）。

• 協会以外が行う基幹放送の多くは広告収益により無料で提供されている。有料で行われる基幹放送については、料金その他
の提供条件を定めた契約約款の事前届出義務及び約款外提供の禁止、役務提供義務が定められている他、約款に定める料
金等の条件が国内受信者の利益を阻害している場合には契約約款の変更命令に服し、不当な差別的取扱いを行っている場合
には業務改善命令に服する（同法第147条、第156条等）。

• サービス提供に係る不採算地域については、法令による特定は行われておらず、基幹放送について一部地域における赤字等
を補填する制度はない。

• 経済事情の変動により放送系の数の目標の達成が困難となるおそれがあり、かつ当該目標を変更することが適切でないと認
められる地域（指定放送対象地域）において事業を行う基幹放送事業者（協会及び放送大学学園を除く）は、経営基盤強化計
画の認定を受けた場合には、異なる放送対象地域における同一の放送番組の放送を可能にするなどの特例措置を受けること
ができる。
※ 現在、指定放送対象地域の指定はラジオ放送に限られている。
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• 労働力不足、生活環境及び利用者ニーズの変化や郵便事業の採算悪化等を受けた日本郵便からの要望を踏まえ、「サービス
水準」（配達頻度、送達速度等）の見直しに関する議論が行われている。

• 日本郵政及び日本郵便に対し、全国における郵政３事業（「郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利用
できる生命保険の役務が利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的に利用できるようにするとともに将来にわたりあまねく全国において公平に利

用できることが確保されるよう」にすること）及び郵便局ネットワークの維持を義務付け（改正郵政民営化法第7条の２等）。

• 郵便については、日本郵便に役務提供が義務付けられるサービスとして、「内国郵便」（第一種～第四種郵便物。いずれも形状・重量

制限あり）、「国際郵便」（重量制限あり）、「特殊取扱の一部」（書留、配達証明等）を規定（日本郵便株式会社法第5条、郵便法第2条等）。

２ 郵便分野

サービス提供義務の内容

不採算地域・役務について

サービス提供条件について

環境変化への対応

• サービス提供条件については、料金、品質・水準、手法等のサービス提供条件について、郵便法等で具体的に規律。

• 料金については、原則として事前届出制（郵便事業の収入に与える影響が軽微な料金のうち総務省令で定める料金は事後届出制。第三種・

第四種郵便物は認可制）となっており、サービス毎に、「全国均一料金」（第一種・第二種郵便物）、「上限価格」（最軽量（２５グラム以下）郵

便について省令で82円以下と規定）等の規律あり（郵便法第3条、第67条等）。

• サービス品質・水準については、「引受け手法」（郵便ポスト数の維持義務、郵便局の全国設置義務等）、「配達頻度」（週６日、原則１日１

回配達等）、「送達速度」(離島を除き、原則差出日から3日以内に配達)、「配達地域」（交通困難地（冬季の山小屋等）以外への全国宛所配達

義務等）等の規律あり（郵便法第７０条、日本郵便株式会社法第６条等） 。

• サービス提供に係る不採算地域については、法令による特定は行われておらず、赤字は、日本郵便の郵便サービス全体の収支
の中で補うこととされている。また、役務については、第三種・第四種郵便物については政策的に低料金を義務付けている。

（※） 不採算地域については、総務省が地域別の収支状況のモデル算定を実施している他、日本郵便が役務別の収支状況を公開しているが、損失
補填の制度に紐付けられているわけではない。

（※※）諸外国においては、米国のように国営の独立機関により役務提供が行われる例（点字郵便物については国庫から無償化のための補助金支
給）、EUのように指令により国庫又は事業者拠出による基金の設置が認められる例（設置は加盟国の自由）等区々であるが、基金による損失補
填が行われている例は限定的と考えられる。
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３ 水道分野

サービス提供義務の内容

不採算地域・役務について

サービス提供条件について

環境変化への対応

• 水道事業者に対し、「給水区域」内において、正当な理由がある場合を除き、給水契約の申込みに応諾することを義務付け
（水道法第15条）。「正当な理由」は、過疎地等における不採算性を含まない。

• 「給水区域」は、水道事業者が策定する事業計画において規定され、厚生労働大臣が自然・社会的条件、水の需要見通し等
を勘案して認可することにより設定（同法第７条等）。不採算地域における水道の提供を義務付けるものではなく、過疎地におけ
る生活用水については、水道事業者の経営努力や地下水の利用等の方策が採られている（全国の水道普及率は約９８％）。

• 「清浄にして豊富低廉な水の供給」を図るため、料金、品質・水準等のサービス提供条件について、水道法で具体的に規律。

• 料金については、低廉性を直接担保する法令上の規定はないが、水道事業者が定める「供給規程」は認可制となっており、
総括原価方式の下、料金を明確に定めることとされているほか、特定の者に対する不当な差別的取扱いが禁止されており、同
一の供給区域内においては不採算地域を含めて均一料金を義務付け（ただし、給水区域間の料金格差に関する規律はな
い） （同法第14条等） 。

• サービス水準については、「常時給水義務」、「水質検査の実施」等の規律あり（同法第15条等）。

• サービス提供に係る不採算地域については、上記同一給水区域内におけるものを除き、法令による特定は行われておらず、
赤字は水道事業者の内部相互補助や料金改定によって補われている。

• 一方、事業効率化の観点からの水道事業者間の広域連携が行われているが、広域連携済み事業体の間の料金格差の是正
が大きな課題となっている。

• 人口減少等の社会環境の変化や高経年施設の増加等を踏まえ、不採算地域における生活用水の確保の在り方につき検討が
行われている。平成30年12月、不採算地域等における官民連携や広域連携の推進等を内容とする水道法改正案が可決・
成立。
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４ 電力分野

サービス提供義務の内容

不採算地域・役務について

サービス提供条件について

環境変化への対応

• 電力分野においては、電力システム改革の一環として、「発電事業」・「送配電事業」・「小売電気事業」に分離。

• 小売電気事業者に対し、正当な理由がある場合を除き、電気供給能力の確保を義務付け（電気事業法第２条の１２等）。また、一
般送配電事業者に対し、正当な理由がある場合を除き、供給区域における託送供給（小売事業者等向けの電力供給）や最終保
障供給・離島供給の提供を義務付け（同法第１７条等） 。

• 一般送配電事業者については、「最終保障供給約款」や「離島供給約款」について事前届出制となっており、約款外提供を禁
止されている他、一定の場合（料金が定額でない、不当な差別的取扱いに該当等）には約款変更命令に服する（同法第20条等）。

（※）その他の託送供給約款については認可制（料金引下げ等の場合を除く）となっており、事後的に約款変更命令が可能。

• その他の提供条件については、「電圧・周波数の維持義務」、「供給計画の事前届出制」、「供給命令等」等の規律あり。

（※）小売電気事業者については、料金に関する事前規制はなく、「消費者保護ルール」（説明義務等）や「事後規制」（業務改善命令）等の規律あり
（同法第2条の１７等）

• サービス提供に係る不採算地域については、法令による特定は行われておらず、赤字は電力各社の内部相互補助や料金改
定によって補われている。

• 一方、需給状況の悪化時等における広域的対応を可能とするため、「電気事業者に対する相互協調の義務付け」（同法第28

条）、「広域的運営推進機関」を通じた需給状況の監視や連絡調整等（同法第28条の40）等の規律あり。

• 人口減少等の社会環境の変化や高経年施設の増加等を踏まえ、電力ネットワークの在り方や料金体系の見直しに関する議
論が行われている。
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５ ガス分野

サービス提供義務の内容

不採算地域・役務について

サービス提供条件について

環境変化への対応

• ガス分野の事業は、ガスの製造から供給に至るプロセスの製造部門・導管部門（※ガスの輸送）・小売部門の各部門に対応し

て、「製造事業」・「導管事業」・「小売事業」に分類。

• 小売事業者に対し、正当な理由がある場合を除き、供給能力の確保を義務付け（ガス事業法第１３条）。また、一般ガス導管事

業者に対し、正当な理由がある場合を除き、供給区域における託送供給（小売事業者等向けのガス供給）及び最終保障供給を義

務付け（同法第47条） 。

（※） 特定ガス導管事業者に対し、正当な理由がある場合を除き、供給地点における託送供給を義務付け（同法第75条）。

• 一般ガス導管事業者については、「最終保障供給約款」について事前届出制となっており、約款外提供を禁止されている他、
一定の場合（料金が定率又は定額でない、不当な差別的取扱いに該当等）には約款変更命令に服する（同法第51条等）。

（※） 「託送供給約款」は、一般ガス導管事業者については事前認可制、特定ガス導管事業者については事前届出制。

• ガス小売事業者については、原則料金に関する事前規制はなく（※）、「消費者保護ルール」（説明義務等）や「事後規制」（業
務改善命令）等の規律あり（同法第14条等）。

（※） 競争が不十分な地域等で経済産業大臣が指定するもの等については、経過措置として料金規制あり（附則第22条等）。

• サービス提供に係る不採算地域については、法令による特定は行われておらず、赤字は事業者各社の内部相互補助や料金
改定によって補われている。

• 小売全面自由化の進捗状況を踏まえつつ、ガス料金の最大限抑制、利用メニューの多様化と事業機会拡大等を目的とす
るガスシステム改革の更なる推進に向けて議論が行われている。
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６ 鉄道分野

サービス提供義務の内容

不採算地域・役務について

サービス提供条件について

環境変化への対応

• 鉄道運送事業者に対し、業務区域における役務提供を義務付ける規定は存在しないが、鉄道事業法に基づく事業の休廃止
に関する規律、交通政策基本法に基づく交通に対する基本的な需要の充足に関する規律等を踏まえれば、不採算地域を含
む鉄道サービスの提供について一定の責務が規定されていると考えられる。

• 旧国営事業体であったJR各社については、国有の「ＪＲ北海道」・「ＪＲ四国」・「JR貨物」はＪＲ会社法により、民営化した「本州
会社」・「JR九州」は同法に基づく政策指針により、営業路線の維持を含む鉄道事業の適切な実施が求められている。

• 鉄道事業は許可制となっており、料金、品質・水準等のサービス提供条件について、鉄道事業法等で具体的に規律。

• 料金については、主なサービス（普通・定期旅客運賃、新幹線特急料金）は上限認可制（上限内での変更は届出）、その他のサービス
（グリーン料金等）は届出制となっており、総括原価方式の下、営業距離に応じた料金設定となっている（鉄道事業法第16条）。

• その他の提供条件については、「車両確認」、「輸送の安全性確保」等の一般的な規律はあるが、具体的な品質・水準（例：旅
客サービスの内容、駅員数等）は鉄道各社の経営判断に委ねられている。

• JRについては、国鉄改革により、赤字ローカル路線を「地方交通線」として割増料金を許容し、特に旅客輸送密度の低い
（4000人/日・km未満等）路線を「特定地方交通線」とし、第三セクターによる鉄道路線やバス路線への転換が行われた（日本国

有鉄道経営再建促進特別措置法等）。また、民営化に際して、三島会社の経営支援を目的とする「経営安定基金」が設立され、実
質的には赤字路線の維持・管理にも充当されている（日本国有鉄道改革法第12条等）。

• 私鉄を含めた鉄道運送事業者全体について、地域公共交通活性化再生法に基づく補助スキーム等の支援施策が存在。

• 人口減少や過疎化等による採算悪化による路線の廃止が進展しており、JR北海道のように、単独で維持困難な線区を自ら
公表し、自治体等に対する支援の要請、廃減便やバス転換等の対応を図る例も見られる。
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〈参考〉 過去の情報通信審議会答申における検討の方向性

 「アナログ電話」からメタルＩＰ電話への移行の開始後は、メタルＩＰ電話を、現在の「アナログ電話」と共に、ユニバーサルサービスとして提供される
オプションとして位置付けることが適切であり、そのために、品質等の技術基準の設定について検討することが必要である。

 現在の「アナログ電話」と同様のサービスは、技術の進展等に伴い光ファイバや無線を含む多様な手段で可能になってきている。それにも関わらず、
現在の「アナログ電話」と同様の内容・提供条件によるサービスの提供が可能かは必ずしも明らかではない。例えば、光ＩＰ電話については、主にブロー
ドバンドサービスの提供の中で包含されて提供されており、その中では、現在の「アナログ電話」と同様の費用負担で利用できるものでもない上、包括
的なブロードバンドサービスとは離れても現在の「アナログ電話」と同様の費用負担で音声電話のみの提供を受けられるようになるのか今後の見通しも
明らかではない。また、無線による固定電話サービスの提供についても、必ずしも今後の展望が明らかではない。そのため、これらの点を含め、今後の
ユニバーサルサービスについては、引き続き、論点を整理していくことが必要である。

 現在、ユニバーサルサービスとして確保されるべきものとして固定の電話についてはコンセンサスが得られてきたが、今後どのようなサービスが最低
限度のサービスとして利用者から求められるのか見極めていく必要があり、各種制度もそれに応じて見直しがされていく必要がある。

 光ファイバや無線の活用により固定電話が現在の加入電話と同等の料金・品質で提供することが可能であり、緊急通報も同様に確保される場合に
は、サービスを効率的に提供するための選択肢を広げる見地から、これらをユニバーサルサービス提供手段のオプションとして積極的に捉えていく意
義がある。そこで、固定電話の提供に係る以下の４つの論点について、総務省において検討することが必要である。

① 固定電話の提供手段の効率性・技術中立性
ユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段の効率性・技術中立性の観点から、光ファイバ及び無線の活用により、現在の加入電話と同

等の料金・品質の固定電話サービスを提供することの可否について検討が必要である。

② 無線アクセスを活用する場合の技術基準
無線アクセスをユニバーサルサービスとしての固定電話の提供手段として活用する場合、アナログ電話相当の通話品質、接続品質、ネットワーク

品質及び安定品質、緊急通報の取扱い等の技術基準についても検討する必要がある。

③ 設備に関する規律
電気通信事業法施行規則第14 条において、加入電話の提供の手段は原則アナログ電話用設備とされ、日本電信電話株式会社等に関する法

律第２条において、ＮＴＴ東日本・西日本の地域電気通信業務は自己の設備を用いて行わなければならないとされている。無線を活用して固定電話
の役務を提供するのであれば、これらの制度の在り方についても検討が必要である。

④ 交付金制度の妥当性
（略） 光ファイバや無線を活用した加入電話相当の固定電話をユニバーサルサービスと位置付けた場合に、緊急通報等の確実な確保に向けて、

現行のユニバーサルサービス交付金制度がユニバーサルサービスの維持という制度上の要請に十分適合しているか、また、その見直しが必要ない
か、検討が必要である。

固定電話網の円滑な移行の在り方 第一次答申（平成29年３月 情報通信審議会答申）＜下線追加＞

固定電話網の円滑な移行の在り方 第二次答申（平成29年９月 情報通信審議会答申）＜下線追加＞
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〈参考〉 主査ヒアリング・提案募集における主な意見

 （論点①：制度の位置付け）
今後の技術革新や「固定電話」が縮小していくといった市場環境の変
化を踏まえた上で、技術中立的かつ経済合理的な観点から、何が
ユニバーサルサービスであるのかという議論を、国民的なコンセン
サスを得ながら慎重に進めていくことが必要。

 （論点②：技術の活用）
ルーラルエリア等でメタルケーブル再敷設が非効率となる場合、無線
を含む様々な選択肢から最適なアクセス回線を選択可能としたい。

 （論点③：対象となるサービス）
固定電話を使わない方々が増えてきている中、いつまでも加入電話
がユニバーサルサービスであり続けるとは考えていない。

 （論点④：中長期的な課題）
過疎化や高齢化が進む中、古くからある社会インフラをどのような範
囲でどう維持していくかは、重要な社会課題であり、コンパクトシティ化
等の街づくり議論と併せた検討も必要。

 （論点①：制度の位置付け）
・地方も含めた利用者が必要な場所で利用できる環境を整え、国民の利便を高めるための政策、政府の支援策を含めて基盤の整備のために

必要な施策についてまずは議論すべき。【ＫＤＤＩ】
・ＮＴＴ法の規定によりこれまで守られてきた公正競争に影響のある制度については配慮した慎重な議論が必要。【ＫＤＤＩ、ソフトバンク】
・５Ｇインフラの敷設・拡大等に当たっては、地域経済循環の観点が必要。 【クロサカ准教授】

 （論点②：技術の活用）
・現在のユニバーサルサービスをより効率的に維持していくために、無線を含めた利用の在り方を整理していくことは必要。【ＫＤＤＩ】
・一部区間の無線活用等は考えられるが、無線活用を認める条件・他社回線活用時のオープンなルール等が必要。【ソフトバンク】

 （論点③：対象となるサービス）
・モバイルが５Ｇになったとしても、完全に現在の固定電話網を代替することはできない。【ＫＤＤＩ】
・ユニバーサルサービスは「①国民生活に不可欠な役務」かつ「②競争での提供が不可能」な部分に限定すべき。【ソフトバンク】
・2030年において、多くの人にとって基幹サービスは電話ではない。【クロサカ准教授】

（出典）第１回主査ヒアリングNTT提出資料

ＮＴＴからの意見

競争事業者等からの主な意見
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情報通信審議会等における議論 制度整備

 1985年の日本電信電話公社の民営化により誕生した日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）に、国
民生活に不可欠な電話の役務をあまねく日本全国に安定的な供給を確保する責務が課さ
れた。

 この責務は、1999年のＮＴＴ再編後も、ＮＴＴ持株・東西会社に課されている。

【昭和60年（1985年）4月】
○日本電信電話株式会社法施行
【平成11年（1999年）7月】
○日本電信電話株式会社法の一部改正施行

【平成8年（1996年）2月】
○電気通信審議会答申「日本電信電話株式会社の在り方について」

「地域における競争の進展状況を踏まえ、例えば、ユニバーサルサービス確保のため
の基金を設置するといった新たな制度について検討する必要がある。」旨提言。

【平成12年（2000年）12月】
○電気通信審議会答申「IT革命を推進するための電気通信事業における競争政策の

在り方」
【第一次答申】ユニバーサルサービスの提供を確保するための新たな制度整備が必要」である

旨提言。
【第二次答申】ユニバーサルサービス基金制度の具体的な制度設計を提言。

【平成13年（2001年）6月】
○電気通信事業法の一部改正

ユニバーサルサービス交付金制度を導入

【平成14年（2002年）6月】
○基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算

定等規則の制定 等

【平成17年（2005年）10月】
○情報通信審議会答申「ユニバーサルサービス基金制度の在り方」

• 補填額の算定方式について、「相殺型の収入費用方式」（不採算地域の赤字を採算地域の黒字

で相殺し、相殺できない部分を補填額とする方式）を改め、「ベンチマーク方式」（地域毎の回線あたりの

コストが、全国平均費用の一定割合（ベンチマーク）を上回る場合に、そのコストを補填する方式）に変更。
• 負担事業者の負担金の拠出方法について、負担事業者の「売上高」を拠出比率の算定

基準とする方法を改め、負担事業者が使用している「電話番号数」に変更。

【平成18年（2006年）3月】
○電気通信事業法施行規則、基礎的電気通信役務の提供

に係る交付金及び負担金算定等規則、電気通信事業報
告規則の一部改正

【平成17年（2005年）12月】
○基礎的電気通信役務支援機関（電気通信事業者協会）の指定

【平成18年（2006年）3月】
○適格電気通信事業者の指定（ＮＴＴ東西を指定）
【平成18年（2006年）11月】
○ユニバーサルサービス交付金の認可

【平成19年(2007年）9月】 ○情報通信審議会答申
加入電話の補填額の算定方法について、負担の抑制の観点から、当面の間の措置として、
ベンチマークを従来の「全国平均費用」から、「全国平均費用＋標準偏差の2倍」に変更。

【平成19年（2007年）9月】
○基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算

定等規則の一部改正
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情報通信審議会等における議論 制度整備

【平成20年（2008年）12月】
○情報通信審議会答申「ユニバーサルサービス制度の在り方について」

光IP電話がいまだユニバーサルサービスに位置付けられず、加入者回線を撤去できない過渡期的な状
況において、光IP電話への移行に伴う補填対象額の減少を補正する観点から、「加入電話から光IP電
話に移行した回線数を加入者回線数に加算するという補正を行うことが適当」である旨答申。

【平成21年（2009年）5月】
○基礎的電気通信役務の提供に係る交付金

及び負担金算定等規則の一部改正

【平成22年（2010年）12月】
○情報通信審議会答申「ブロードバンドサービスが全国に普及するまでの移行期におけるユ

ニバーサルサービス制度の在り方」
「ブロードバンドが全国に普及するまでの移行期におけるユニバーサルサービス制度の在り方」について、
光ファイバ整備に抑制的な影響を与える可能性を回避するため、ユニバーサルサービスの対象に「加
入電話に相当する光IP電話」を追加することが適当である旨答申。

【平成23年（2011年）4月】
○電気通信事業法施行規則等の一部改正

加入電話に相当する光IP電話の基礎的電気
通信役務への追加

【平成25年（2013年）7月】
○電気通信事業法施行規則の一部改正

加入電話に相当する光IP電話の類型の追加

【平成24年（2012年）3月】
○情報通信審議会答申「災害等緊急時における有効な通信手段としての公衆電話の在り方」

第一種公衆電話の台数について、緊急時における役割を含め、「戸外における最低限の通信手
段」の水準を引き下げないよう、現在の台数（１０．９万台）を維持すべき旨答申。

【平成26年（2014年）12月】
○情報通信審議会答申「2020年代に向けた情報通信政策の在り方」

• 固定電話を、当分の間ユニバーサルサービス制度により維持していくことが適当である旨答申。
• 携帯電話やブロードバンドの未整備地域の解消やサービスの提供状況等を踏まえて、見直しの検討

を行うことが適当である旨答申。

【平成29年(2017年）3月、9月】
○情報通信審議会 「固定電話網の円滑な移行の在り方」一次答申及び二次答申

「光ファイバや無線の活用により固定電話が現在の加入電話と同等の料金・品質で提供することが可能
であり、緊急通報も同様に確保される場合には、サービスを効率的に提供するための選択肢を広げる見
地から、これらをユニバーサルサービス提供手段のオプションとして積極的に捉えていく意義がある」旨
答申。
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ルーラルエリアにおけるサービス提供の現状（１）
 ルーラルエリアでは、設備⽼朽化時や災害復旧時のメタルケーブル等の再敷設に多⼤な

コストを要している
 離島への海底ケーブルが断線等した際、復旧に相当の時間やコストを要した
 Ａ島は、携帯電話サービスエリアであったため、断線から復旧までの約半年間は、携帯

電話によって通信が確保されていたところ
離島でのサービス提供例（沖縄県）

台⾵によって損傷した陸揚げ柱・端⼦盤を復旧

断線した海底ケーブルを復旧

NTT
電話局

メタル海底ケーブル
× 海底ケーブル断線

陸揚げ柱倒壊
×

A島

B島

（イメージ図）

構成員限り
サービス

提供箇所

【特別委員会第４回 資料４－２ 日本電信電話株式会社提出資料より抜粋】
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ルーラルエリアにおけるサービス提供の現状（２）
 ⼭間部の設備維持には、定期的な樹⽊剪定や雪害対策等、設備保守稼動が嵩んでいる
 ⼟砂崩れが発⽣した場合、重機による復旧作業が必要で、相当の時間やコストを要する

サービス
提供箇所

メタルケーブル

⼭間部へのサービス提供例（埼⽟県）

⼭奥であっても設備を敷設 ケーブル裂断防⽌のため
定期的な樹⽊剪定等が必要

構成員限り

NTT
電話局（イメージ図）

近傍集落

82
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 固定電話は今後とも縮⼩し、お客様にできる限り負担をかけずに、いかに維持していくかと
いうフェーズに移⾏

 「無線を⽤いた固定電話」を提供することで、メタルケーブル等の再敷設や⽇常的な設備保
守稼動を減らすことが可能となり、相当のコスト削減効果が⾒込まれることで、固定
電話をより⻑く維持していくことが可能になる

 今後、主にルーラルエリアにおいて、メタルケーブル等の再敷設が⾮効率となる場合等には、
無線を含めた選択肢から最適な⽅法を選択できるようにしていただきたい

「無線を⽤いた固定電話」の提供（１）

⼭間エリア 離島エリア

無線による提供

モバイル事業者
基地局

無線による提供メタル海底ケーブル等
による提供

×
×

⽼朽化・故障
⇒ 張替

×
⽼朽化・故障

⇒ 張替

メタルケーブルによる提供

×

モバイル事業者
基地局

【特別委員会第４回 資料４－２ 日本電信電話株式会社提出資料より抜粋】
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「無線を⽤いた固定電話」の提供（２）

モバイル網

 現⾏のユニバーサルサービスに求められる技術的要件（0AB〜J番号の付与要件）のうち、
 緊急通報受理機関への通報等について、必要な技術的対応が可能となる⾒通し
 品質⾯も、携帯電話並みの品質は確保できる⾒通し

（今後、IP-IP事業者間接続の実現により、更なる品質向上が期待可能）
 携帯電話での通話が⾳声トラヒックの過半を超え、品質に係る利⽤者の受容度合いも

変化していると想定されるため、当社で3⽉までに調査を実施し、別途ご報告したい
（⼈為的に遅延が⽣じる環境を作った上で会話を⾏い、品質の良し悪しを評価する「会話MOS評価実験調査」）

 「無線を⽤いた固定電話」を早期に提供できるようにしていただきたい

（商⽤時の端末構成は別途検討）

検討中の提供⽅式のイメージ

NTT東⻄ NGN

SIM内蔵
ルータ転送装置電話 FAX

電話

 緊急通報（優先呼／0AB〜J発信番号通知） ：実装可（機能開発要）

 品質（End-End遅延） ：約150〜250ms
検証
状況

（着信転送⽅式の場合）

※ ⼀定レベル以上の電波環境が確保される場所で検証を実施

※

【特別委員会第４回 資料４－２ 日本電信電話株式会社提出資料より抜粋】
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 「無線を⽤いた固定電話」の提供に対する当社の考え⽅は以下のとおり

「無線を⽤いた固定電話」の提供（３）

 当⾯、主にルーラルエリアにおいて適⽤する予定
（対象ユーザが少なく、メタルケーブルの再敷設が経済合理性を⽋く場合等に実施）

※ 事前に電波状態を確認する等し、通話に⽀障が⽣じない場合に提供

対象エリア

 モバイル網を調達するときは、⼊札等を実施する予定
（モバイル網の提供元はグループ会社のみならず、他事業者も含めた公募調達を実施）

モバイル網の調達

 NTT東⻄は、アクセス回線としてのモバイル網を安定的に調達することで、
責任をもって地域電気通信業務を営む

地域電気通信業務

【特別委員会第４回 資料４－２ 日本電信電話株式会社提出資料より抜粋】
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【特別委員会第４回 資料４－３ ＫＤＤＩ株式会社提出資料より抜粋】
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【特別委員会第４回 資料４－３ ＫＤＤＩ株式会社提出資料より抜粋】
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【特別委員会第４回 資料４－３ ＫＤＤＩ株式会社提出資料より抜粋】
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通信基盤の整備は、競争による促進が第⼀であり、
ユニバーサルサービス制度は競争の補完的⼿法の⼀つとの認識

ユニバーサルサービス制度

僻地のエリア拡⼤に向けた振興策
(整備事業、補助⾦等)

新技術の活⽤(衛星等)

設備共⽤ 等(災害時含む)

・
・
・

ネットワーク基盤整備の基本的考え⽅

競争での課題解決が最優先 ⾜りない部分は他の⽅策でカバー
(必要な範囲に限定)

公正競争環境整備

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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ユニバーサルサービス制度とは？(当社認識のまとめ)

元々、「低廉性」「利⽤可能性」を満たしていた
敷設済み固定通信網の維持が⽬的
※事業法に「不可⽋性」以外の記載がないのは上記経緯による

更に、「補てん対象」という点に着⽬すれば、「不可⽋性」とは、
単に「誰もが利⽤しているもの」という意味合いでなく、
「競争の補完(基⾦の発動)をしてまでも、利⽤を確保しなけれ
ば、社会的排除につながり得るもの」という意味を含んでいると
解釈すべき

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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基本的には地域間格差の解消に限定

対象の拡⼤には国⺠合意
が不可⽋

出典：第⼀次答申 P.51

制度の趣旨を踏まえれば、競争への影響や負担⾦の最⼩化の観点から、
基礎的電気通信役務の範囲は可能な限り限定すべき

制度の対象範囲(利⽤者間格差への対応等)

⿊字 ⾚字

採算地域 不採算地域

競争競合他社

採算地域の競争進展に伴い
地理的弱者(不採算地域)を救済

補填

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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現⾏指定サービスはその役割に照らし、変更する必要はない認識

加⼊電話は
通信の完結に重要な役割

出典：平成20年答申 P.6

光IP電話

加⼊電話

携帯電話

社会的役割の重要性に鑑みて必要
(当⾯、特に着信先として)

 役所
 企業
 病院
 宿泊施設
 飲⾷店 ・・・

0AB-J番号・位置固定利⽤

加⼊電話

現⾏の指定範囲について

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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地域電気通信業務への⽀障を避けるべく
無線活⽤範囲の限定・条件の明確化

他社回線活⽤時のオープンなルール化

出典：第3回 特別委員会 資料3-5 ネットワークビジョンを⾒据えた基盤整備の在り⽅について(総務省：2018年12⽉4⽇) P.20

多様な技術を⽤いた固定電話の提供について
本来はNTT東⻄殿の⾃社設備にて提供されるべきだが、
効率性確保のための⼀部区間の無線活⽤は考えられる

【検討が必要な事項】

NTT法・事業法で期待される役割(公正競争要件確保等)に反さない範囲にとどめるべき
※NTT法の改正は必要最⼩限とすべき

NTT法・事業法で期待される役割(公正競争要件確保等)に反さない範囲にとどめるべき
※NTT法の改正は必要最⼩限とすべき

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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過去、指定の3要件と照らし合わせ、指定⾒送り

利⽤可能性：
利⽤できない居住エリア有

低廉性 ：
加⼊電話が相対的には廉価

不可⽋性 ：
特定世代の低利⽤率等

携帯電話の扱いについて(3要件との⽐較)

出典：平成20年答申 P.6

70歳代の27.5%、
80歳以上の60.3%が

モバイル端末を保有していない

最新の通信利⽤動向調査でも、
特定世代の低利⽤率が⽰されている

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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カバレッジは顧客獲得に影響
競争を通じてエリア拡⼤を実施

現時点で補填対象とする必要がない
(ユニバーサルサービスコストが増加し、補てんにより却って競争を歪める)

携帯電話の扱いについて(その他の課題①)
携帯電話は競争を通じて、エリア拡⼤・維持がなされている

※⼀部共⽤スキームを⽤いた基盤整備も存在

競争による拡⼤が困難な地域は
共⽤スキームを既に運⽤
(トンネル・地下街等)

出典：公益社団法⼈移動通信基盤整備協会ウェブサイト

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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携帯電話の扱いについて(その他の課題②)

加⼊電話 公衆電話

⼾外での最低限の通信⼿段として
公衆電話を指定

※500m四⽅または1km四⽅に概ね1台

必要な場所における必要なサービスは確保済みのため、範囲の拡⼤は不要

⽣活の拠点
(⾃宅・企業等)

⼾外

災害時等の優先電話としての特
性

加⼊契約・基本料不要を評価
出典：平成20年答申 P.8

ユニバーサルサービスとしてモビリティ(どこでも利⽤可能)の確保までは不要と想定され、
それ以外については指定済の加⼊電話と公衆電話でカバーできている認識

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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前⾴までの事項に加え、下記の課題や懸念事項が存在することも踏まえ、
携帯電話に対するユニバーサルサービスの指定や指定に基づく追加的義務は不要

携帯電話の扱いについて(その他の課題③)

【電波性質】 【料⾦設定上の制約】

安定的提供が
固定に⽐べて困難な⾯が存在

料⾦設定の裁量に制約の懸念
(法⼈向け相対提供不可等)

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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2030年以降に向けて
社会環境変化により通信サービスへの期待や役割も変化

(より⾼度なネットワークが求められる)

出典：内閣府ウェブサイト 出典：デジタル・ガバメント実⾏計画
(デジタル・ガバメント閣僚会議決定：2018/7/20) P.6

Society 5.0 デジタル・ガバメント

他⽅、ユニバーサルサービスの視点において
どのようなサービスをどこまで保証すべきかは慎重な議論が必要

住居・⼾外(その範囲)住居・⼾外(その範囲)⾳声(電話)・データ(メール、
Web)・IoTサービス等

⾳声(電話)・データ(メール、
Web)・IoTサービス等 【特別委員会第４回 資料４－４

ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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ブロードバンドの有無が情報格差につながり得るため、
将来的には不可⽋となり得る

即時性を有するコミュニケーション⼿段
緊急通報 情報へのアクセス⼿段

⾏政⼿続等
▼

情報格差による社会的排除を回避

従来 今後

将来のユニバーサルサービスの在り⽅①

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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将来のユニバーサルサービスの在り⽅②

コアネットワーク

アクセス網
(NTT東⻄殿の光アクセス等)

コアネットワーク

コアネットワーク

加⼊電話

携帯電話(⾳声)

光IP電話

携帯電話(データ)

ブロードバンド

全ての国⺠に保障が必要な部分
(競争中⽴性や負担⾦最⼩化等に配慮し、ユニバーサルアクセスの概念を整理)

IoT
・
・
・

市場の競争状況、ユーザニーズや地域事情の多様化等を踏まえると、
本質的に保障すべきはアクセスで、その為に基幹的なアクセス部分の確保が必要

ユニバーサルアクセスの概念の検討の必要性
【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】
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まとめ
基盤整備は競争促進が第⼀で

競争で解決できない部分に補完⼿段を検討
(ユニバーサルサービス制度は⼿段のひとつ)

基礎的電気通信役務の範囲は、
制度の経緯・趣旨から「補てん要否」という観点が必須

(補てん要否は競争⾯、国⺠負担最⼩化等の側⾯に照らして判断)

多様な技術を⽤いた固定電話の提供については、
NTTグループに係る公正競争要件に影響を与えないことが必

要

将来的にユニバーサルアクセスの保障が必要となる可能性⾼
(短期的な議論とは分けて、サービスベースの規律との関係性等、丁寧に議論すべき)

携帯電話のユニバーサルサービス指定は不適
(仮に制度の趣旨・位置づけ等、変更した上での指定の是⾮を検討する場合、

規制内容含め⾒直し要。ただし、⑤とセットで、中⻑期を⾒据えた慎重な議論が必要)

①

②

③

⑤

④

【特別委員会第４回 資料４－４ ソフトバンク株式会社提出資料より抜粋】

105

108



ユニバーサルサービス等に関する利用者意識調査の主な結果
（速報版）

【特別委員会第６回 資料６－２－２ 事務局提出資料】
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調査方法

集計方法

（１）調査手法 総務省が委託する調査会社により、モニターを対象としたインターネット調査を実施。

（２）調査実施期間 平成３１年２月２１日（木）から２月２４日（日）まで

（３）回答者数 ２１００名（日本全国の１０代から７０代以上の男女）

（４）主な調査内容 ・国民生活に不可欠な通信サービスに必要な機能・条件

・以下の通信サービスの不可欠性等に関する意識

固定電話、携帯電話、インターネット、公衆電話、電報

・災害時等に必要な通信サービスに関する意識

平成２７年国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）に基づき、性別、年齢、居住地域、居住都市規模の属性によるウェイトバック補正を
行った上で集計。

ユニバーサルサービス等に関する利用者意識調査について 107
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○ あなたは、次のうちどの機能が「国民生活に不可欠な通信サービス」で必要になるものだと思いますか。

○ あなたが、 ｢国民生活に不可欠な通信サービス｣に備わっているべきであると考える条件を選んでください。

○ ｢音声でやり取りができること｣、｢大規模な災害または停電の時でもやりとりができること｣、｢緊急通報ができること｣を回答した者の
割合が高い。

○ ｢全国どの地域でも利用できること｣｢安価な料金で利用できること｣を回答した者の割合が高い。

（１）国民生活に不可欠な通信サービスに必要な機能・条件

主な調査結果

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %

Base 2100 115 237 299 352 296 346 456

全国どの地域でも利用できること 66.5 58.2 55.9 56.7 64.2 64.4 74.5 77.5

安価な料金で利用できること 64.7 56.0 52.6 56.0 64.9 57.2 77.6 74.0

誰（こども、高齢者、障がい者など）でも利用できること 50.8 46.1 43.9 40.2 50.3 48.9 55.4 60.5

地域によって、サービスの契約内容に差がないこと 47.3 42.8 39.3 41.1 52.1 46.3 47.7 53.2

国民全体で契約者数が多いこと 40.9 40.7 31.9 32.4 37.3 41.7 44.1 51.2

屋外でも利用できること 40.8 38.7 41.4 34.4 43.0 36.6 48.2 40.8

移動中でも利用できること 38.5 40.3 35.9 30.5 38.9 34.3 43.4 43.3

国民全体で利用回数が多いこと 33.3 30.2 27.1 29.4 29.6 31.3 31.8 45.3

わからない 14.5 17.0 22.0 18.9 19.7 15.2 9.0 6.7

その他 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Total

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %

Base 2100 115 237 299 352 296 346 456

音声でやり取りができること 70.7 61.0 58.1 69.3 73.3 67.3 75.5 77.4

大規模な災害または停電の時でもやりとりができること 64.0 59.7 55.2 54.2 60.1 60.6 72.1 75.3

緊急通報ができること 63.2 60.2 54.3 52.7 61.7 62.1 69.6 72.4

インターネットに接続して知りたい情報を検索できること 58.9 62.4 57.6 63.4 60.4 55.6 57.7 57.7

文章（メールやＳＮＳ（ＬＩＮＥ等）でのやり取りができること 57.8 66.6 57.6 64.0 55.5 54.2 53.5 59.1

動画を視聴できること 20.2 31.9 27.3 21.4 20.2 18.3 19.3 14.8

映像でのやりとりができること 15.6 23.2 15.8 18.1 13.9 16.6 17.8 10.9

わからない 12.2 12.3 22.1 12.7 15.9 13.7 6.8 6.8

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Total
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○ あなたの日常生活で固定電話が利用できないと困りますか。

○ ｢困らない｣と回答した者の割合が高い。
○ ７０代以上は「困る」との回答の方が多い。

○ あなたは、固定電話が国民生活に不可欠だと思いますか。

○ ｢不可欠だと思う｣・｢どちらかというと不可欠だと思う｣の合計と
｢不可欠ではないと思う｣・｢どちらかというと不可欠ではないと思う｣
の合計がいずれも約半数と拮抗している。

○ 年代が高いほど不可欠とする回答が多くなる傾向にある。

（２）固定電話に関する意識

主な調査結果

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
不可欠だと思う 13.3 10.7 6.4 7.9 12.2 11.5 18.0 19.3
どちらかというと不可欠だと思う 34.2 36.7 26.5 30.3 31.9 31.7 31.6 45.6
どちらかというと不可欠ではないと思う 35.5 36.3 37.9 30.9 39.3 43.7 37.3 27.5
不可欠ではないと思う 17.0 16.2 29.2 30.9 16.7 13.2 13.2 7.5

Total

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
困る 31.6 24.6 12.5 20.8 24.8 27.9 41.1 50.7
困らない 49.4 51.5 61.2 62.0 47.9 50.4 45.4 38.2
わからない 19.0 24.0 26.3 17.2 27.3 21.6 13.5 11.1

Total
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○ あなたが、固定電話が利用できないと困ると思う理由は何ですか。

○ ｢携帯電話やスマートフォンの通話は電波状況によってはつながらないことがあるから｣｢緊急通報を確実に行えることが必要だから｣を
回答した者の割合が高い。

（２）固定電話に関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %

Base 664 28 30 62 87 83 142 231

携帯電話やスマートフォンの通話は電波状況によってはつながらないことがあるから 45.4 48.9 54.3 61.1 55.6 45.4 37.0 40.8

緊急通報を確実に行えることが必要だから 40.8 39.3 42.4 40.6 40.6 46.4 35.5 42.1

家族共通の代表の電話番号が必要だから 38.6 41.5 34.6 41.9 44.2 41.4 34.8 36.9

固定電話番号がないと社会的信用が得られない場合や不審に思われる場合があるから 31.9 25.6 31.9 49.3 34.4 30.1 29.8 28.9

携帯電話で電話をかけると自分の支払う料金が高くなる場合が多いから 29.5 11.5 10.7 27.4 26.8 23.8 45.9 27.5

電子メールやＳＮＳなどのインターネット接続だけでは不十分な場合があるから 22.6 16.7 20.5 14.6 24.8 13.2 25.0 26.7

携帯電話で電話を受けると通話相手の支払う料金が高くなる場合が多いから 16.8 5.7 15.9 19.0 15.6 16.8 22.7 14.4

050-IP電話の通話では不十分な場合があるから（緊急通報ができない等） 10.2 7.8 7.5 7.1 16.8 3.4 16.2 7.9

その他 5.9 0.5 8.6 0.7 7.7 6.9 9.6 4.2

Total

【年代】
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○ あなたは、携帯電話の音声通話機能は国民生活に不可欠だと思いますか。

○ ｢不可欠だと思う｣・「どちらかというと不可欠だと思う」を回答した者の割合が高い（約85%）。

○ あなたは、日常生活で固定電話は利用できるが携帯電話の音声通話が利用できない状態になると困りますか。

○ ｢困る｣を回答した者の割合が高い（約70%）。
○ 10代及び20代の年代よりも60代及び70代以上の年代の方が「困る」を回答した者の割合が比較的高い。

（３）携帯電話（音声通話）に関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代以

上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
不可欠だと思う 53.4 52.1 53.7 49.2 52.7 50.2 61.2 52.8
どちらかというと不可欠だと思う 33.6 34.3 26.4 36.2 37.3 35.5 30.3 33.9
どちらかというと不可欠ではないと思う 8.8 8.2 10.9 9.1 5.0 11.8 7.7 9.4
不可欠ではないと思う 4.3 5.5 8.9 5.5 4.9 2.5 0.8 3.9

Total

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代以

上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
困る 69.4 58.1 61.0 67.9 72.3 65.6 76.8 72.1
困らない 16.0 19.8 18.5 17.4 12.4 12.0 18.4 16.3
わからない 14.6 22.1 20.5 14.7 15.3 22.4 4.8 11.5

Total

【年代】
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○ あなたは、日常生活で固定電話や携帯電話の音声通話は利用
できるが、インターネットは利用できない状態になると困りますか。

○ インターネットの利用は国民生活に不可欠だと思いますか。

○ ｢不可欠だと思う｣・｢どちらかというと不可欠だと思う｣を回答
した者の割合が高い（約90%）。

○ ｢困る｣を回答した者の割合が高い（約85%）。

（４）インターネットに関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
不可欠だと思う 66.0 70.3 66.4 65.2 69.2 64.1 74.5 57.5
どちらかというと不可欠だと思う 26.5 19.6 23.1 26.4 23.9 28.0 21.5 34.8
どちらかというと不可欠ではないと思う 4.5 5.9 3.9 6.8 3.0 3.8 2.4 6.3
不可欠ではないと思う 3.0 4.2 6.5 1.6 4.0 4.1 1.7 1.4

Total

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
困る 85.4 83.9 78.7 87.8 89.1 83.1 90.5 82.5
困らない 7.0 4.5 9.9 5.5 4.3 7.4 6.3 9.6
わからない 7.6 11.5 11.4 6.8 6.6 9.5 3.2 7.9

Total

【年代】
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○ インターネットを利用して提供される次のサービスの中から、国民生活に不可欠だと思う機能を選んでください。

○ ｢電子メールの送受信｣｢検索サービスの利用｣を回答した者の割合が高い。

（４）インターネットに関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 1941 103 212 274 328 272 332 421

電子メールの送受信 82.7 61.5 67.5 82.6 86.5 81.0 88.6 89.2

Googleなどの検索サービスの利用 74.5 73.0 80.4 80.6 79.5 71.0 73.0 67.4

文章を中心とする情報の閲覧あるいは投稿 57.4 51.7 48.0 61.4 64.2 56.2 59.8 54.4

地図ナビゲーション 50.0 45.8 49.7 47.3 46.7 43.5 54.3 56.1

通信販売（Amazon、楽天市場等） 44.6 34.4 41.3 37.8 46.4 37.6 49.8 52.3

ＳＮＳ（LINEやSkype等） 38.7 72.2 61.2 44.2 46.5 34.7 28.2 20.4

金融取引（オンラインバンキングなど） 30.6 19.0 17.4 26.0 33.1 27.2 43.1 33.6

標準的な動画の視聴（YouTubeの標準画質等） 26.2 34.6 35.0 26.8 27.7 22.1 25.5 21.3

写真や図の閲覧あるいは投稿 25.8 29.7 31.5 28.7 24.7 22.4 25.9 23.1

ビデオ通話やテレビ電話 13.2 26.6 27.7 13.2 12.5 9.5 12.6 6.1

テレビ放送並み以上の高品質な動画の視聴 10.4 11.9 17.0 13.9 9.7 8.2 11.2 6.0

050-IP電話 5.4 3.6 7.1 5.7 7.4 2.3 7.2 4.1

わからない 3.9 9.6 4.5 3.1 1.2 6.2 1.5 5.3

その他 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.3 0.0

Total

【年代】
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○ あなたは、公衆電話は国民生活に不可欠だと思いますか。

○ ｢不可欠だと思う｣・｢どちらかというと不可欠だと思う｣を回答した者の割合が高い（約70%）。

○ ｢緊急通報ができるから｣｢大規模な災害又は停電の時でも使えるから｣を回答した者の割合が高い。

（５）公衆電話に関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 1529 80 156 199 270 212 246 367

緊急通報ができるから 67.8 57.4 56.8 62.6 71.6 76.8 71.8 66.9

大規模な災害又は停電の時でも使えるから 62.0 55.8 59.2 59.8 58.7 50.3 65.4 72.7

音声でやり取りができるから 41.5 38.0 39.2 39.8 49.0 35.4 39.7 43.2

屋外で音声通話ができるから 37.6 30.6 31.5 33.0 40.4 26.3 35.4 50.1

公衆電話はどこにでもあるから 24.6 32.7 32.9 22.8 22.8 16.0 24.8 26.2

日常生活のいつでも公衆電話を使えるから 21.6 15.6 28.5 24.2 22.2 18.2 18.4 22.2

テレホンカードで通話することができるから 16.5 13.7 8.9 10.3 15.2 13.1 18.0 25.6

利用料金が安価だから 16.4 21.2 18.4 14.4 9.0 9.3 16.0 25.2

その他 1.0 2.5 0.2 0.0 0.2 0.4 1.2 2.3

Total

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456

不可欠だと思う 25.9 22.5 19.5 19.4 23.7 25.7 26.4 35.9

どちらかというと不可欠だと思う 46.9 47.3 46.3 47.1 52.9 46.0 44.8 44.6

どちらかというと不可欠ではないと思う 20.1 20.6 24.3 26.1 16.1 21.9 22.3 14.0

不可欠ではないと思う 7.1 9.6 9.9 7.4 7.3 6.5 6.5 5.4

Total

【年代】

○ あなたが、公衆電話が国民生活に不可欠だと思う理由は何ですか。
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○ 大規模な災害または停電の時に最低限必要な通信サービスは何だと思いますか。

○ ｢携帯電話での音声通話｣｢固定電話での音声通話｣を回答した者の割合が高い。

（６）災害時等に必要な通信サービスに関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456

携帯電話での音声通話 71.0 58.5 69.0 67.3 73.6 68.5 74.5 74.4

固定電話での音声通話 53.2 37.4 39.5 44.3 55.4 50.1 61.6 63.8

携帯インターネット接続サービスでのメールやＳＮＳ（ＬＩＮＥ電話などのＩＰ電話） 43.2 40.5 41.8 46.7 48.5 44.2 46.5 35.2

通常型の公衆電話での音声通話 36.9 30.7 30.1 33.7 43.6 31.9 34.7 43.7

携帯インターネット接続サービスでの検索 28.5 24.1 27.8 33.6 35.0 26.9 27.0 23.7

特設公衆電話での音声通話 28.1 21.9 16.6 27.4 38.2 27.1 22.7 33.0

固定高速インターネット接続サービスでのメールやＳＮＳ 22.5 14.8 16.9 24.6 28.5 21.4 24.1 20.8

固定高速インターネット接続サービスでの検索 15.8 11.0 10.5 16.9 18.2 15.6 17.0 16.3

わからない 8.5 21.5 14.5 11.7 7.1 7.7 4.6 4.5

その他 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.3

Total

【年代】
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○ 大規模な災害または停電の時に役立った通信サービスは何ですか。

○ ｢携帯電話での音声通話｣｢固定電話での音声通話｣を回答した者の割合が高い。

（６）災害時等に必要な通信サービスに関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 953 46 94 147 187 133 162 184

携帯電話での音声通話 42.8 46.5 45.1 40.3 38.6 33.6 49.3 48.1

固定電話での音声通話 32.0 19.7 30.1 12.5 30.8 33.1 43.8 41.7

携帯インターネット接続サービス 23.7 23.5 23.4 25.9 33.5 19.8 18.5 19.4

通常型の公衆電話での音声通話 18.1 16.6 11.9 17.3 22.2 14.4 23.5 16.2

固定高速インターネット接続サービス 10.7 10.2 10.9 8.9 18.1 8.7 6.1 10.1

特設公衆電話での音声通話 9.6 9.9 11.9 6.7 14.0 9.9 7.5 8.1

わからない 19.3 24.3 24.9 27.0 20.3 21.3 12.7 12.6

その他 1.9 0.4 2.3 1.2 2.3 1.6 1.3 3.0

Total

【年代】
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○ あなたの日常生活で、ＮＴＴ東日本／西日本の電報サービスが利用できないと困りますか。

○ ＮＴＴ東日本／西日本の電報サービスは国民生活に不可欠だと思いますか。

○ ｢困らない｣を回答した者の割合が高い（約50%）。

○ ｢不可欠ではないと思う｣・｢どちらかというと不可欠ではないと思う｣を回答した者の割合が高い（約60%）。

（７）国内電報に関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
困る 27.1 32.3 26.0 22.6 19.8 30.8 29.9 30.7
困らない 49.2 30.0 40.1 53.4 54.6 50.0 54.7 46.9
わからない 23.7 37.7 33.9 24.0 25.6 19.3 15.4 22.4

Total

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
不可欠だと思う 15.7 21.5 14.9 9.3 13.1 13.6 21.7 17.7
どちらかというと不可欠だと思う 23.3 32.1 26.2 25.6 19.4 22.6 19.5 24.2
どちらかというと不可欠ではないと思う 34.2 23.5 33.2 33.5 38.7 35.7 32.4 34.8
不可欠ではないと思う 26.8 23.0 25.8 31.6 28.8 28.1 26.4 23.3

Total

【年代】
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○ ＫＤＤＩの国際電報サービスは国民生活に不可欠だと思いますか。

○ あなたの日常生活で、ＫＤＤＩの国際電報サービスが利用できないと困りますか。

○ ｢困らない｣を回答した者の割合が高い（約65%）。

○ ｢不可欠ではないと思う｣・｢どちらかというと不可欠ではないと思う｣を回答した者の割合が高い（約75%）。

（８）国際電報に関する意識

主な調査結果

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
困る 7.2 12.1 9.0 9.1 5.5 8.6 5.9 5.1
困らない 63.9 41.0 47.6 62.1 66.4 68.6 73.8 67.0
わからない 28.9 46.8 43.4 28.8 28.0 22.8 20.2 27.9

Total

【年代】

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代
７０代
以上

% % % % % % % %
Base 2100 115 237 299 352 296 346 456
不可欠だと思う 4.1 7.7 3.7 4.7 3.4 6.9 3.8 1.9
どちらかというと不可欠だと思う 19.3 33.7 21.4 20.1 14.7 14.0 23.0 18.1
どちらかというと不可欠ではないと思う 38.0 26.5 39.4 35.3 40.0 41.7 34.2 41.2
不可欠ではないと思う 38.6 32.1 35.5 39.9 42.0 37.4 39.1 38.8

Total

【年代】

118

115



第２部 2030年を見据えたネットワークビジョンを巡る個別の政策課題
第２章 モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言
第３章 モバイル市場の競争環境の確保の在り方

119

「利用者料金その他の提供条件」に関する事項

「モバイル市場の競争環境に関する研究会」中間報告書について

情報通信を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、利用者が多様なサービスを低廉な料金で利用できる環境整備
に向け、①利用者料金その他の提供条件と②事業者間の競争条件の両面から、取り組むべき事項を取りまとめ。

議論の経緯

※第４回及び第６回は「ＩＣＴサービス安心・安全研究会消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」と合同開催
※橙字は「利用者料金その他の提供条件」に関する事項、緑字は「事業者間の競争条件」に関する事項、黒字は双方に関する事項

モバイル市場の
競争環境の適正化

概 要

構 成

• シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現
• 販売代理店の業務の適正性の確保
• 利用者の理解促進
• 広告の適正化

• 接続料算定の適正性・透明性の向上
• ネットワーク利用の同等性確保に向けた検証
• 音声卸料金の適正性の確保

• 第二種指定電気通信設備制度の全国BWA事業者への適用

• 中古端末の国内流通の促進
• 利用者料金等のモニタリング

• セルラーLPWAの提供
• MNOによるネットワーク提供に

係るインセンティブ付与

緊急提言

「事業者間の競争条件」に関する事項

第１回会合
（10/10）

事務局説明
ヒアリング①

第２回会合
（10/18）

ヒアリング②

第３回会合
（11/14）

ヒアリング③

第４回会合※

(11/26)

緊急提言（案）

第５回会合
（12/26）

ヒアリング④

第６回会合※

(1/17)

緊急提言

第７回会合
（1/22）

討議①

第８回会合
（2/1）

討議②

第９回会合
（2/22）

中間報告書骨子
（案）

第10回会合
（3/14）

中間報告書（案）
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中間報告書の全体概要

「利用者料金その他の提供条件」に関する事項 「事業者間の競争条件」に関する事項

今後検討する事項
5Gの進展、eSIMの普及等が見込まれる中で、将来生じることが想定される課題について、中間取りまとめ後、検討を深める

①接続料算定の適正性・透明性の向上
2019年度に届出される接続料から、「将来原価方式」による算定を実
施（制度整備のため、有識者による検討を開始）
2018年度末に届出される接続料から、審議会へインカメラでの算定根
拠の報告を実施

②ネットワーク利用の同等性確保に向けた検証
ＭＮＯのサブブランドやグループ内MVNOとの同等性の確保のため、
接続料等と利用者料金との比較検証の実施に向け、検証範囲や方法
等について詳細な検討を早急に準備

③音声卸料金の適正性の確保
音声卸料金の水準の適正性を確認するため、音声卸料金と実質的な
利用者料金との比較検証を実施

④セルラーLPWAの提供
MVNOによるセルラーLPWAサービスの提供を確保する方策について、
中間取りまとめ後、引き続き検討

⑤MNOによるネットワーク提供に係るインセンティブ付与
周波数割当てに係る審査、電波の利用状況調査において、ネットワー
クが多様かつ多数の者に対して提供されたか等評価

⑥第二種指定電気通信設備制度の全国BWA事業者への適用
全国BWA事業者（UQ, WCP）の設備を速やかに指定することにより、
当該事業者のネットワークの提供条件を適正化

①シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現
通信料金と端末代金の完全分離、行き過ぎた期間拘束の是正

②販売代理店の業務の適正性の確保
販売代理店への届出制の導入等

③利用者の理解促進
改正法の施行にあわせ、拘束期間における支払総額の目安の提示
が行われるよう、消費者保護ガイドラインを改正

④広告の適正化
消費者の誤認を招くような店頭広告表示とならないよう携帯電話事業
者の自主チェックを強化するともに、電気通信サービス向上推進協議
会において自主基準等の見直しを検討

⑤中古端末の国内流通の促進
リユースモバイル関連ガイドライン検討会で端末内の利用者情報の消
去など中古端末の適正な取扱いのための民間ガイドラインを作成
（注：3/8公表）

⑥利用者料金等のモニタリング
携帯電話事業者の取組や料金その他の提供条件等のモニタリングを、
2019年度に試行的に実施、2020年度から本格的に実施

緊急提⾔に盛り込まれた事項

→ 電気通信事業法改正案
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122「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」（概要）①
～シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現～

 購入する端末によって通信料金が異なり
不公平。

 割引等を受けるために通信役務の継続利用が
求められる場合があり、利用者を過度に拘束。

 端末買換えサポートプログラム（４年縛り）は、通
信役務の継続を条件とし、利用者を囲い込み。

 端末購入を条件とする通信料金の割引を
廃止。

 通信役務の一定期間の継続利用を条件とする
端末代金の割引の見直し。

 端末買換えサポートプログラム（４年縛り）につい
て抜本的に見直し（通信契約とのひも付けを禁止）。

通
信
料
金
と
端
末

代
金
の
完
全
分
離

行
き
過
ぎ
た

期
間
拘
束

 期間拘束なしの料金プランが実質的な選択肢と
なっていない。

 違約金の算定根拠が不明。

 期間拘束の自動更新により、スイッチングコス
トが上昇。

 期間拘束なしの料金プランについて、合理的理
由なく著しく劣る提供条件の設定を禁止。

 合理的根拠のない著しく高額な違約金を禁止。

 自動更新の有無により料金等に差を設けること
を禁止。

主な問題点 主な提言

最低限の基本的なルールとして電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を検討・実施

現 状 見直し後

端末A
購入者

端末B
購入者

端末C
購入者

割引

通信
サービス
料金

端末
非購入者

通信サービス
料金

通信
サービス
料金

通信
サービス
料金

割引
割引

端末A
購入者

端末B
購入者

端末C
購入者

端末
非購入者

通信
サービス
料金

通信
サービス
料金

通信
サービス
料金

通信
サービス
料金

低廉化 低廉化 低廉化 低廉化

※このほか、過度に複雑な料金プランや合理性を
欠く料金プランについても見直しを求める。

＜想定される料金プランの見直しイメージ＞
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 通信サービスに係る苦情・相談が依然として多い
が、販売代理店への指導は一義的には通信事
業者に委ねられ、行政の現状把握が不十分。

 二次、三次販売代理店等の存在も含め、通信
事業者による指導が十分に行き届かず。

 通信事業者・販売代理店による利用者に誤認を
与える勧誘のほか、販売代理店における独自の
過度な端末購入補助等の不適切な業務は、業
務改善命令の対象外。

 行政が販売代理店の存在を直接把握できるよう
届出制度を導入。

 通信事業者・販売代理店による、利用者に誤解
を与える不適切な勧誘行為（社名や勧誘目的の不

明示等）を禁止。

 販売代理店の不適切な業務実態（独自の過度な端末

購入補助等）について業務改善命令の規律を導入。

主な問題点 主な提言

販売代理店の業務の適正性の確保に向け、電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を実施

現 状 見直し後

通信サービスの提供条件の説明義務

代理店を直接把握する手段なし
（通信事業者を通じて把握）

端末の販売等に係る処分権限なし

通信サービスの提供条件の説明義務

代理店の届出制を導入

通信サービスの提供を前提条件とする
端末の販売等について、

業務改善命令等の規律を導入

利用者に誤解を与える不適切な勧誘行為を禁止

利用者に誤認を与える勧誘への規律なし

「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」（概要）②
～販売代理店の業務の適正性の確保～

モバイル市場の競争環境に関する研究会

概 要

 情報通信を取り巻く環境の変化を踏まえ、利用者利益の向上が図られるよう、モバイル市場における事業
者間の公正競争を更に促進し、多様なサービスが低廉な料金で利用できる環境を整備するための方策に
ついて検討を行う。

構成員等

（座長） 新美 育文 弁護士（元 明治大学 法学部 教授）

（座長代理） 相⽥ 仁 東京⼤学⼤学院 ⼯学系研究科 教授

大谷 和子 株式会社⽇本総合研究所 法務部⻑
大橋 弘 東京大学大学院 経済学研究科 教授

北 俊一 株式会社野村総合研究所 パートナー

佐藤 治正 甲南大学 マネジメント創造学部 教授

関⼝ 博正 神奈川⼤学 経営学部 教授

⻑⽥ 三紀 情報通信消費者ネットワーク

西村 暢史 中央大学 法学部 教授

西村 真由美 公益社団法人全国消費生活相談員協会 IT研究会代表

（オブザーバ）公正取引委員会、消費者庁

主な検討課題

（１）事業者間の競争条件について

（２）利用者料金その他の提供条件について

（３）その他

（敬称略）
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利用者の理解促進（支払総額の目安の提示）

 期間拘束のある契約について、利用者が拘束期間全体に渡る負担の総額を正確に理解し、比較検討できるよ
うにするため、携帯電話事業者においては、単月の支払額のみでなく、拘束期間全体において利用者が支払う

通信料金と端末代金の総額の目安を併せて示すことが適当（改正法施行時目途）。

 総務省においては、消費者保護ガイドラインの改正を含め、速やかに必要な措置を講ずることが適当。

以下の条件で２年間の期間拘束契約を締結した場合を想定
○ 通信料⾦（4,480円/⽉）
○ 1年間割引（通信料⾦から1年間1,000円/⽉割引）
○ 学割（通信料⾦から3か⽉間1,980円/⽉割引）
○ 端末代⾦（総額：72,000円、24回割賦払いで3,000円/⽉）

 他社から乗りかえ
 端末○○
 1年間割引
 学割

Ｗｅｂシミュレーション結果における
支払総額表示

1〜3か⽉⽬ 4,500円/⽉

4〜12か⽉⽬ 6,480円/⽉

13か⽉⽬以降 7,480円/⽉

２年間総額：164,580円
（内訳）
 通信料⾦総額：107,520円

（割引総額：▲17,940円）
 端末代⾦総額： 72,000円
 その他⼿数料等： 3,000円

支払総額の追記

＜現状のＷｅｂシミュレーション結果画⾯（例）＞

契約時の説明資料における支払総額表示

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

通信料⾦ 端末代⾦ その他⼿数料等

＜現状の説明資料における⽀払額イメージ（例）＞
（円/⽉）

（お支払い金額）

支払額が期間によって異なる

月ごとの支払額を提示するのみ
では、拘束期間全体での

支払額を把握困難

拘束期間における支払総額の目安の提示のイメージ
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広告の適正化
 販売代理店の店頭広告、テレビＣＭやＷｅｂ広告などにおいて、一部の利用者にしか適用されない安価な料金

プラン（条件付最安値）を強調した広告が行われている。特に、携帯電話の販売代理店の店頭においては、「端

末実質０円」や高額のキャッシュバック等を訴求する広告表示がみられる。

 携帯電話事業者による店頭掲示物等の自主的なチェックや、業界団体による自主基準の改訂の検討等が行

われる予定であり、その実施状況を注視することが適当。

携帯電話事業者による取組 業界団体（電気通信サービス向上推進協議会）による取組

①事前チェック（2018年12月から実施済）

 店頭掲示物：原則として携帯電話事業者の指定する様式
に限定する（指定外の広告については、事前チェックを徹底）。

 販売代理店のSNS広告：端末売価訴求及び還元訴求を禁
止する等事前のルールを定める。

②事後チェック（2019年度上期中に実施）

 店頭掲示物及びチラシ：電気通信事業者による自主的な
調査を行い、不適切事例の是正及び再発防止を図る。

 その結果について、業界団体（電気通信サービス向上推進協議会

を想定）へ報告する。

①広告チェック体制への消費者モニターの導入（2019年８月から実
施）

 全国向けテレビ広告及び新聞広告の事後審査に消費者目
線を採り入れる体制を整備する。

②次の課題に関し、自主基準等の改訂の要否を検討（2019年６月ま
でに検討、2019年中に改訂）

 店頭掲示物：キャッシュバック等に関する注記の在り方等。
 テレビＣＭ等の条件付最安値表示：料金の安さの強調によ

る制約条件の分かりづらさ等。
 ウェブ広告：強調表示と注釈表示との近接性等。

③携帯電話事業者による店頭広告に関する事後チェックの取組
結果の報告を受け、外部から監査する。

事業者
による

事前チェック

事前チェック 事後チェック

原則、事業者指定
様式に限定

（2018年12⽉〜）

事前ルール化
（2018年12⽉〜）

（端末売価訴求および還元訴求不可等）

事業者による⾃主的な調査
↓

業界団体への報告
（2019年度上期中予定）

※報告内容、対象等詳細については、業界団体と検討

キャリア
ショップ
作成

事業者
作成

店頭掲出物

チラシ

SNS

WEB

CM
テレビ・ラジオ等 社内事前

審査

＋

サービス向上推進協議会への報告

© 2019 TCA
新たな⾃主的取り組み

事業者に対して、
広告表⽰⾃主基準・ガイドラインに照らした検討結果を送付

問題がある場合は改善を要請
協議会Webサイトで事業者名を伏せて検討結果を公開

広告表⽰ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ委員会（本審査）

消費者団体、電気通信4団体、JARO、
総務省（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

有識者、弁護⼠、消費者団体代表、JARO、
総務省（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

広告表⽰特別検討部会；仮称（消費者モニター）
新設（案）

料⾦系広告に特化
消費者⽬線でCMをチェック

広告表⽰検討部会（予備審査）

四
半
期
毎
開
催
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中古端末の国内流通の促進

 通信料金と端末代金の完全分離や中古端末のSIMロック解除開始（2019年９月） （※）を受け、中古端末の流通促進
が期待。

 利用者が安心して中古端末を売買できるよう、関係事業者における自主的なガイドライン（2019年３月８日策定）

に沿った対応やその継続的な見直し、ガイドラインの遵守を担保する仕組みの検討を進めることが期待。

（※）ＮＴＴドコモは2019年２月に対応開始済み。

出典： 総務省電気通信事業分野における市場検証（2017年度）年次レポート

 使い終えた古い端末について、利用者は

 61.8％が廃棄又は自ら保管

 30.8％が携帯電話事業者の買取り又は無償で
の引取りを利用

 6.6％がリサイクルショップ等に譲渡

 国内での供給量は少ないとの指摘

現状 今後

中古端末のSIMロック解除通信料金と端末代金の完全分離

中古端末の流通促進
ニーズに応じた選択

端末の選択肢の多様化

携帯電話事業者において
必要な体制の検討・準備

 中古端末関連事業者（※）が2018年7月から検討。
 以下について基本的な考え方及び留意すべき事項を自主基準とし

て策定。
 端末内の利用者情報の処理
 端末の格付基準
 関連法令の遵守等

 今後、ガイドラインを遵守する事業者の認定の仕組みを検討。

関係事業者における「リユースモバイルガイドライン」に沿った対応等
→利用者が安心して中古端末を売買できる環境整備

※ リユースモバイル・ジャパン（RMJ）及び携帯端末登録修理協議会（MRR）加盟有志企業から
成る「リユースモバイル関連ガイドライン検討会」

2019/3/8策定
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利用者料金等のモニタリング

 更なる取組の必要性や方向性についての検討の前提として、専門家の意見を交えて、利用者料金等の状況を
総合的かつ継続的に把握・分析するモニタリング体制を整えることが適当（2019年度から試行的に実施、2020年度

から本格実施）。

事業者間関係 利用者料金関係 利用者保護関係

・契約数等の市場の状況
・接続関係の規律等の遵守状況

・改正事業法の遵守状況
・利用者料金・サービスの状況
・端末販売の状況

・説明義務等の利用者保護規律の遵守
状況

電気通信市場検証会議
消費者保護ルール実施状況の

モニタリング定期会合

波及？波及？ 波及？波及？

特化したモニタリングなし

現状

 利用者料金・提供条件の状況や総務省の取組や事業者の取組による効果に特化した定期的なモニタリングは
行われていない。

 今後、モバイル市場は大きく変わることが見込まれる（電気通信事業法の改正、それを踏まえた携帯電話事業者各社

の料金プラン・端末販売方法の見直し、MNOの新規参入）。

 更なる取組の必要性や方向性についての検討の前提として、利用者料金等の状況の把握・分析が有用。

 個別の政策課題を議論する場とは別に、専門家の意見を交えて、携帯電話事業者の取組や料金その他の提
供条件の状況、各種規律の遵守状況、モバイル市場の状況、利用者の認識、総務省の取組の進捗等を総合的
かつ継続的に把握・分析するモニタリング体制を整えることが適当（2019年度から試行的に実施、2020年度から本
格実施）。

今後
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 現在、MVNOがMNOに支払う接続料（ネットワークの利用料）は、過去の実績（原価、需要等）に基づく「実績原価方式」
により算定。

 MVNOにおける予見性確保、キャッシュフロー負担軽減を図り、公正競争を確保するため、2020年度から、合理
的な予測に基づく「将来原価方式」による算定とすべき。（制度の詳細は今後専門家による検討体制で集中的に議論。省令改正

事項。）

前年度 当年度 翌年度 翌々年度

接続料算定の適正性・透明性の向上

接続料

過去の実績に基づき、接続料を算定。

前々年度実績
に基づき

接続料算定

① 精算額が当年度末や翌年度末に確定するた
め、予見性が確保されず、原価管理に支障。

② 接続料の低下局面では、前々年度実績に基
づく相対的に高い接続料による支払いを要
し、過大なキャッシュフロー負担。

月々の支払い

前年度実績
に基づき
一次精算

当年度実績
に基づき
二次精算

前年度 当年度 翌年度 翌々年度

接続料

合理的な予測
に基づき

接続料算定

月々の支払い

当年度実績
に基づき

予測との乖離を調整

接続料 接続料 ・・・

合理的な予測に基づき、単年度あるいは複数年
度の接続料を算定。

① 当年度の接続料の予見性が確保される。

② 前々年度実績に基づく支払いが不要となり、
キャッシュフロー負担が軽減。

③ 複数年度の接続料も算定される場合、予見性
の一層の向上が期待。

「実績原価方式」（現在） 「将来原価方式」（2020年度以降）
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ネットワーク利用の同等性確保に向けた検証

MNO

低廉な料金プラン

低廉な料金プラン以外
の料金プラン

MNO

低廉な料金プラン以外
の料金プラン

他のMVNO

低廉な料金プラン

利用者
料金収入

営業費

グループ内MVNO

低廉な料金プラン

利用者
料金収入

営業費
補助？

利用者
料金収入

営業費
補助？

ネットワーク
関連費

（接続料等）

ネットワーク
関連費

ネットワーク
関連費

（接続料等）

補助？補助？

競
争
上
不
利
な
立
場
に

置
か
れ
る

高
品
質

高
品
質

 MNOやMNOのグループ内のMVNOにおいて、内部補助やグループ内補助がなければ赤字になるようなネットワー
ク関連費の支出（回線容量の確保等）が行われると、他のMVNOは競争上不利な立場に置かれる。

 ネットワーク利用の同等性の確保のため、MNOの低廉な料金プラン及びMNOのグループ内のMVNOのプランにつ
いて、接続料等の総額と営業費相当額との合計が利用者料金収入を上回らないものであるか等についての確
認を行うことが適当。
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音声卸料金の適正性の確保

 音声卸料金は約10年に渡り見直しが行われていない例があるが、その間に、利用者料金については、定額制
料金や準定額制料金の設定、料金割引の設定等が増えてきている。

 MNOが利用者に対して音声役務を提供する際の実質的な料金が音声卸料金を下回る場合には、音声役務に
ついてMNOとMVNOとの間の公正な競争が期待できない。

 そこで、MNOに対して必要なデータの提供を求めた上で、実質的な利用者料金と音声卸料金について、両者
の比較を行う等の方法により、音声卸料金の適正性について検証を行うことが適当。

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

2011年 12月 「従量制」音声卸料金設定

2014年 ６月 「定額制」利用者料金設定
「カケホーダイ」

・ 2,700円/月で通話無料

４月 「従量制」音声卸料金設定

８月 「定額制」利用者料金設定
「カケホ」

・ 2,700円/月で通話無料

７月 「定額制」利用者料金設定
「スマ放題」

・ 2,700円/月で通話無料

2015年 ９月 「準定額制」利用者料金設定
「カケホーダイライト」

・ 1,700円/月で５分以内の通話無料
・ ５分超は20円/30秒

９月 「準定額制」利用者料金設定
「スーパーカケホ」

・ 1,700円/月で５分以内の通話無料
・ ５分超は20円/30秒

９月 「準定額制」利用者料金設定
「スマ放題ライト」

・ 1,700円/月で５分以内の通話無料
・ ５分超は20円/30秒

10月 「従量制」音声卸料金設定

利用者料金 音声卸料金

収入を算出 費用を算出

検証
従量制料金、定額制料金、

準定額制料金、各種割引 等
従量制料金のみ

実質的な利用者料金（収入）と音声卸料金（費用）の比較等により、音声卸料金の適正性を検証。

※ 各社の利用者料金は、２年契約適用に係る金額を記載。
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セルラーLPWAの提供

 セルラーLPWA（※)について、MNOとMVNOとの間の公正競争が確保され、MNOだけではなくMVNOによっても多
様なサービスが低廉な料金で提供されるようになるためには、MNOからMVNOに対し、セルラーLPWAが適正
な料金で提供される必要がある。

※ 低消費電力、ワイドエリアといった特長を有するIoT向けの通信サービスの提供を可能とする技術。電力、ガス、水道等のスマートメーター、
各種センサー・機器の維持管理、物流等のM2M分野のほか、ウェアラブル、医療ヘルスケア等様々な分野での活用が期待されている。

 セルラーLPWAの特性が十分発揮されるネットワーク開放が適正な条件の下で早期に実現するよう確保する方
策について、専門家による検討体制により、集中的に議論を行うことが適当。

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

セルラーLPWA専用の料金プ
ランにおける基本料最安値

（IoT事業者向け）

※セルラーLPWA専用の料金プラン
を設定していない。従来のIoT用の料
金プランにおける基本料最安値は
400円/回線・月。

40円/回線・月
（※１）

（2018年１月設定）

10円/回線・月
（※２）

（2018年４月設定）

データ伝送交換機能におけ
る「回線管理機能」の接続料

（MVNO向け）
94円/回線・月 88円/回線・月 88円/回線・月

※１：契約回線数500万1回線以上、内包データ量10KBの場合。
※２：内包データ量10KB、ソフトバンクのIoTプラットフォーム（初期費用：１万円/契約、月額費用：１万円～/契約）と併用する場合。

【セルラーLPWAに係る料金・接続料設定状況】

MVNOがセルラーLPWAを低廉な料金で柔軟に提供することが困難な状況
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 よりよい計画を有する者を評価するための競願時
審査において、MVNO促進に関する評価項目の
配点を他の項目と比べて重み付け。

 特に、L2接続によりMVNOへネットワーク提供を
行う具体的な計画がより充実している者を評価。

 次回の周波数割当ての審査において、MVNO 促
進に関する計画の進捗状況等を評価。

MNOによるネットワーク提供に係るインセンティブ付与

 MNOによるMVNOに対するネットワーク提供の促進については、現状において、事業者間の競争促進、利用者
利益の保護の観点のみならず、電波の公平かつ能率的な利用の確保の観点からも、①周波数割当てに係る
審査、②電波の利用状況調査・評価において実施されている。

 MVNOに対するネットワーク提供は重要であり、引き続き、MNOがネットワーク提供に継続的に取り組むインセ
ンティブを与えることが適当。

 毎年実施している移動通信システム（携帯 電
話・全国BWA）に係る電波の利用状況調査にお
いて、無線局の開設状況に加え、周波数の 逼
迫度（トラヒック）やMVNO促進の状況等について、
周波数別、免許人ごとに調査・評価を実施し、公
表。

現状

引き続き、MNOがMVNOに対するネットワーク提供に継続的に取り組むようインセンティブ付与を実施。

今後

●個々の配点の重み付けを行う趣旨が適切
に反映されるよう配点のバランスに留意

●多様かつ多数の者へのネットワーク提供、
MVNOに対する機能開放形態など多様な
要素を考慮

●将来計画だけでなく実績も考慮

●MVNOへのネットワーク
提供に資する継続的な取
組が行われているかの
検証等、引き続き評価・
公表方法を検討

① 周波数割当てに係る審査 ② 電波の利用状況調査・評価
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第二種指定電気通信設備制度の全国BWA事業者への適用

MVNOユーザ携帯電話事業者ユーザ

全国BWA事業者（WCP、UQ）の設備→今般指定

周波数

携帯電話事業者 (ソフトバンク、KDDI)の設備→指定済み

周波数

 電気通信事業法では、端末シェアの大きいMNOが、「交渉上の優位性」を背景に、接続における不当な差別的
取扱いや接続協議の長期化等を引き起こすおそれがあることに鑑み、設備に接続される端末のシェアが一定
規模（10％）を超えるMNOに、総務大臣の指定により、接続料等についての接続約款の策定・届出義務等を
課す「第二種指定電気通信設備制度」が規定されている。

 全国BWA事業者２社（WCP、UQ）の設置する設備に接続される端末のシェアが10％を超えたため、当該２社
の設備を同制度の適用対象として指定することが適当。

※ これら２社の設備は、主に携帯電話事業者による「電波利用の連携」に利用されているところ、全国BWA事業者にも「交渉上の優位性」がある
と考えられるが、実態に即して必要な特例措置を講じるべき（携帯電話事業者と一体の接続料算定を可能とする等の省令改正）。

電波利⽤の
連携

電波利⽤の
連携

（規律対象）

（規律対象外）

MVNO

【全国BWA事業者の設備を利用した「電波利用の連携」】【全国BWA事業者の設備を利用した「電波利用の連携」】 【指定により課される義務】【指定により課される義務】

• 全国BWA事業者によるネットワーク提供が、接続
会計に基づく適正原価・適正利潤により算定され
た接続料により行われる。

• 一体的に接続料を算定する場合においても、その
ネットワーク提供が、それぞれの接続会計に基づ
く適正原価・適正利潤により算定された接続料に
より行われる。

【全国BWA事業者の設備の指定の効果】【全国BWA事業者の設備の指定の効果】

• 接続料（MVNO等が支払うネットワーク利用料）の
算定の基礎となる接続会計の整理・公表

• 接続料等を記載した接続約款の策定・届出
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第２部 2030年を見据えたネットワークビジョンを巡る個別の政策課題
第４章 消費者保護ルールの在り方
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「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」中間報告書について

電気通信サービスの多様化・複雑化や消費者トラブルの現状を踏まえ、2015年法改正による消費者保護ルール※

の実施状況に関する評価を行うとともに、今後の消費者保護ルールの在り方について検討を行い、今後の取組の
方向性を「中間報告書」として取りまとめ。

議論の経緯

第１回
（10/22）

事務局説明
ヒアリング①

第２回
（11/8）

ヒアリング②

第３回
（11/15）

ヒアリング③

第４回※

(11/26)

緊急提言案

※第４回及び第６回は「モバイル市場の競争環境に関する研究会」と合同開催

第５回
（12/26）

ヒアリング④

第６回※

(1/17)

緊急提言

第７回
（2/22）

中間報告骨子
（案）

電気通信サービスの
契約における

消費者保護の確保

概 要

構 成

○２０１５年消費者保護ル－ルの実施状況と評価
○緊急提言
・シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現
・販売代理店の業務の適正性の確保

○個別論点
・携帯電話の料金プランの理解促進
（拘束期間全体での総額表示、利用実態に応じた料金プランの見直し推進）

・手続き時間等の長さへの対応
・広告表示の適正化
・不適切な営業を行う販売代理店等への対策
・高齢者のトラブルへの対応
・法人契約者のトラブルへの対応
・その他 （成年年齢引き下げに対応した消費者教育の推進、青少年フィルタリング利用の促進、

在留外国人による携帯電話の契約及び利用の円滑化）

・ 2030年を見据えた消費者保護の在り方

※従来の説明義務等に加え、契約書面の交付義務、初期契約解除制度、不実告知等・勧誘継続の禁止等を導入

第８回
（3/14）

中間報告書
（案）
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消費者保護ルールの検証に関するWG 中間報告書 概要

個別の論点

⑤高齢者のトラブルへの対応
・業界団体等作成の高齢者向け対応マニュアル・説明ツール活用

の徹底

・ＩＣＴ及び契約に係るリテラシー向上に向けた、事業者のスマホ

教室やお試しスマホの拡大 、地域における啓発活動の促進等

⑦その他
・成年年齢引下げに対応した消費者教育の推進

・青少年フィルタリング利用の促進

・在留外国人による携帯電話の契約及び利用の円滑化

2015年消費者保護ルールの実施状況と評価

緊急提言 ①シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現
通信料金と端末代金の完全分離、行き過ぎた期間拘束の是正

②販売代理店の業務の適正性の確保
販売代理店への届出制の導入、勧誘主体や勧誘目的を明示しない勧誘行為の禁止

・ 制度導入以降、苦情相談の減少や初期契約解除の実施等、制度導入の一定の効果が認められる
・ その一方で、ＦＴＴＨの電話勧誘や携帯電話の店舗に起因する苦情が依然として高い水準にあるなど、更なる取組が必要

④不適切な営業を行う販売代理店等への対策
・緊急提言の内容の実現に加え、事業者によるインセンティブ

（動機付け）の設計等も含めた販売代理店の指導措置の徹底

・業界団体における適正化に係る取組を事業者・総務省が支援・

検証

③広告表示の適正化
・消費者の誤認を招くような店頭広告表示とならないよう携帯電話

事業者の自主チェックを強化するとともに、電気通信サービス向上

推進協議会において自主基準等の見直しを検討

⑥法人契約者のトラブルへの対応
・消費者保護ルールの法人への適用の考え方を周知徹底

①携帯電話の料金プランの理解促進
・改正法の施行にあわせ、拘束期間における支払総額の目安の提示
が行われるよう、消費者保護ガイドラインを改正

・利用実態と料金プランの乖離状況を踏まえ、携帯電話事業者がより

能動的に料金プランの見直しを案内

・緊急提言を受けた料金見直し時の利用者への周知徹底

②手続き時間等の長さへの対応
・携帯電話事業者による来店予約の拡大、待ち時間の有効活用、初期

設定専門スタッフの配置等の対策の効果を検証

・携帯電話事業者がこれらの取組の認知向上方策を検討

→電気通信事業法改正

携帯電話契約の理解促進と負担軽減

不適切な代理店への事業者による指導・自主規制の強化

保護の強化が必要な利用者への対応

⑧ 2030年を見据えた消費者保護の在り方

IoTを活用した新サービス等が顕在化した際の消費者保護の在り方 → 中間報告取りまとめ後に検討を深める

定
期
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
よ
る
効
果
検
証

更なる取組
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携帯電話の料金プランの理解促進①（拘束期間における支払総額の目安の提示）

 期間拘束のある契約について、利用者が拘束期間全体にわたる負担の総額を正確に理解し、比較検討できる
ようにするため、携帯電話事業者においては、単月の支払額のみでなく、拘束期間全体において利用者が支払

う通信料金と端末代金の総額の目安を併せて示すことが適当（改正法施行時目途）。

 総務省においては、消費者保護ガイドラインの改正を含め、速やかに必要な措置を講ずることが適当。

以下の条件で２年間の期間拘束契約を締結した場合を想定
○ 通信料⾦（4,480円/⽉）
○ 1年間割引（通信料⾦から1年間1,000円/⽉割引）
○ 学割（通信料⾦から3か⽉間1,980円/⽉割引）
○ 端末代⾦（総額：72,000円、24回割賦払いで3,000円/⽉）

 他社から乗りかえ
 端末○○
 1年間割引
 学割

Ｗｅｂシミュレーション結果における
支払総額表示

1〜3か⽉⽬ 4,500円/⽉

4〜12か⽉⽬ 6,480円/⽉

13か⽉⽬以降 7,480円/⽉

２年間総額：164,580円
（内訳）
 通信料⾦総額：107,520円

（割引総額：▲17,940円）
 端末代⾦総額： 72,000円
 その他⼿数料等： 3,000円

支払総額の追記

＜現状のＷｅｂシミュレーション結果画⾯（例）＞

契約時の説明資料における支払総額表示

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

通信料⾦ 端末代⾦ その他⼿数料等

＜現状の説明資料における⽀払額イメージ（例）＞
（円/⽉）

（お支払い金額）

支払額が期間によって異なる

月ごとの支払額を提示するのみでは、
拘束期間全体での支払額を

把握することは困難

拘束期間における支払総額の目安の提示のイメージ
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携帯電話の料金プランの理解促進②（利用実態に応じた料金プランへの見直し推進）

 各携帯電話事業者のこれまでの料金プラン改定により、データ使用量が少ない利用者向けのプランが提供される
ようになったものの、依然として利用実態と契約している料金プランに乖離が生じている利用者が一定数存在

するため、携帯電話事業者においては、より能動的な料金プランの見直しの案内をより利用者に届く情報伝達

手段で行うことが適当。

 特に、「緊急提言」を受けた大幅な料金プランの見直しが行われることが見込まれるため、新しい料金プランにつ
いて十分に認識することなく従来プランに留まる利用者が多数出ることのないよう、既存契約者に対しても新旧

料金プランの相違についての周知を徹底することが適当。

 総務省においては、利用者の利用実態と料金プランとの間の乖離の状況について継続的にモニターし、改善が

見られないようであれば、携帯電話事業者に更なる取組を求めていくことが適当。

【利用者による利用実態と契約プランの乖離（概略図）】携帯電話事業者等の取組

【携帯電話事業者】

 利用実態に基づくおすすめプランのサイト上での表示を
実施。

 データ利用量や請求金額のオンライン・アプリ上での確認
やチャットでの相談受付の実施。

 データ利用量に応じて段階的な料金が適用となる料金
プランを提供。

 利用者の料金プランへの理解促進のため、店頭にて
「料金相談フェア」を開催。

【（一社）全国携帯電話販売代理店協会】

 利用実態に応じた料金プランとなるよう、定期的なプラン
診断を推奨。
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手続き時間等の長さへの対応

 携帯電話販売代理店での待ち時間・契約手続時間が長いことにより、消費者・販売代理店双方の負担が発生
している。

 総務省においては、各携帯電話事業者の取組による待ち時間・手続時間の削減の効果、有効であった方策等

について検証を行い、ベストプラクティスの共有を行うことが適当。

 各携帯電話事業者は、利用者の認知が進んでいない取組について、認知向上に向けた方策も併せて検討する

ことが適当。

携帯電話販売代理店での待ち時間・手続時間の現状

 携帯電話事業者３社において、自社の新規契約時の
待ち時間及び手続時間を調査

 各社とも、待ち時間は概ね10分～40分程度、手続に80分
～100分程度かかるとしている。（調査時期：2018年５月～10月）

携帯電話事業者による取組

①待ち時間の短縮

 来店予約の拡大

 来店せずに手続可能なオンラインショップの強化

②手続時間の短縮

 待ち時間等にパンフレットやタブレット等で説明事項等を
表示し、接客時に説明を省略して良い事項を利用者に
選択してもらうことにより、説明時間を削減

 初期設定の専用スタッフの配置

 利用者の行う設定作業や基本操作説明について、
サポートツールを用意

 料金プランの理解度向上のためシミュレータを活用

 ICTソリューションの活用により、店頭オペレーション
のセルフ化・自動化やさらなる効率化を推進

出典：第２回会合・電気通信事業者協会資料
より抜粋
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広告表示の適正化
 販売代理店の店頭広告、テレビＣＭやＷｅｂ広告などにおいて、一部の利用者にしか適用されない安価な料金

プラン（条件付最安値）を強調した広告が行われている。特に、携帯電話の販売代理店の店頭においては、

「端末実質０円」や高額のキャッシュバック等を訴求する広告表示がみられる。

 携帯電話事業者による店頭掲示物等の自主的なチェックや、業界団体による自主基準の改訂の検討等が

行われる予定であり、その実施状況を注視することが適当。

携帯電話事業者による取組 業界団体（電気通信サービス向上推進協議会）による取組

①事前チェック（2018年12月から実施済）

 店頭掲示物：原則として携帯電話事業者の指定する様
式に限定する（指定外の広告については、事前チェックを徹底）。

 販売代理店のSNS広告：端末売価訴求及び還元訴求を
禁止する等事前のルールを定める。

②事後チェック（2019年度上期中に実施）

 店頭掲示物及びチラシ：電気通信事業者による自主的
な調査を行い、不適切事例の是正及び再発防止を図る。

 その結果について、業界団体（電気通信サービス向上推進協議

会を想定）へ報告する。

①広告チェック体制への消費者モニターの導入（2019年８月から
実施）

 全国向けテレビ広告及び新聞広告の事後審査に消費者
目線を採り入れる体制を整備する。

②次の課題に関し、自主基準等の改訂の要否を検討（2019年６
月までに検討、2019年中に改訂）

 店頭掲示物：キャッシュバック等に関する注記の在り方等。
 テレビＣＭ等の条件付最安値表示：料金の安さの強調に

よる制約条件の分かりづらさ等。
 ウェブ広告：強調表示と注釈表示との近接性等。

③携帯電話事業者による店頭広告に関する事後チェックの
取組結果の報告を受け、外部から監査する。

事業者
による

事前チェック

事前チェック 事後チェック

原則、事業者指定
様式に限定

（2018年12⽉〜）

事前ルール化
（2018年12⽉〜）

（端末売価訴求および還元訴求不可等）

事業者による⾃主的な調査
↓

業界団体への報告
（2019年度上期中予定）

※報告内容、対象等詳細については、業界団体と検討

キャリア
ショップ
作成

事業者
作成

店頭掲出物

チラシ

SNS

WEB

CM
テレビ・ラジオ等 社内事前

審査

＋

サービス向上推進協議会への報告

© 2019 TCA
新たな⾃主的取り組み

事業者に対して、
広告表⽰⾃主基準・ガイドラインに照らした検討結果を送付

問題がある場合は改善を要請
協議会Webサイトで事業者名を伏せて検討結果を公開

広告表⽰ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ委員会（本審査）

消費者団体、電気通信4団体、JARO、
総務省（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

有識者、弁護⼠、消費者団体代表、JARO、
総務省（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

広告表⽰特別検討部会；仮称（消費者モニター）
新設（案）

料⾦系広告に特化
消費者⽬線でCMをチェック

広告表⽰検討部会（予備審査）

四
半
期
毎
開
催

出典：第8回会合・電気通信事業者協会資料より抜粋 出典：第８回会合・電気通信サービス向上推進協議会資料を一部修正の上、抜粋
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不適切な営業を行う販売代理店等への対策

 携帯電話については、消費者のニーズに合わないサービス・商品の販売が行われたことによる苦情がみられる。
また、高額のキャッシュバック等を訴求する販売が行われているとの指摘がある。

 FTTHについては、二次、三次の販売代理店の営業活動に対して、事業者による指導が十分に行き届いて

いないケースがある。また、電話勧誘において、勧誘主体や勧誘目的について利用者に誤解を与えるような

勧誘が行われているとの苦情が多く寄せられている。

 総務省においては、「緊急提言」の趣旨を踏まえた法改正等の作業を速やかに進めるとともに、業界団体による

販売代理店の営業適正化の取組について引き続き意見交換等を行い、取組の成果について検証を行っていく
ことが適当。

 事業者においては、インセンティブ（動機付け）の設計等も含め、販売代理店の指導措置をより適切・実効性の

あるものとすることが必要。（例：販売代理店による適合性原則に則った丁寧な説明や青少年フィルタリングの設定・説明等の

着実な遂行に向けた対応等） また、業界団体による営業適正化の活動に対する一層の支援を推進することが
望ましい。

業界団体による取組（携帯電話）

（一社）全国携帯電話販売代理店協会

 「あんしんショップ認定制度」を全国的に展開。

 「あんしんショップ」加盟店舗においては、消費者保護
ルールの法令遵守を宣言し、定期的なスタッフ研修等、
消費者保護の意識を高めるための取組を実施。

⇒ 今後は、高齢者対応等に係るスタッフ研修の充実や「あ
んしんショップ」の認定率向上等、「あんしんショップ認定
制度」の運用強化に期待。

全スタッフに
消費者保護
の動画教育

（一社）テレコムサービス協会

 「重要事項説明のポイントとトーク集」（光卸を利用した
FTTHサービスの電話勧誘時の説明話法に係るマニュア
ル）を策定。また、消費者向けに光コラボ等について解説
する「図解リーフレット」を作成。

⇒ 今後は、同協会策定のマニュアルの事業者及び販売代理
店への一層の普及・浸透等に期待。

業界団体による取組（FTTH）

※「モニタリング定期会合（第4回）」
(一社)テレコムサービス協会 ＦＶＮＯ
委員会・消費者関係ＴＦ資料より引用

※「モニタリング定期会合（第６回）」
(一社)全国携帯電話販売代理店協
会資料より引用
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高齢者のトラブルへの対応

 各電気通信事業者や事業者団体等において、契約意思の再確認の徹底等の取組が進められているものの、
苦情相談件数に占める高齢者の割合は依然として高い状況（※）にある。
※ 2018年度上半期における80代以上の苦情相談比率：MNO･･･6.3％（利用実態比率：4.6％）、FTTH･･･11.6％（利用実態比率：4.1％）

 高齢者が安心してネット社会に参画できるようにするためには、契約締結に際し、勧誘する側からの十分な情報
提供や、利用者側の理解促進・意向確認をより徹底するとともに、高齢者のICT及び契約に係るリテラシー向上
を図ることにより、高齢者の合理的な選択を確保していく必要がある。

高齢者に対する十分な情報提供や意向確認の徹底

＜携帯電話＞

 高齢者説明ツールの使用、80歳以上の高齢者に対す
る契約時の家族同伴等の推奨といった取組について、
引き続き推進することが望ましい。

＜FTTH＞

 業界団体において、高齢者に対する十分な情報提供
や意向確認の話法について定めた既存の高齢者向け
の対応マニュアルについて、現場での活用・浸透を
より一層徹底する方策を検討することが適当。

＜携帯電話＞

 電気通信事業者や販売代理店、事業者団体等におい
ては、スマホ教室やお試しスマホの拡大等の取組を
一層推進していくことが適当。

＜FTTH＞

 電気通信サービスの契約が電話により成立することに
ついて、事業者団体や総務省において、啓発の方策を
検討していくことが適当。

高齢者のリテラシー向上（事業者・事業者団体の取組）

 現在進められている地域レベルでの取組が広く展開
されていくよう、業界団体等による取組への支援等、
国、事業者、地域の連携を推進していくことが適当。

 総務省の有識者会議において現在、検討が進められて
いる「デジタル活用支援員（仮称）」など、高齢者等が
住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人から
学ぶことができるような仕組みを活用することが望ましい。

高齢者のリテラシー向上（地域における取組）

※総務省「デジタル活用共生社会実現会議 ICT地域コミュニティ創造部会（第１回）」（2018年12月27日）事務局資料
より引用
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法人契約者のトラブルへの対応

 法人契約者は、交渉力及び情報量の面から個人契約者とはその性質が異なると考えられることから、「提供条件
の説明義務」、「書面交付義務」といった消費者保護規律の一部について対象外となっている。

 しかし、総務省において受け付けた法人契約者からの苦情相談件数は、全体の4.3％（241件）を占めており、

その内容を分析したところ、個人における相談事例と同様の被害内容を訴えるものが継続的に見受けられる。

 総務省においては、消費者保護規律の法人への適用の考え方を周知徹底することが適当。

消費者保護規律の法人への適用の考え方

 契約主体が法人名義であった場合等でも、消費者保護ルール
の対象外と判断されるとは限らない。

 法人等の営む事業の実態や、当該事業と契約内容との関連性
等を踏まえ、消費者保護ルール適用の是非が判断される。

 当該事業との関連性が乏しいと判断されれば、法人契約扱い
ではなく、消費者保護ルールが適用され、説明義務や書面交付
義務等の遵守が求められる。

【法人契約に係る現行制度上の取扱い】

【法人契約者からの苦情相談内容の例】

60

12

3

17

8

14

65

36

57

21

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

不当な履行遅延等

偽計・暴行・脅迫行為

苦情処理

書面交付

適合性原則

説明内容等

不適切な勧誘

不実告知等

継続勧誘

【法人契約者からの苦情の要因】

出典：総務省消費者相談センターに寄せられた苦情・相談案件（2018年4～11月分）を集計・分析

（注）苦情件数241件のうち、利用者起因の52件を除く189件について分析
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その他の論点

 2018年６月の民法改正により、2022年４月より成年年齢が18歳に引き下げられることとなったことに伴い、18歳、
19歳の若年者に対する未成年者取消権が消滅するため、これら若年者が不当な契約による消費者被害に遭う

危険性の増大が懸念される。

 消費者教育の推進に関する基本的な方針においては、当面の重点事項として、成年年齢引下げに向けた検討を

踏まえた「若年層への消費者教育」を推進していくこととしている。

 総務省及び電気通信事業者においても、電気通信サービスの契約に関する苦情相談やトラブル等は少なくないこと

から、若年層に対する電気通信サービスの契約に関する消費者教育の推進に貢献していくことが考えられる。

成年年齢引き下げに対応した消費者教育の推進

青少年フィルタリング利用の促進

在留外国人による携帯電話の契約及び利用の円滑化

 青少年へのスマートフォンの普及に伴い、SNS利用に係るトラブルが増加している一方で、スマートフォンを利用する
青少年のフィルタリングの利用率は44％（2017年度）となっており、フィーチャーフォンの時代よりも低下している。

 青少年によるフィルタリング利用の促進及び保護者等への啓発は、青少年インターネット環境整備法の着実な

履行の観点から、重要な課題であり、当該課題については、「ICT安心・安全研究会 青少年の安心・安全な

インターネット利用環境整備に関するタスクフォース」にて検討を行い、必要に応じて検討結果について報告を
受けることが適当。

 2018年12月に関係閣僚会議により取りまとめられた「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」において、
在留外国人の生活サービス環境の改善等に係る施策の一つとして、在留外国人による携帯電話の契約及び利用

の円滑化の観点から、多言語対応の推進等の施策が盛り込まれている。

 携帯電話事業者においては、これまでも店舗、コールセンター、カタログ、契約書面等において、一定程度の多言語

対応を進めてきているところ、今後の外国人材の流入動向などを踏まえ、更なる取組について検討することが適当。
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消費者保護ルールの検証に関するＷＧ

概 要

 情報通信審議会における「電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証」の一環として、電気
通信サービスの多様化・複雑化や消費者トラブルの現状を踏まえ、H27年法改正による消費者保護ルール
の施行状況及び効果を検証するとともに、今後の消費者保護ルールの在り方について検討を行う。

構成員 主な検討課題

新美 育文 弁護士（元明治大学法学部教授） （主査）

平野 晋 中央大学総合政策学部教授 （主査代理）

石田 幸枝 公益社団法人全国消費生活相談員協会理事

市川 芳治 慶應義塾大学法科大学院非常勤講師

北 俊一 株式会社野村総合研究所パートナー

木村 たま代 主婦連合会消費者相談室長

黒坂 達也 慶應義塾大学大学院特任准教授

近藤 則子 老テク研究会事務局長

長田 三紀 情報通信消費者ネットワーク

西村 暢史 中央大学法学部教授

森 亮二 英知法律事務所 弁護士

横田 明美 千葉大学大学院 社会科学研究院 准教授

＜オブザーバ＞

公正取引委員会、消費者庁、国民生活センター、事業者団体等

１．現行消費者保護ルールの施行状況及び効果の検証

２．個別の政策課題

（１）携帯電話の契約時説明の在り方

（２）利用中・契約解除時の情報提供の在り方

（３）不適切な営業を行う販売代理店等への対策

（４）広告表示の在り方

（５）その他の論点（2030年を見据えた消費者保護の
在り方等）
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第２部 2030年を見据えたネットワークビジョンを巡る個別の政策課題
第５章 ネットワーク中立性の在り方

147

通信量（トラヒック）の急増への対処は世界的な課題

 ネットワーク中⽴性（Network Neutrality：ＩＳＰ（携帯電話事業者を含むインターネットサービスプロバイダ）が
インターネット上のデータ流通を「公平（無差別）」に取り扱うこと）の確保が必要。

動画視聴がインターネットトラヒックの主流に通信トラヒックが幾何級数的に増加

モニタリング

「スマート○○」の普及

多様かつ⼤量のデータ

センサー

コネクテッドカー

携帯電話

PC

スマート家電

ウェアラブル端末

動画

メッセージアプリ

位置情報
サービス

⾳楽・⾳声

ユーザー端末の
多様化・⾼機能化

⼤量のデータ処理
ビッグデータの解析

IoT機器の普及

通信の⾼速化
コンテンツの⼤容量化

58.8  63.0 
77.1 

56.5  59.2  61.5  63.6 70.5 
93.8 

124.3 

260.7 

357.0 

425.9 
483.7 

1.8 
2.4 

3.1 

4.5 

5.4 

6.1 

6.8 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（億契約）（億ドル）

動画配信売上高（定額制以外）億ドル 定額制動画配信売上高（億ドル）

定額制動画配信契約数(億契約）

予測値

コンテンツが高品質・大容量化し、定額制サービスが普及

2017年には世界の
動画配信売上高の

約82％が
定額制サービス

インターネット利用形態が更に多様化

※2017年５⽉より、推定の精度を向上させる観点から、推定に⽤いた事業者数を
変更しているため、不連続が⽣じている。
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インターネットが果たしてきた役割とネットワーク中立性

１） 利用者がインターネット を柔軟に利用して、コンテンツ・アプリケーションに自由にアクセス・利用可能であること
２） 利用者が他の利用者に対し自由にコンテンツ・アプリケーションを提供可能であること
３） 利用者が技術基準に合致した端末をインターネットに自由に接続・利用可能であること
４） 利用者が通信及びプラットフォームサービスを適正な対価で公平に利用可能であること

 世界中の人・端末とつながる高度かつ低廉な通信手段の提供

利用者は、VoIP、メール、TV会議等の多様なアプリケーション・端末を活用して世界中の人・端末と情報をやり取りすることが可能。

 自由かつ多様な表現の場の提供

個人を含む多様な主体が、知識、アイデアや作品等を公開・共有することや、過去より蓄積された膨大な知識等にアクセスすることが可

能。

 イノベーションの場の提供

個人を含めた多様な主体が、国境を越えて多様なサービス・コンテンツを提供し、協調・協創することが可能。

実社会における効率化・利便性の向上、新たな市場の創出、社会の公平性・公正性の向上、

民主主義の発展等に寄与

具体的には、ネットワーク中立性に関する基本的ルールについて、「インターネットの利用に関する利用者の権利」
として明確に位置づける。
電気通信事業者等の関係者は、この「利用者の権利」について、十分に尊重して対応していくことが期待される。

【インターネットが果たしてきた役割】

【インターネットの利用に関する利用者の権利】

誰もが自由に活動できる共通基盤として、引き続きインターネットの「オープン性」を維持するには、

ネットワーク中立性の確保が重要。
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プラットフォーム

ネットワーク中立性の確保の必要性

上位ＩＳＰ

速度低下

下位ＩＳＰ

ネットワーク中立性が確保され
ないと・・・(想定)

一方で通信事業者は・・・

上位ＩＳＰはコンテンツ事業者又は
プラットフォーム事業者から、接続
帯域幅に応じた料金を請求

定額制料金モデルや価格競争の下
で、下位ISPは設備増強の費用をど
う回収するかが課題

下位ＩＳＰはコンテンツ事業者又は
プラットフォーム事業者との交渉
自体が不可能

コンテンツ・アプリケーション

端末・利用者

下位ＩＳＰ

インターネット

（ア） ネットワークの利用の公平性の確保

（イ） ネットワークのコスト負担の公平性の確保

（ウ） 十分な情報に基づく消費者の選択の実現

（エ） 健全な競争環境の整備を通じた電気通信サービスの確実かつ安定的な提供の確保

（オ） イノベーションや持続的なネットワーク投資の促進

以下の５点を基本的視点としながら、具体的ルールについて検討

 ヘビーユーザが帯域占有することで、
一般ユーザーの通信が低速化

 ISP(携帯電話事業者を含む）が特定
のアプリ･コンテンツを優遇

 ISPが自社と競合するサービスなど特
定のアプリ･コンテンツをブロック

 意図的に速度を低下させ、追加料金
を要する高速サービスに誘導
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ネットワーク中⽴性確保のための体制等の整備
（ネットワークの持続投資の確保、モニタリング体制の整備）

【参考】電気通信事業法関連条文
（利用の公平）

第六条 電気通信事業者は、電気通信役務の提供について、
不当な差別的取扱いをしてはならない。

 ３点の「ルール」と中⽴性確保のための「仕組み」の構築を検討。
 国際会議等においてコンセンサス作りに努めるなど、国際的な制度の整合性の確保を図る

・関係事業者によるひっ迫対策を促進
・都市部⼀極集中のネットワーク構成・トラヒック交換の⾒直しに向けて、
地域型IXやCDNの分散配置等を促進（予算・税制による⽀援を検討）

仕組み

¥0

コンテンツ・アプリケーション

プラットフォーム

ネットワーク事業者/ＩＳＰ

CDN

プラットフォーム

ネットワーク事業者/ＩＳＰ

端末・利用者

ネットワーク事業者/ＩＳＰ

インターネット

本年夏頃までに整備

「ネットワーク中立性に関する研究会」論点及び取組の方向性

具体的なルール①

⼀部のトラヒックの
通信帯域を制限する
「帯域制御」

具体的なルール②

⼀部のトラヒックを優先的
に取り扱う「優先制御」

具体的なルール③

⼀部のトラヒックを使⽤
データ量にカウントしない
「ゼロレーティング」や
「スポンサードデータ」

議論の場を設置

年内を⽬途に指針とりまとめ

年内を⽬途に改訂

「公平制御」等の
柔軟な対応を認める⽅向で
⺠間ガイドラインを改定し、
利⽤者への周知も充実

技術的条件、コスト負担等
の観点から、幅広い関係者
で検討を進めていく

費⽤負担の公平性や
コンテンツ事業者間の競争
に留意しつつ、総務省にて
解釈指針を取りまとめ

公平制御：
ある時点において多
くの帯域を占有して
いる利⽤者から順に
利⽤帯域を制限
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第２部 2030年を見据えたネットワークビジョンを巡る個別の政策課題
第６章 プラットフォームサービスに関する課題への対応の在り方

152

プラットフォームサービスに関する研究会

概 要

 近年、プラットフォーム事業者が大量の利用者情報を活用してサービスを提供していること等を踏まえ、

利用者情報の適切な取扱いの確保の在り方、オンライン上のフェイクニュースや偽情報への対応等につ

いて検討を行う。

構 成 員

（座長） 宍戸 常寿 東京大学大学院 法学政治学研究科 教授
（座長代理） 新保 史生 慶應義塾大学 総合政策学部 教授

生貝 直人 東洋大学 経済学部 総合政策学科 准教授
大谷 和子 株式会社⽇本総合研究所 執行役員 法務部⻑
木村 たま代 主婦連合会 消費者相談室長
崎村 夏彦 野村総合研究所 DX生産革新本部IT基盤技術戦略室 上席研究員
手塚 悟 慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 特任教授
寺田 眞治 一般財団法人日本情報経済社会推進協会 主席研究員
松村 敏弘 東京大学 社会科学研究所 教授
宮内 宏 宮内・水町IT法律事務所 弁護士
森 亮二 英知法律事務所 弁護士
山口 いつ子 東京大学大学院 情報学環 教授

（オブザーバ）個人情報保護委員会

１８年１０月 １１月 １２月 １９年１月 ２月 ３月 １２月

プラットフォーム
サービスに関する研究会

提案募集
最終報告10/18 11/5 ヒアリング 12/21 1/10 1/21

スケジュール

2/13 パブコメ 中間報告
3/22
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プラットフォームに関する研究会における検討の背景

①グローバルなプラットフォーム事業者のプレゼンスが増大
②プラットフォームレイヤ（プラットフォームサービス）とネットワークレイヤ（通信サービス）の一体化や

融合・連携

 プラットフォームサービスの拡大に伴う以下の課題への政策対応の在り方について検討
１．利用者情報の適切な取扱い
２．トラストサービスの在り方
３．フェイクニュースや偽情報への対応

大量の利用者情報の取得・活用
によるユーザの利便性の向上

利用者情報の取扱いに対する
利用者の不安・懸念の高まり

⇒

＜現在の電気通信事業を取り巻くレイヤ構造＞

コンテンツ・
アプリケーション

レイヤ

プラットフォーム
レイヤ

ネットワーク
レイヤ

端末
レイヤ 国内メーカー

電気通信事業者
固定通信、移動通信、ＩＳＰ、メール等

シ
Ḙ
ḕ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル

映
像
配
信
Ｐ
Ｆ

ア
プ
リ
ス
ト
ア

プラットフォーマ

ウェブメール、クローズドチャット、クラウド、CDN等

グローバル・メーカー

地図、動画（自主制作）等動画、音楽、ゲーム等
コンテンツプロバイダ

ＯＳ、検索、認証、ショッピングモール、
ＳＮＳ、アプリストア、映像配信ＰＦ、掲示板等競

合

影響力
行使

一
体
的
提
供
・利
用
者

情
報
共
有連携しつつ

進出

影響力
行使

スマートフォン、ＰＣ、タブレット、IoT機器等

ＯＳ・共通ＩＤ等
による連携

154

１．利用者情報の適切な取扱い①

〇 プラットフォームサービスのプレゼンスの増大をはじめとする状況の変化を踏まえて利用者情報の適

切な取扱いの確保に係る政策対応の基本的方向性について、主に以下の４点を整理。

プラットフォームサービス

海外のプラット
フォームサービス事業者等

利用者
情報

利用者
情報

利用者
情報

現行の通信の
秘密の対象範囲

＝

日本国内 日本国外外国当局総務省

基本的方向性④ EUにおけるｅプライバシー規則策定の動

き等との国際的な調和

基本的方向性③：法執行の確実な担保を検討の力点に置き、

共同規制的アプローチ(※）を機能させるための方策を検討

基本的方向性①：電気通信事業法の通信の秘密の保護規

定が適用されるよう、法整備を視野に入れて検討

基本的方向性④基本的方向性③

基本的方向性①

利用者

電気通信サービス

※法的規制と事業者による自主規制のそれぞれの利点を活かす中間的な政策手段

基本的方向性②：環境変化を踏まえた規律（ガイドライン等）

の適用対象の見直しを検討

基本的方向性②
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１．利用者情報の適切な取扱い②

➤ 国外のプラットフォーム事業者に電気通信事業法の通信

の秘密の保護規定が適用されるよう、法整備を視野に入

れた検討を行うことが適当

▷国外に拠点を置き国内に電気通信設備を有さ

ずサービスを提供する国外のプラットフォーム

事業者に対する規律の在り方が論点

利用者情報のグローバルな流通の進展に対応するための規律の適用の在り方１

➤ 環境変化を踏まえた規律（ガイドライン等）の適用対象の

見直しが適当

▷ 「電気通信サービス・機能」と「プラットフォーム

サービス・機能」の一体的なサービス提供に伴う

利用者情報の適切な取扱いの確保等が論点

電気通信サービス・機能とプラットフォームサービス・機能の連携・融合等の進展に対応するための規律の適用の在り方２

➤ 法執行の確実な担保の検討に力点を置き、関係者による

継続的な対話を通じた自主的な取組を促し、共同規制的

なアプローチを適切に機能させる方策の検討が適当

▷利用者情報の適切な取扱いに係る規律に従い、

事業者による確実な履行の確保を図るために、

望ましい方策は何かが論点

プラットフォーム事業者による、規律に従った適切な取扱いを確保するための方策の在り方３

➤ 我が国の通信の秘密・プライバシー保護に係る規律に関し、

EUのｅプライバシー規則策定の動き等との国際的な調和

を図ることが適当

▷諸外国のプライバシー保護の潮流との制度的

調和の確保が論点

欧米におけるプライバシー保護法制を始めとする国際的なプライバシー保護の潮流との制度的調和に係る政策対応４

主要論点④ 基本的方向性④

主要論点③ 基本的方向性③

主要論点② 基本的方向性②

主要論点① 基本的方向性①
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B株式

会社

２．トラストサービスの在り方

➤ 次のようなトラストサービスに関する現状や制度的課題に

ついて、EUにおけるeIDAS規則の制定等の動きもある中、

国際的な調和に配慮しつつ検討することが適当

① 人の正当性を確認できる仕組み（利用者認証、リモート署名）

② 組織の正当性を確認できる仕組み（組織を対象とする認証、
ウェブサイト認証）

③ IoT機器等のモノの正当性を確認できる仕組み

④ データの存在証明・非改ざんの保証の仕組み（タイムスタンプ）

⑤ データの送達等を保証する仕組み （eデリバリー）

▷Society5.0においてはサイバー空間の安全性

や信頼性の確保が重要

▷現実空間のあらゆるやりとりがサイバー空間に

持ち込まれる中で、重要な情報をやりとりする

場合に、より高いレベルの認証を利用すること

が重要

☞ネット利用者の「本人確認」や「データの

改ざん防止」等の仕組みを用いて電子

商取引等を安心して行えるようにする

トラストサービスの在り方が論点

トラストサービスの在り方５

主要論点 基本的方向性

①⼈の正当性を確認

②組織の正当性
を確認

③データの送信元（モノ）
の正当性を確認

④データの存在証明・
⾮改ざんの保証

⑤データの送達等を保証

領収書

税務書類

電子契約等

Aさん

Aさんが作成した文書

B株式会社が作成した

アップデートプログラムの配信

センサー

（電子的な”書留”）

メール

2/5 20:30

××
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３．フェイクニュースや偽情報への対応

➤ ユーザリテラシーの向上及びその支援方策

➤ ファクトチェックの仕組やプラットフォーム事業者との連

携等の自浄メカニズム

について検討を深めることが適当

▷フェイクニュース等は、特に欧米諸国において

問題化しており、これへの対応が論点

オンライン上のフェイクニュースや偽情報への対応６

主要論点 基本的方向性

報告書発表の会見を行うガブリエル欧州委員会
委員（デジタル経済・社会担当）（写真中央）

(出典：欧州委員会ウェブサイト)

＜ EUにおけるフェイクニュースや偽情報への対応＞

2018年４月 欧州委員会としての報告書を公表

・ プラットフォーム事業者、広告事業者、広告主等を含むステークホルダー
が集まり、偽情報への対応のための（プラットフォーム事業者の）行動規
範を策定することを求める。

2018年９月 行動規範の合意を公表

・ Google、Facebook、Twitter、Mozillaの４社と８つの事業者団体が合意

2019年１月 行動規範の取組状況に関するレポートの公表

・ 行動規範に関して、事業者が提出した取組状況をまとめたレポートを公表。
・ 同様のレポートを５月まで毎月公表する予定。2019年末には行動規範の包

括的な評価を行い、仮に取組が不十分と認める場合には、法律による規制
も含めた追加措置を行うことを示唆。

参 考
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今後の検討の進め方（整理事項）

① 利用者情報の適切な取扱いの確保に係る政策対応に関し、国外プラットフォーム事業者が我が国の利用

者を対象に通信サービスを提供する場合における、電気通信事業法の通信の秘密の保護規定の適用及

びその履行確保に係る共同規制的なアプローチを含む適切な方策の実現のための法整備等に向け

た整理

② 電気通信サービス・機能とプラットフォームサービス・機能の一体化や連携・融合の進展を踏まえ、通信の

秘密・プライバシーの保護の観点からの規律（ガイドライン等）の適用範囲・対象の見直し・明確化

に向けた整理

③ フェイクニュースや偽情報に係る政策対応に関し、民間部門における自主的な取組を基本として、ファク

トチェックの仕組やプラットフォーム事業者とファクトチェック機関との連携などの自浄メカニ

ズム等についてプラットフォーム事業者の役割の在り方にも留意し検討を深めるなど、具体的な施

策の方向性の検討に向けた整理

⇨ 本年１２月までに最終報告書を取りまとめ

トラストサービスの在り方については、別途開催のトラストサービス検討ワーキンググループで更に検討を

進め、その検討結果を最終報告書に盛り込む。
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第２部 2030年を見据えたネットワークビジョンを巡る個別の政策課題
第７章 2015年電気通信事業法等改正法の施行状況について

160

平成２７年電気通信事業法改正の３年後見直しについて

○電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２６号。平成２８年５月２１日施行） 附則第９条

（検討）
第九条 政府は、この法律の施行後三年（令和元年５月２１日）を経過した場合において、この法律による改正後の規定の施行の
状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

（参考）平成２７年電気通信事業法改正の改正事項

１ 電気通信事業の公正な競争の促進

２ 電気通信サービスの利用者の保護

 光回線の卸売サービス等に関する制度整備
・公正な競争環境の下で、異業種の新規参入等による多様なサービス展開を実現するため、光回線の卸売サービス等に事後届出制等を導入

 禁止行為規制の緩和
・様々な業種との連携を可能とし、ＩｏＴ等の多様な新サービス・新事業を創出するため、移動通信市場の禁止行為規制を緩和

 携帯電話網の接続ルールの充実
・ＭＶＮＯの迅速な事業展開を可能とし､移動通信市場の競争促進を図るため､主要事業者の携帯電話網の接続ルールを充実

 電気通信事業の登録の更新制の導入（合併・株式取得等の審査）
・主要事業者が、他の主要事業者等と合併・株式取得等する場合、公正競争に与える影響等を審査するため、登録の更新を義務付け

 書面の交付・初期契約解除制度の導入
・契約内容を容易に確認できるよう、契約締結書面の交付を義務付けるとともに、一定期間、相手方の合意なく契約解除できる制度を導入

 不実告知等の禁止
・料金などの利用者の判断に影響を及ぼす重要な事項の不実告知や事実不告知を禁止

 勧誘継続行為の禁止
・勧誘を受けた者が契約を締結しない旨の意思を表示した場合、勧誘を継続する行為を禁止

 代理店に対する指導等の措置
・代理店による契約締結に関する業務が適切に行われるようにするため､電気通信事業者に対し、代理店への指導等の措置を義務付け

３ ドメイン名の名前解決サービスに関する信頼性等の確保

 ドメイン名の名前解決サービスに関する信頼性等の確保
・大規模な事業者等に対し､電気通信事業の届出、管理規程の作成・届出、会計の整理・公表等を義務付け
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卸電気通信役務の事後届出、整理・公表制度

 ＮＴＴ東西の光回線の卸売サービス等、第一種指定電気通信設備・第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信

役務の提供について、事後届出の義務を課すとともに、その届出内容を総務大臣が整理・公表。

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西

利
用
者

ＮＴＴグループ
（ＮＴＴドコモなど）

ＭＶＮＯ
ＩＳＰ

移動通信
事業者

他分野企業
（警備会社など）

対象
事業者

・第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者（一種指定事業者）※

※ 固定通信市場で回線シェアが５０％を超える電気通信事業者： ＮＴＴ東西

・第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者（二種指定事業者）※

※ 移動通信市場で端末シェアが１０％を超える電気通信事業者： ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、ソフトバンク

届出
内容

公正競争への影響が大きい事業者※への卸電気通信役務の料金や提供条件等

※ 卸元事業者の特定関係法人（５万回線以上の卸先）、50万回線以上の卸先等（省令で規定）。

総
務
大
臣
に
よ
る
整
理
・
公
表

卸電気通信役務を提供
卸役務を受けた各社が
独自サービスを提供

事後届出の義務

卸役務を受ける
電気通信事業者

【ＮＴＴ東西の例】
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 シェアが高く市場支配力を有する事業者（市場支配的事業者）に対し、市場支配力を濫用して公正な競争を
阻害することがないよう、不当な競争を引き起こすおそれがある行為についてあらかじめ禁止している。

禁止行為規制

接続の業務に関し知り得た
情報の目的外利用・提供

特定の事業者に対する
不当に優先的・不利な取扱い

製造業者等への
不当な規律・干渉

【具体例】

特定の事業者※のみと連携し、排他的な取引

をすること
※ 移動通信市場においてはグループ内の事業者
（子会社、親会社、兄弟会社等であって、総務大臣が指
定する者）

【具体例】

製造業者・コンテンツ事業者等に対し、他の事

業者と取引をしないことを強要すること

【具体例】

他の事業者との接続の業務に関して知り得た

情報を、本来の利用目的を超えて社内の他部

門や他社に提供すること

不当な規律・干渉不当に優先的な取扱い等
情報の目的外利用・提供

禁止される行為

＜対象事業者＞

【固定通信市場】 一種指定事業者 ： ＮＴＴ東西

【移動通信市場】 二種指定事業者のうち、収益シェア等を勘案して※指定されたもの ： ＮＴＴドコモ

※ 収益シェアが２５％を超える場合にその推移その他の事情を勘案

＜対象事業者＞
【固定通信市場】：ＮＴＴ東西
【移動通信市場】：ＮＴＴドコモ

＜対象事業者＞
【固定通信市場】：ＮＴＴ東西
【移動通信市場】：なし

＜対象事業者＞
【固定通信市場】：ＮＴＴ東西
【移動通信市場】：ＮＴＴドコモ
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接続ルール

 固定通信では、加入者回線系の設備（光ファイバ等）を経由して通信することが不可欠。

 移動通信では、高いシェアを占める事業者が、他の事業者に対し強い交渉力を保持。

 このため、電気通信事業法では、主要なネットワークを保有する特定の事業者に対して、接続料等の公平性・
透明性、接続の迅速性を担保するための規律（指定電気通信設備制度）等を課している。

加入者回線（銅線・光ファイバ）
（ＮＴＴ東西：７６％）

都道府県ごとに５０％超の加入者回線シェア

⇒ ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本
指定要件

固定系（第一種指定電気通信設備制度） 移動系（第二種指定電気通信設備制度）

接続約款（接続料・接続条件）の認可制

接続会計の整理義務

網機能提供計画の届出・公表義務
接続関連規制

業務区域ごとに１０％超の端末シェア

⇒ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、ソフトバンク
指定要件

接続約款（接続料・接続条件）※の届出制

接続会計の整理義務
接続関連規制

接続 接続

接続

固定電話、光ブロードバンドサービス等

※光ファイバ等と
接続するケース
もあり

接続料 接続料

インターネット 主要携帯事業者
のネットワーク

※ＭＶＮＯとの接続の場合

インターネット 他事業者の
ネットワーク

NTT東西の
ネットワーク

携帯電話、モバイルデータ通信サービス等

特定移動端末設備
（ドコモ：３５%、ＫＤＤＩ：２３%、ソフトバンク：１９%）

※ アンバンドル機能、接続料の算定方法等を省令で規定
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＜登録の更新が必要となる主な事例（イメージ）＞ （すでに同一グループ内にある会社の合併、分割、事業譲渡や株式取得は、登録の更新の対象外）

指定設備設置者
（上記Ａ）

固定系（一種指定設備設置者）･･･加入者回線シェアが５０％を超える電気通信事業者（ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本（２社））
移動系（二種指定設備設置者）･･･端末シェアが１０％を超える電気通信事業者（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、ソフトバンク（４社））

特定設備設置者
（上記Ｂ）

固定系･･･ ①一種指定設備設置者（２社）、 ②加入者回線シェアが1０％を超える電気通信事業者（１２社）
移動系･･･ ③二種指定設備設置者（４社）、 ④端末シェアが３％を超える電気通信事業者（２社）

指定設備
設置者Ａ

指定設備
設置者Ａ

特定設備
設置者Ｂ

合併・分割
事業譲渡

非電気通信
事業者Ｂ

全部の譲渡・承継
の場合

指定設備
設置者Ａ

指定設備
設置者Ａ

特定設備
設置者Ｂ

特定設備
設置者Ｂ

※２

登録更新

Aのグループ
に編入※１

電気通信事業の
全部又は一部
の譲渡・承継

※１ 株式取得による子会社化等
※２ 特定設備設置者Ｂが指定設備設置者の場合は、Ｂも登録更新の対象

ケース①
指定設備設置者による合併等（吸収合併等）

ケース②
指定設備設置者による株式取得に伴うもの

登録更新

ケース③
指定設備設置者のグループ会社による合併等

Ａのグループ
（特定関係法人） 特定設備

設置者Ｂ

合併・分割
事業譲渡

全部の譲渡・承継
の場合

電気通信事業の
全部又は一部の

譲渡・承継

法人
Ｃ

指定設備
設置者Ａ

Ａのグループ
（特定関係法人）

指定設備
設置者Ａ

特定設備
設置者Ｃ

※３

登録更新

非電気通信
事業者Ｂ

Ｂを自グループ
に編入※１

※３ 特定設備設置者Ｃが指定設備設置者となる場合は、Ｃも登録更新の対象

電気通信事業の登録の更新

 一種・二種指定設備設置者又はその特定関係法人（グループ会社）が、グループ外の大規模事業者（特定電気

通信設備の設置者）と合併や株式取得等を行った場合、その一種・二種指定設備設置者は、電気通信事業の登録の

更新が必要。
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消費者保護ルール

 電気通信サービスの料金の事前規制の原則廃止に伴い、消費者保護ルールを整備（平成１５年）。

 サービスの多様化・複雑化を背景にして増加しつつある苦情・相談への対応や、消費者トラブルの防止のため、

消費者保護ルールを強化（平成２７年）し、事業者の取組状況についてモニタリングを実施。

契 約 時

提供条件の説明義務 料金、サービス
内容・・・

不実告知等の禁止
ウソ

事実を告げない×

契約書面の交付義務

×

勧誘継続行為の禁止

断ったにも関わらず、
執拗な勧誘×
×

契 約 後

代理店に対する指導等の措置義務

苦情等の処理義務

トラブル

苦情・相談

初期契約解除制度※１

事業者の
合意なく

解約

契約書面受領後

８日以内

…

・名称
・料金
・内容

×

※１ 事業者に一定の責任が認められる場合に端末も含めて解約できる「確認措置」の認定を受けた移動通信サービスは、初期契約解除に代えて確認措置を適用
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ドメイン名の名前解決サービスの信頼性等に係る規律

 インターネットの利用において重要な役割を果たしている「ドメイン名の名前解決サービス」（※）のうち、その確実

かつ安定的な提供を確保する必要があるものについて、届出が必要な電気通信事業とし、その信頼性・透明性を

確保するための必要最小限の規律を規定 。

※ インターネット利用者からのドメイン名についての問合せに対して、これに対応するIPアドレス等を回答するサービス。

特定ドメイン名電気通信役務
（「.jp」など公共性が高いサービス）

ドメイン名電気通信役務
（契約数３０万以上のサービス）

左記以外

参入規律 ○ なし

安全・信頼性
規律

なし

透明性等
規律

○ なし なし

電気通信事業の届出義務

○
国際標準への適合義務
管理規程の作成・届出義務 等

会計の整理・公表義務
役務提供義務

○ 電気通信事業の届出義務

○
国際標準への適合義務
管理規程の作成・届出義務 等

規律の内容

サービスの内容
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